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序 文 

 

 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、特定の分野や開発課題の下に共通の目標

を持つ複数の事業（プロジェクト）を計画・実施する「プログラム・アプローチ」

を推進しています。また、「プログラム・アプローチ」を促進するために、従来の

プロジェクト評価に加えて、プログラム・レベルの評価の実施が重視されています。

JICA においては、特定の援助対象国全体の協力効果や特定分野でのプログラム単

位の協力効果を計るために、既に実施したプロジェクト方式技術協力、個別専門家

派遣、無償資金協力、現地国内研修、開発福祉支援などのさまざまな形態の個別事

業を事後的にプログラムとしてまとめた「プログラム・ロジック・モデル」を活用

したプログラム評価を試みています。 

本特定テーマ評価「人口・健康セクター/USAID 連携」は、フィリピンで実施さ

れた、家族計画・母子保健分野及びエイズ・結核・マラリアの感染症分野での協力

案件を事後的に「協力プログラム」とみなしたプログラム評価となります。2000

年度に、家族計画・母子保健分野に関する評価を「プログラム・ロジック・モデル」

を活用して試行的にプログラム評価を実施し、2001 年度には、家族計画・母子保

健分野での同モデルの活用経験をさらに発展させた形で、感染症分野の協力を対象

に評価を行い、プログラム評価手法の改善を目指しました。 

本報告書は、「PartⅠ 母子保健・家族計画（リプロダクティブ・ヘルス）分野」

「PartⅡ 感染症対策分野」の 2分冊の構成となります。本報告書において指摘さ

れている教訓・提言については、より効果的・効率的な事業の実施に向けて、今後

プログラムを計画・立案する際、またプログラム評価を実施する際において、活用

していく所存です。 
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 本報告書は、2000 年度時点の JICA 本部における、プログラムの実施に関する方針

をもとに調査した結果をまとめたものであり、その後の JICA 内の組織の実施体制や

方針の変更は勘案していない。 

 なお、本報告書に掲載されている意見は、評価調査団によるものであり、JICA を

代表するものではない。 
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MSH Management and Sciences for Health Inc. 健康のための管理科学財団 

NCR National Capital Region マニラ首都圏(MM と同義) 
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Captain(任期 6年)は住民の直接選挙により選出される。 



NDHS National Demographic and Health Survey 全国人口健康調査 

NDS National Demographic Survey 全国人口調査 

NEDA National Economic and Development Authority 国家経済開発庁 

PFNFP Philippine Federation for National Family 
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PHC Primary Health Care プライマリーヘルスケア 
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UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 
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USAID United States Agency for International 

Development 

米国国際開発庁 

WHO World Health Organization 世界保健機関 

WID Women in Development 開発と女性 
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第１章 評価の概要 
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第 1 章 評価の概要 

 

１－１ 評価の背景 

 1993 年 7 月、日米両国は、日米コモンアジェンダ1の枠組みの中で、人口・エイズ分野の支

援を行うことを発表した。これを受け 1994 年 2 月、日本政府は「人口・エイズに関する地球

規模問題イニシアティブ（GⅡ: Global Issues on Population and AIDS）」を発表し、1994

年から 2000 年度末までの 7 年間に 30 億 US ドル、またアメリカ政府も 90 億 US ドルを援助す

ることを約束した。日本の重点国は 12 か国、アメリカの重点国は 15 か国で、そのうち共通の

8か国にフィリピンが含まれている。GⅡは当時国際社会で関心を集めていた人口・エイズ・女

性といった事項を反映し、人口直接（家族計画など）・人口間接（初等教育や子供の健康など）・

エイズ（予防教育と検査技術の移転など）の 3つの分野にわたって展開することとなった。こ

れを受けて JICA はフィリピンにおいて、1994 年の第一次人口・AIDS プロジェクト形成調査団

派遣から始まる一連の人口・エイズ関連事業を実施し、協調の可能性を探る話し合いがもたれ

てきた。GⅡ関連の ODA 実績（金額）は、1998 年度末までの 5年間で目標を達成している2。 

 GⅡに続いて、日本政府は 2000 年 7 月の九州・沖縄サミットにおいて「沖縄感染症対策イニ

シアティブ（Okinawa Infectious Diseases Initiative)」を発表し、今後 5年間で総額 30 億

ドルを目途に HIV/AIDS・結核・マラリア等を中心とした感染症対策に協力していくことを表明

した。このように日本政府は人口・健康セクターにおいて積極的な国際協力を行う姿勢を世界

にアピールしている。 

他方、JICA は現在、協力事業の効果・効率性を高めるため、国別事業実施計画に基づくプロ

グラム方式による協力の導入について検討している。評価調査実施時点までに 9か国の国別事

業実施計画が公表されており、フィリピンの同計画も策定されていることから、2001 年度にフ

ィリピンにおける人口・健康セクターでのプログラム協力の計画が作成される予定である。 

以上のように、本特定テーマ評価の実施にあたっては、日本政府の ODA における人口・保健

セクターへの積極的な取り組み姿勢や、日米協調の強化の必要性、さらにフィリピンが我が国

ODA の重要国であることが背景にある。 

 

１－２ 評価の目的 

今後の JICA のフィリピンにおける「人口・健康分野」における協力方針の策定に資するた

め、1992 年度から現在にいたるすべての援助形態よる同分野の協力実績を総合的に評価する。 

 また、これら各種援助形態の連携を「協力プログラム」とみなし、試行的に「プログラム」

としての評価を行う。 

 さらに、これらの評価結果をもとに、フィリピンの同セクターの協力において豊富な実績と

                                                        
1 正式には「地球的展望に立った協力のための共通課題（コモン・アジェンダ）」という。 
2 出所『我が国の政府開発援助（上巻）』2000（外務省経済協力局編）。 
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ノウハウを有する米国国際開発庁（USAID: United States Agency for International 

Development）の協力を得、以下の提言・教訓を導き出すことを目的とする。 

1）JICA のフィリピンにおける同セクターの今後の協力方針への提言・教訓 

2）JICA の将来のプログラムアプローチ導入への提言・教訓 

3）今後の USAID 連携におけるプロジェクト形成と評価への提言・教訓 

 

１－３ 評価の枠組み 

フィリピンにおける JICA の協力は、「人口・健康セクター」においては大きく、1）家族計

画・母子保健（リプロダクティブ・ヘルス：以下 RH）分野、及び 2）感染症対策（エイズ・結

核・マラリア）分野において実施されてきた。そこで、本特定テーマ評価においては、これら

の 2分野を PartⅠと PartⅡとに分けて評価調査を実施することとした。本報告書は、Part Ⅰ

についての評価結果をまとめたものである。 

 また、PartⅠと PartⅡの JICA 評価調査の間に、USAID において「AIDS サーベイランス・教

育プログラム評価（AIDS Surveillance and Education Project (ASEP) Evaluation)」が実施

される予定であることから、JICA 側からも団員を派遣し、USAID の援助実績及び評価手法を学

ぶとともに、今後の協調・連携の可能性を探ることとした。 

 Part Ⅰにおける評価の手順は、以下のとおりである。 

1）フィリピンにおける RH の現状と政策の分析 

2）JICA 協力の援助形態別実績と評価 

3）試行的な協力プログラム評価 

（試行的な協力プログラム評価には、JICA プロジェクトサイクルマネージメント

（JPCM）の 5項目評価を適用する）。 

 情報収集にあたっては、JICA 本部の関連部署、JICA フィリピン事務所､在フィリピン日本国

大使館、USAID、国連人口基金（UNFPA）、アジア開発銀行（ADB）、フィリピン保健省､地方保健

担当部門、NGO、プロジェクト方式技術協力（プロ技）の長期専門家､青年海外協力隊員（JOCV）

等に対して事情聴取を行った。さらに可能な限りプロジェクトの現場を訪ね､長期専門家及び

フィリピン側カウンターパートの意見を聴取した。また JICA 協力のインパクトを測定するた

めに現地コンサルタントによるアンケート調査及びフォーカスグループインタビューを実施

した。 

 

１－４ 評価の対象案件 

本評価の対象は、1992 年 4 月から 2000 年 2 月までの間に実施された JICA による同分野のプ

ロジェクトとし、参考として外務省による無償資金協力およびと草の根無償資金協力を加えた。

1992 年以降に焦点を絞った理由は、日米コモンアジェンダ発表以降に実施されたプロジェクト

を重点的に評価するためである。対象となるプロジェクトは表 1-1 のとおりである。 
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表 1-1 評価対象案件 

援助形態名（担当部署） プロジェクト名 対象サイト 実施期間 

プロジェクト方式技術協力 

（医療協力部） 

「家族計画・母子保健」フェーズⅠ Tarlac 州 1992.04.01-1997.03.31

同上 「家族計画・母子保健」フェーズⅡ リージョンⅢ

（6 州） 

1997.04.01-2002.03.31

現地国内研修 

（アジア第一部東南アジア課） 

「家庭福祉にかかる開発と女性」 全国 1994-1998 年度 

青年海外協力隊 ：個別派遣

（JOCV 事務局） 

特になし 

（人口家族計画特別機材供与との連携）

全国 1994-1998 年度 

青年海外協力隊 ：グループ派遣

（JOCV 事務局） 

「人口家族保健フロントライン計画」 

（人口家族計画特別機材供与との連携）

リージョンⅢ 

(6 州） 

1998.10.01-2002.09.30

人口家族計画特別機材供与（医

療協力部） 

UNFPA とのマルチバイ協力3 

 

全国 

 

1994-2002 年度 

開発福祉支援 

（アジア第一部東南アジア課） 

「包括的リプロダクティブ・ヘルス促進

支援（PNGOC）」 

マニラ、リー

ジョンⅢ 

1999.02.07-1999.08.15

開発福祉支援 

（アジア第一部東南アジア課） 

「地域保健強化事業（Regina Carmeli

大学）」 

リージョンⅢ 1998.01.05-2001.03.30

開発福祉支援 

（アジア第一部東南アジア課） 

「地域保健強化事業（フィリピン小児病

院）」 

リージョンⅢ 1999.01.05-2001.03.30

無償資金協力 

（外務省予算、実施促進は無償

資金協力部） 

「地域保健施設改修・機材整備計画」 リージョンⅢ 1998.01（事前調査実施）

-2001.03（竣工） 

草の根無償資金協力（在フィリ

ピン日本国大使館） 

計 23 件 

（当該分野関連案件のみ） 

全国 1995-2000 年度 

 

１－５ 評価調査団の構成 

担当 氏名 所属 現地調査期間 

団長 北谷 勝秀 

Mr. KITATANI Katsuhide

特定非営利活動法人 2050 理事長 

（元 UNFPA 事務局次長） 

NPO 2050 

2001/02/19- 03/02

団員 尾崎美千生 

Mr. OZAKI Michio 

JICA 国際協力総合研修所 客員専門員

Institute for International 

Cooperation (IFIC), JICA 

2001/02/19-03/02

団員 西田 良子 

Ms. NISHIDA Ryoko 

財団法人家族計画国際協力財団 国際

事業部長 

International Programme Div., 

Japanese Organization for 

International Cooperation in Family 

Planning (JOICFP) 

2001/02/19- 03/02

団員 クリスティン＝ピルカベ

ージ 

Ms. Christine Pilcavage

JICA 企画・評価部 援助協調室 

Donor Coordination Div., Planning and 

Evaluation Dept., JICA 

2001/02/19- 03/02

団員 中澤  哉 

Mr. NAKAZAWA Hajime 

JICA 企画・評価部 評価監理室 

Office of Evaluation and Post Project 

Monitoring, Planning and Evaluation 

Dept., JICA 

2001/02/19- 03/03

団員（本邦コ

ンサルタン

ト） 

駒澤 牧子 

Ms.KOMASAWA Makiko 

株式会社設計計画 研究員 

Sekkei Keikaku Inc. 

2001/02/19- 03/20

現地コンサ

ルタント 

マリリン＝ゴーラ 

Dr. GORRA, N. Marilyn 

HEWSPECS, Inc. 2001/02/28- 03/23

                                                        
3 Multilateral-bilateral Coorperation： 援助国と国際機関が協力して援助を行い、情報・ノウハウ・人材・資金な

どを補完し合うことにより、援助の効率・効果を高めようとすること。JICA は保健医療分野では、WHO・UNICEF・UNFPA

などとの連携を行っている。 
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１－６ 現地調査日程（2001 年 2 月 19 日から 3 月 20 日まで） 

順 月日 曜日 時間 行程 

1 2 月 19 日 
 

月 09:45 

13:25 

16:30 

JL741 成田発（尾崎団員を除く） 

マニラ着 

団内打合せ 

2 2 月 20 日 火 10:30 

17:00 

17:30 

USAID Philippine Mission 協議 

JICA 事務所協議 

団内打合せ 

3 2 月 21 日 水 08:30 

09:00 

11:00 

13:00 

16:00 

19:30 

保健省次官表敬訪問 

保健省マルチメディアセンター視察 

マニラ・プロジェクト事務所（保健省内） 

保健省国際協力局長協議 

元 UNFPA プログラムコーディネーター事情聴取 

女性と健康ネットワーク兵藤智佳子理事事情聴取 

4 2 月 22 日 木 09:00 

 

11:00 

13:25 

14:40 

16:30 

Philippine NGO Council on Population, Health and Welfare Inc. (PNGOC)

協議 

Management Sciences for Health (MSH)協議 

JL-741 マニラ着（尾崎団員） 

Friendly Care Foundation Inc. (FCFI) 協議 

湯浅チーフアドバイザー・山田元シニア隊員協議 

5 2 月 23 日 金 09:00 

09:45 

11:30 

13:50 

 

15:10 

リージョンⅢ地方保健局(旧称 RHO 3)長協議 

RHU-Ⅳ in Brgy. San Agustin 視察 

青年海外協力隊員事情聴取 

Pampanga 州保健局長(PHO)協議 

無償資金協力案件 Pampanga MCHC 視察 

家族計画・母子保健プロジェクトプログラムオフィサー事情聴取 

6 2 月 24 日 土 12:00 

16:00 

家族計画・母子保健プロジェクト専門家打合せ（駒澤団員のみ） 

家族計画・母子保健専門家／Luznet 事情聴取 

7 2 月 25 日 日 午前・午後 

18:00 

資料整理 

団内打合せ 

8 2 月 26 日 月 09:00 

 

09:40 

14:00 

14:50 

16:25 

19:00 

開発福祉支援案件 地域保健強化事業(フィリピン小児病院 Pionad 

Comprehensive Community Health Clinic)協議 

San Ildefonso RHU 視察 

San Jose del Monte 市長表敬訪問 

San Jose del Monte RHU 視察 

無償資金協力案件 Muzon BHS 視察 

母子保健専門家事情聴取・意見交換 

9 2 月 27 日 火 08.50 

 

10:25 

10:40 

11:45 

14:05 

16:20 

Bulacan 州保健局長(PHO)協議 

無償資金協力案件 Bulacan MCHC 視察 

Guiguinto 町長表敬訪問 

RHU-Ⅱ in Tiaong 視察 

Brgy. Cut-Cut BHS 視察 

開発福祉支援案件(地域保健強化事業(Regina Carmeli 大学)事情聴取 

開発福祉支援案件(Plaridel Emergency Hospital)視察 

10 2 月 28 日 水 08:55 

11:00 

12:30 

 

14:00 

14:55 

16:05 

18:30 

UNFPA 協議 

UNDP 表敬訪問 

JICA 事務所との意見交換 

現地コンサルタント打合せ（駒澤団員のみ） 

USAID 打合せ（Pilcavage 団員のみ） 

NEDA 表敬訪問 

人口委員会委員長表敬訪問・意見交換 

USAID との意見交換 

11 

 

3 月 1 日 木 09:00 

14:00 

家族計画・母子保健プロジェクト専門家との意見交換 

USAID 調査結果協議 

12 3 月 2 日 金 09:30 

14:30 

午後 

在フィリピン日本国大使館/JICA 事務所帰国報告 

JL-742 マニラ発（中澤・駒澤団員を除く） 

中澤団員別件打合せ、駒澤団員資料収集 

13 3 月 3 日 土 09:30 

終日 

JL-746 マニラ発（中澤団員のみ） 

駒澤団員資料収集 

14 3 月 4 日 日 終日 資料整理 

15 3 月 5 日 月 09:30 

13:00 

Tarlac PHO 現地調査打合せ 

RHU CapasⅠ、RHU CapasⅡ現地調査打合せ 

16 3 月 6 日 火 10:00 

10:30 

PampangaPHO 現地調査打合せ 

Lubao RHU Ⅱ現地調査打合せ 
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11:30 

14:30 

16:00 

Lubao 3 現地調査打合せ 

Sto Tomas RHU 現地調査打合せ 

Pampanga JICA 現地調査打合せ 

17 3 月 7 日 水 09:30 

11:00 

12:00 

14:00 

Bataan PHO 現地調査打合せ 

Abucay RHUⅠ現地調査打合せ 

Orani RHU 現地調査打合せ 

Bataan JICA 事務所打合せ 

18 3 月 8 日 木 09:30 

10:30 

11:30 

15:00 

Sta. Ignacia 市長表敬訪問 

Sta. Ignacia RHU 現地調査打合せ 

Sta. Ignacia BHS 視察 

Nutrilinc 事情聴取 

19 3 月 9 日 金 10:30 

14:00 

JICA 事務所打合せ 

UNFPA 訪問 

20 3 月 10 日 土 終日 資料整理 

21 3 月 11 日 日 終日 資料整理 

22 3 月 12 日 月 終日 資料整理 

23 3 月 13 日 火 終日 資料整理 

24 3 月 14 日 水 09:00 

17:00 

人口委員会プレス発表へ参加 

家族計画・母子保健プロジェクト専門家との意見交換 

25 3 月 15 日 木 終日 Abucay 現地調査 

26 3 月 16 日 金 午前 

13:00 

15:00 

19:00 

資料整理 

現地調査打合せ 

ADB 事情聴取 

家族計画・母子保健プロジェクト専門家との意見交換 

27 3 月 17 日 土 終日 資料整理 

28 3 月 18 日 日 終日 資料整理 

29 3 月 19 日 月 午前 

13:30 

15:30 

JICA 事務所打合せ 

協力隊調整員との協議 

在フィリピン日本国大使館事情聴取 

30 3 月 20 日 火 09:30 

14:30 

JICA 事務所報告 

JL-742 マニラ発（駒澤団員のみ） 

 

 



 

 

 

 

 

第２章 フィリピン人口・健康セクターの概況 
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第２章 フィリピン人口・健康セクターの概況 

 

２－１ 人口・保健医療指標にみる概況 

 

２－１－１ 人口・保健医療分野の現状全般 

 フィリピン政府は、東南・東アジア地域の中でもいち早く、1969 年、マルコス大統領時代に

すでに、人口委員会を設置し、人口政策としての家族計画プログラムの推進をすすめ、さらに

は、1979 年にはヘルス・ケア・システムを制度化し、アメリカや日本をはじめ多くの援助機関・

国の支援を受けて、保健医療分野の充実に向けて施策や事業を推進してきている。 

表 2-1 フィリピンの基本統計 

総人口 2000 *1)  7, 530 万人 

年間人口増加率（％） 1995-2000  2.1 

都市部人口（％） 1995  54 

都市人口増加率（％） 1995  3.7 

一人当り GDP（US$） 1999 *2)  US$1,009 

粗出生率（人口 1000 人当り） 1999 *3)  28 

粗死亡率（人口 1000 人当り） 1999 *3)  6 

合計特殊出生率 1995-2000  3.62 

出生時平均余命  男 66.5 歳 女 70.2 歳 

乳児死亡率（１歳未満児）（1000 出生当り）  36 

5 歳未満児死亡率（1000 出生当り） 男 49 女 38 

妊産婦死亡率（10 万出生当り）  170 

初等教育就学率 男 115％ 女 113% 

中等教育就学率 男 77％ 女 78% 

15 歳以上の非識字率 男 5％ 女 5% 

家族計画の知識を持っている人の割合 手段 97% 

入手場所 93% 

15-19 歳の少女（1000 人出生当り）  43 

避妊実行率 1998 *4) すべての方法 47% 

近代的避妊法 28% 

保健スタッフの立会いの下での出産  53% 

人間開発指数順位  *5)  77 位（174 か国中） 

ジェンダー開発指数順位  *5)  77 位（174 か国中） 
出所： UNFPA『世界人口白書 2000』 
*1) フィリピン 2000 年の国勢調査暫定値 
*2) POPCOM, State of the Philippine Population Report 2000, January 2001 
*3) ユニセフ『世界子供白書 2001』 
*4) DOH, National Demographic Health Survey 1998 
*5) UNDP『人間開発報告書 1999』 

 

 その結果、過去 50 年にわたってフィリピン国民の健康状態は、大きく改善している。しか

しながら、これらの改善の速度は経済成長の速度に見合ったものではなく、近隣諸国（マレー

シア・タイ・インドネシア・ベトナム等）と比較しても緩慢である。また、地域格差も大きい

のが現状である。表 2-1 は、フィリピンの基本統計をあらわしたものである4。次節以降にそ

                                                        
4 UNFPA・UNICEF・UNDP 及びフィリピン政府統計局の資料をもとにして作成したものである。また、基本統計の資料として

は、フィリピン国家統計局による国勢調査に基づく（1990 年までは 10 年毎、1995 年からは 5 年ごとに実施）。人口動態統

計は人口登録に基づいて、出生数・死亡数・死因がとられているが、必ずしもすべてを網羅しておらず正確とはいえない。
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の特徴をまとめた。 

 

２－１－２ 依然として高いレベルの人口増加率・出生率 

 2000 年に実施された国勢調査の暫定報告によると、フィリピンの人口は 7,350 万人である。

1948年の 1,900万人から 50年の間に約 4倍近くになったこととなる（図 2-1）。人口増加率は、

1960 年代や 70 年代の 3％から比べると 1980 年代、90 年代には 2％台にまで下がってきてはい

るものの、1995 年－2000 年の平均値は 2.02%（2000 年国勢調査暫定値）であり、これは 35 年

間で人口が倍増することを意味しており、この人口圧力はさまざまな形で悪影響を及ぼす。こ

の数字を、近隣の東南アジアの国々と比べても、例えば、インドネシア（1.4）、タイ（0.9）、

ベトナム（1.6）、より高い数字となっている。 

7.63
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16.00
19.23

27.09

36.68

42.07

48.10

60.70

68.62

75.33

0

20

40

60

80

1903 1918 1939 1948 1960 1970 1975 1980 1990 1995 2000

(mil)

CENSAL YEAR

 
出所： DOH, National Demographic Health Survey 1998 

図 2-1 フィリピンの人口推移 

 

 人口増加を地域別にみると、都市部への人口移動が大きいため、その人口増加率は高く（1995

年-2000 年 3.7）、都市部の人口占有率は 1980 年の 37％が、1990 年に 49％、1995 年には 54％

（2000 年の数値は未確定）と、年々都市に人口が集中してきている。人口移動にともない、人

口増加率も地域による差がみられる。全国平均増加率より高い増加がみられた地域には、リー

ジョンⅢ（Central Luzon）、リージョンⅣ（Southern Tagalog）、リージョンⅩ（Northern 

Mindanao）、リージョン（Southern Mindanao）がある。 

 図 2-2 は、1998 年の全国人口保健調査（NDHS: National Demographic Health Survey）の結

                                                                                                                                                                        
その他、USAID が援助して国家統計局で実施されてきている人口保健に関するサンプル調査として、全国人口調査（National 

Demographic Survey）や全国人口保健調査（National  Demographic and Health Survey）は 5年ごとに 1968 年より進めら

れており、貴重な情報を提供している。また 1993 年には、同様に USAID、ロックフェラー財団の支援により国家統計局によ

って母性保護調査(Philippines National Safe Motherhood Survey)も行われている。また、保健省からは公的機関に基づ

く疾病データ・サービスデータが出されているが、必ずしも民間機関・非政府機関（NGO）のデータをすべて含んでいるわ

けではない。 
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果に基づく、いくつかのサンプル調査による合計特殊出生率（TFR: Total Fertility Rate、

女性一人あたりが生涯に産む平均子供数）の推移である。1973 年の 5.97 からは次第に低下し

ており、1998 年では 3.73 まで下がってきている。この 1973 年から 1998 年の 25 年間の減少

期間では、女性の平均初婚年齢は 22 歳から 23 歳でさほど変化しておらず、こうした減少は避

妊実行の増加との関連があるとも指摘できる。しかしながら、この数字は、アジアの近隣諸国

と比べても依然として高く、フィリピンの人口増加率の高さの大きな要因の一つとして挙げら

れる（図 2-3）。 
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出所： DOH, National Demographic Health Survey 1998 

図 2-2 フィリピンの合計特殊出生率の推移 
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出所： DOH, National Demographic Health Survey 1998 

図 2-3 アジア諸国の合計特殊出生率 
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 出生率は、また地域や女性の教育レベル5などによって大きな差がみられる。1998 年の全国

人口保健調査の結果でみると（図 2-4）、合計特殊出生率は都市部の 3.0 に比して、農村部で

は 4.7 と高い。また、女性の教育レベルでみると、広くいわれているとおり、大学卒以上では

2.9 に対し、小学校卒あるいは無就学の場合は 5.0 となっている。また、地域的にみても、マ

ニラ首都圏（NCR）では、2.5 と全国で最低値であるが、一方、リージョンⅧ（Eastern Visayas）

は 5.9、リージョンⅤ（Bicol）は 5.5 と高い。こうした地域や教育レベルによる格差は注目に

値する。 
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出所： DOH, National Demographic Health Survey 1998 

図 2-4 地域別・教育レベル別合計特殊出生率 

 

 1998 年の全国人口保健調査は、上記のような高い出生率の要因の一つとして、フィリピン女

性の比較的高い「希望子供数」を挙げている。3 分の 1 の女性が 1 人か 2 人の子供を希望して

いるが、残りの 3分の 1は 3人、さらに 3分の１は 4人以上の子供を希望している。また、他

の要因として、計画外出産がまだ多くみられる点である。全国人口保健調査調査前の 5年間の

出産の中で、45％は計画外の希望していなかった出産だった（27％はタイミングが良くなかっ

た、18％は欲しくなかった）との結果が出ている。もし、この計画外出産がなければ、TFR は

3.7 ではなく、2.7 であったかもしれないとの分析がなされている。 

 

２－１－３ リプロダクティブ・ヘルス（RH: Reproductive Health）分野の現状 

 保健省は、1994 年カイロで開催された国際人口開発会議（ICPD: International Conference 

on Population and Development）の行動計画を受けて、1998 年 1 月にリプロダクティブ・ヘ

ルス・プログラム（Philippine Reproductive Health Program）を策定し、10 項目の重要課題

                                                        
5 フィリピンの学制は、初等教育（Elementary School）6 年、中等教育（High School）4 年、短大（College）2 年／大学

（University）4 年であり、日本などに比べて中等教育が 2年間短い。 
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を設定している（詳細は第 3 章 3-2-(2)参照）。こうした RH の重点項目を踏まえつつ、主な保

健指標からみたフィリピンの RH の現状について重要点を下記にとりあげてみた。 

①乳児死亡率にみる現状―大きい地域差 

 乳児死亡率は、1993 年の出生 1000 に対して 38 から 1998 年には 36 へ低下している6。これ

は、1970 年代の 60 から 50 のレベルからは改善されてきてはいるが、まだ十分とはいえない。

特に、地域の格差は大きい。最も低い数値は、マニラ首都圏（NCR）とリージョンⅧ（Central 

Visayas）の 24 で、全国でも高いのはリージョンⅧ（Eastern Visayas）の 61、そして ARMM（ム

スリム・ミンダナオ自治区）の 55、リージョンⅩⅢ     の 53 である。 

 こうした乳幼児死亡率に最も影響する要因として、予防接種の普及と栄養の 2つが挙げられ

る。1998 年の全国人口保健調査結果では、1993 年と同じく、12 か月から 23 か月の子供の 73％

はすべての予防接種を完了していた（すべての規定された予防接種とは、DPT 三種混合 3 回、

ポリオ 3回、BCG 1 回、1歳になるまでに麻疹 1回）。しかしながら、これも 1歳の誕生日まで

に限ると 65％に低下する。また地域によって接種率には格差がみられ、特に ARMM では 47％と

低い。 

表 2-2 フィリピン全国の乳児死亡率 10 大死因 

  1989-1993 年平均 1994 年 

順位 原 因 

症例数
割合 

(対 10 万)

乳児死亡
数に占め
る割合

症例数 
割合 

(対 10 万) 

乳児全体
に占める
割合 

1 呼吸器系疾患（胎児/新生児） 5,679 3.5 15.1  5,854 3.6 15.1 

2 肺炎 9,105 5.5 24.2  5,681 3.5 15.1 

3 先天異常 2,104 1.3 5.6  2,890 1.8  7.7 

4 下痢症 1,680 1.0 4.5  1,927 1.2 5.1 

5 出産時外傷/難産  1,102 0.7 2.9  1,690 1.0 4.5 

6 敗血症  1,395 0.9 3.7  844 0.5 2.2 

7 脳膜炎 217 0.1 0.6  533 0.3 1.4 

8 ビタミン欠乏症及びその他の栄

養障害 

1,807 0.7 2.9  530 0.3 1.4 

9 その他の呼吸器系疾患  370 0.2 1.0  439 0.3 1.2 

10 麻疹  814 0.5 2.2  348 0.2 0.9 
出所： National Objectives for Health, Philippines 1999-2004 

②乳幼児の栄養状況 

 栄養の状況をみてみると、食糧栄養研究所（FNRI: Food and Nutrition Reserch Insititute）

の調査では、低体重出生児は、1970 年代の 39％から 1980 年代の 33％へと低下しているが、そ

の後 1990 年代を通してさほど数字に変化がみられないと報告している（State of the 

Philippine Population Report 2000）。また年齢に対する体重あるいは身長に基づく調査でみ

ても、約 3分の 1の子供たちは何らかの栄養不良の問題を抱えていると報告されている。いく

つかの調査が示すところでは、高い出生率と短い出産間隔が子供の栄養状況に悪影響を与えて

いるとの結果が出ている。5 歳未満の子供の疾患の多くは、急性呼吸器系疾患と下痢性疾患で

ある。 

                                                        
6 また、5歳未満児死亡率も、1988-92 年の期間の出生 1000 に対して 54 から、1993-97 年の期間の 48 へ低下している。 
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③妊産婦死亡率にみる現状―高いハイリスク出産 

 フィリピンでは、妊娠・出産に関して、毎日（24 時間ごとに）10 人の女性が死亡している。

妊産婦死亡率（MMR: Maternal Mortality Rate）は、WHO の定義では「女性が妊娠期間中、あ

るいは出産後 42 日以内に、妊娠やその管理に関わる原因やそれによって引き起こされた原因

によって死亡した場合」とあるが、実際には正確な数字を取ることはサンプル調査でも人口動

態統計でも難しい。フィリピンの妊産婦死亡率は 1993 年の全国人口保健調査では出生 10 万に

対して 209、1998 年には 172 に低下している。しかし、地域格差は大きい。ARMM・リージョン

ⅩⅢ     ・リージョンⅤは他の地域とくらべても高い。 

 妊産婦死亡数は、フィリピン全体の死亡数からすると、1％以下である。しかし、15 歳から

49 歳の再生産年齢女性の死亡の 14％を占めている点は注目に値すると『フィリピン人口白書

2000』では強調している。1998 年の調査によると、60％を超える妊娠がハイリスクであったと

報告されている。妊産婦死亡の重要な要因としては、妊産婦の健康及び栄養状態、年齢（18

歳以下、35 歳以上）、出産回数及び出産間隔が挙げられている。妊産婦の 44％近くが貧血状況

であるとの報告も出ている（食糧栄養研究所：1993 年）。保健省の報告では、妊産婦死亡の主

な原因は、出血、高血圧、敗血症及び感染症による合併症、分娩異常、中絶による合併症が挙

げられている。 

 1998 年の全国人口保健調査の結果では、妊娠・出産に関わる母性保護に関する現状について

下記のような報告が出されており、女性の健康に関してまだ改善の余地が残されている。 

• 最低 3回の妊産婦検診を受けていている妊産婦は 77％のみであり、そのうち半分は最

初の妊娠 3か月間である。 

• 妊産婦の 75％のみが鉄分の補助剤の支給を受けており、57％のみがヨウ素、33％のみ

が破傷風の予防接種を受けている。また、33％のみが妊娠に関わる危険な兆候につい

ての情報を得ている。 

• 出産時に保健スタッフが立会う割合は 56％であり、他は、伝統的助産婦、家族、ある

いは立会いなしである。 

• 全国平均で 66％近い出産は自宅で行われ、地域別にみると大きな格差が存在する。マ

ニラ首都圏では 92％の出産に保健スタッフが立会い、72％は施設分娩であるが、ARMM

では、14%のみが保健スタッフの立会いによるもので、施設分娩は 6％のみである。 

• 産後健診を受けている女性は 59％のみである。 

 妊娠中絶は、妊産婦死亡の 4番目の原因となっており、それは後述する望まない妊娠の結果

引き起こされるもので、家族計画の満たされていないニーズの存在にも深く関わっている。 

④家族計画―高い満たされていないニーズ（Unmet Needs） 

 前述した、フィリピンにおける過去 30 年間の出生率の低下は、この期間の避妊実行率の上

昇とも大きく関わっている。有配偶女性の避妊実行率は、図 2-5 にあるように、1968 年の 15％

から 1998 年の 47％に上昇している。しかし、フィリピンでは伝統的避妊法の実行率がつねに
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高く、近代的避妊法のみでみると、1968 年 3％から 1998 年 28％までの増加にとどまっている。

1998 年の全国人口保健調査では、避妊法として、女性の不妊手術とピルが最も実行率が高く（と

もに 10％）、次に性交中断・リズム法（ともに 9％）、IUD（4％）、注射法とコンドーム（それ

ぞれ 2％）となっている。1993 年の調査と比較すると、注射法と伝統的避妊法の増加がみられ、

不妊手術の率が低下している。 
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出所： DOH, 各年 National Demographic Survey、 National Demographic Health Survey  

図 2-5 避妊実行率 

 

 1998 年の全国人口保健調査により、地域的にみると、都市部では避妊実行率は 51％、農村

部では 42％である。避妊法をみると、都市部では、女性の不妊手術がもっとも高く（13％）、

次はピル（11％）、一方、農村部では、もっとも高いのはピル（9％）、そして性交中断（8％）、

リズム法や禁欲など（8％）となっている。また、女性の教育レベルによる差異もみられ、大

学卒以上の教育レベルでは 50％（近代的避妊法では 30％）、しかし、無就学では 15％（9％）

である。 

 全国の行政地域別にみると、最高値のリージョン（Southern Mindanao）、リージョンⅢ 

（Central Luzon）の 55％から、ARMM の 16％と大きな差がある。近代的避妊法だけでは、リー

ジョンⅡ（Cagayan Valley）が 39％、そしてリージョン XI（36%）、リージョンⅢ（35%）であ

る。 

 避妊法や避妊具の入手先についての知識は、非常に高いレベルである。1998 年の全国人口保

健調査では、99％の女性（有配偶女性 15 歳から 49 歳）がどれか一つの避妊法を認識しており、

90% 以上がピル、IUD、コンドーム、女性の不妊手術について認識していた。1998 年には 1993

年と比べて、注射法についての認識が 54％から 89％への増加している。しかしながら、こう

した知識に関わらず、依然として家族計画に対する「満たされないニーズ（Unmet Needs）」が

みられる。1998 年の全国人口保健調査では、妊娠可能年齢の有配偶女性の 9％は妊娠を先に延

ばしたいと思っており、また 11％はこれ以上子供はいらないと考えているにも関わらず、避妊

は実行していない。こうした「満たされないニーズ」にはいろいろな要因が考えられるが、避
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妊を実行していない理由として、「副作用の恐れ」を上げる女性が多く、情報の不足や質の高

い家族計画サービスへのアクセスがないということが大きな原因として考えられる。 

 1998 年の全国人口保健調査によれば、72％の女性は公的な機関で家族計画サービス（近代的

な避妊法）を受けており、その他民間の医療機関は 26％である。公的な機関の中では、政府系

病院が 23％、町・市保健所（RHU: Rural Health Unit）が 23％であり、末端のバランガイ保

健所（BHS: Barangay Health Station）でのサービスは 24％と全体の約 4分の 1を占めている。 

 20％にのぼる「満たされないニーズ」の存在は、結果的に計画外の望まない妊娠につながり、

家族計画プログラムの大きな課題となっている。多くの場合、こうした望まない妊娠は、人工

妊娠中絶につながる。フィリピンの法律では、人工妊娠中絶は非合法であり、その実態はつか

みにくい。しかし、フィリピン人口白書 2000 によれば、保健省やフィリピン大学人口研究所

（University of the Philippines Population Institute）・フィリピン産科婦人科学会の調

査結果に基づき、年間、推計 32 万から 40 万の人口妊娠中絶があり、100 の妊娠に対し推計 16

の妊娠中絶が行われているとしている。その結果、1994 年の保健省のレポートでは、妊産婦死

亡の 12％（女性の死因の第 4位）は人口妊娠中絶によるとしている。これを受けて、保健省で

は、RH 政策の 10 項目の中に、妊娠中絶後のケアの必要性をとりあげている。 

⑤その他の RH の課題 

 これまで述べてきた課題のほかにも、フィリピンの RH 分野の課題は多い。例えば、性感染

症（STD: Sexually Transmitted Disease）・HIV/AIDS、思春期の RH の問題、男性の巻き込み

の問題、女性・子供への暴力、また、増加しつつある生殖器系がんの予防などである。HIV の

感染は、タイ・カンボジア・ミャンマーといった他の東南アジアの国々と比べるとまだ比較的

低い（1999 年の推計で成人の 0.07％7）が、性感染症は特に性産業従事者の間で高いと報告さ

れており、今後の HIV 感染者の増加が危ぶまれる。 

 思春期の RH の問題は、最近重要な課題として取り上げられつつある。1995 年の国勢調査に

よれば、フィリピンの 10-19 歳人口は全体の 23％、15-24 歳人口は全体の 20％を占め、さらに

14 歳以下の人口は全体の 38％であった。すなわち、今後かなり大きな人口グループが生殖期

年齢を通り過ぎていくことを示しており、この影響は大きい。さらに、フィリピン大学人口研

究所の思春期の性についての調査（1995 年）では、15 歳から 24 歳の若者のうち、180 万人の

男性、67 万人の女性がすでに性的な経験があるとされており、さらに、1998 年の全国人口保

健調査においても 5 人に 1 人の女性が 19 歳までに結婚している。こうした若者は、多くの場

合望まない妊娠や性感染症、中絶というリスクを抱えているにも関わらず、思春期の若者への

対応（特に家族計画）には反対や難しい面が多く、現行の保健システムでは十分なカウンセリ

ングやサービスが提供されているわけではない。 

 さらに、家族計画をはじめ RH 分野への男性の巻き込み、そして男性自身の RH ニーズへの対

                                                        
7 UNAIDS, Epidemiological Fact Sheet on HIV/AIDS and Sexually transmitted infections, Philippies, 2000 update

による。 
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応（Unmet Needs は女性の 2 倍といわれている8）、さらに女性や子供への暴力への対応などが

課題として挙げられている。 

 

２－１－４ 疾病構造や死因にみる現状 

 表 2-2 から 2-4 は、フィリピン国民の健康状況を表す基本統計である。1995 年の全国の 10

大死因をみると、第 1 位が心臓病、第 2 位が血管系疾患、第 3 位が肺炎、第 4 位が悪性腫瘍、

第 5 位が結核となっている。肺炎は 1980 年代の後半には 1 位を占めていて、1991 年では 2 位

であった。次第に、典型的な開発途上国型の疾病構造から、先進国型の生活習慣病へと変わり

つつある。1997 年の 10 大疾患をみると、第 1 位は下痢症、第 2 位は肺炎、第 3 位は気管支炎

であり、以下、インフルエンザ、肺結核/呼吸器系疾患となっており、感染症が依然として高

い。保健省は、このことを大きな課題としている。また、都市部と農村部、特に離島や僻地、

都市部のスラム地域と富裕層居住区域との保健状況にも大きな差がみられる。さらに質の高い

保健サービスへのアクセスの面でも、家族計画サービス同様に地域格差が大きい。 

表 2-3 フィリピン全国の 10 大疾患（1997 年） 

順位 原 因 実 数 対：10 万人 

1 下痢症 845,203 1,322.3 

2 肺炎 638,632 999.2 

3 気管支炎 591,171 924.2 

4 インフルエンザ 548,407 858.8 

5 肺結核/呼吸器系疾患 143,753 224.9 

6 高血圧症 87,706 135.3 

7 マラリア 69,112 108.1 

8 水痘 61,456 96.1 

9 心臓病 56,833 89.3 

10 麻疹 15,586 55.7 
出所： National Objectives for Health, Philippines 1999-2004 

 

表 2-4 フィリピン全国の 10 大死亡疾患（1995 年） 

順位 原因 実 数 対：10 万人 

1 心臓病 50,252 73.2 

2 血管系疾患 38,592 56.2 

3 肺炎  33,637 49.0 

4 悪性腫瘍 28,487 41.5 

5 結核（すべての種類） 27,052 39.4 

6 事故 15,786 23.0 

7 慢性閉塞性肺疾患 11,309 16.5 

8 その他の呼吸器系疾患 6,747 9.8 

9 糖尿病 6,724 9.8 

10 下痢性疾患 5,552 8.1 
 出所： National Objectives for Health, Philippines 1999-2004 

 

 

 

                                                        
8 『フィリピン人口白書 2000』による。 



- 16 - 

２－１－５ リージョンⅢの概況 

 JICA における RH 分野の主な協力対象地域である、リージョンⅢ（Central Luzon）の保健医

療指数について簡単に概観する。リージョンⅢは人口 779.７万人で、Bataan 州（55.8 万人）、

Bulacan 州（223.0 万人）、Nueva Ecija 州（161.4 万人）、Pampanga 州（148.4 万人）、Tarlac

州（104.5 万人）、Zambales 州（42.9 万人）の 6 州と、Angeles 市（24.3 万人）、Olongapo 市

（19.4 万人）の 2市からなる（以上、2000 年国勢調査暫定値）。リージョンⅢはマニラ首都圏

のベッドタウン化と企業などの進出により流入人口が多く、人口増加率は 2.55 で、全国で 2

番目に高い9地域である。 

 RH に関する主な指標を、1994 年の国際人口開発会議（ICPD）で提示された最低目標及びフ

ィリピンの全国平均と比べる（表 2-5）と、「避妊実行率」は全国平均よりも高いが、ICPD で

示された最低目標よりも低い。「出産時に保健ワーカーが立ち会う割合」・「乳児死亡率」・「出

産前の保健スタッフによるケア」・「出産後の保健スタッフによるケア」等は全国平均よりもか

なり良好で、母子保健の普及状態がよいことを示している。一方、「理想子供数」は全国平均

とほぼ同じで、「母乳授乳実行率」は全国平均よりやや低い。「成人女性の識字率」はリージョ

ンⅢにおいては 96.1％と ICPD 最低目標の 50％よりもはるかに高い10。 

表 2-5 主な RH 指標 

主な指標 ICPD の最低目標 フィリピン全国 リージョン III 

出産時に保健スタッフが立ち会う割合(％） 60 56.4 84.3

再生産年齢女性の避妊実行率*1 55 46.5 54.8

乳児死亡率（1000 出生当り） 50 36.0 28.7

出産前の保健スタッフによるケア － 85.7 92.7

出産後の保健スタッフによるケア － 41.4 57.4

母乳授乳実行率 － 88.0 84.3

理想子供数 － 3.2 3.3

成人女性の識字率*2 50 94.0 96.1

出所： フィリピンのデータは National Demographic Health Survey 1998（DOH）による。 

*1 は 2000 Family Planning Survey（National Statictics Office）による。 

*2 は『2000 年フィリピン統計年鑑』による。フィリピンのデータは 1994 年の 10-64 歳を対象としたもの。 

 

 主な避妊法をみると（表 2-6）、「近代的手法」が全国で 32.3％、リージョンⅢで 37.2％と

ほぼ同じ割合である。一方、「伝統的手法」は全国で 14.7％、リージョンⅢで 17.7％とリージ

ョンⅢの方が高い。近代的手法の中では、リージョンⅢは「女性の不妊手術」が最も多く、次

が「ピル」となっているが、全国ではこの順位が逆転している。伝統的手法では、リージョン

Ⅲでは「性交中断」が最も多く、次が「カレンダー・リズム」となっているが、全国ではこの

順位が逆転している。 

 リージョンⅢの RH の状況は、全般に ICPD 目標値をクリアしているが、避妊実行率と避妊手

法についてはまだ改善の余地があるといえる。 

                                                        
9 １位は、マニラ首都圏のすぐ南に位置するリージョンⅥである。 
10 「世界銀行（1996）」によれば、フィリピンの女性の識字率は 1995 年で 94％である（インドネシアは 77％、タイは 92％、

マレーシアは 78％、中国は 73％）。 
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表 2-6 主な避妊法 

近代的手法 伝統的手法 

地域 

全
手
法
計 

近
代
的
手
法
計 

ピ
ル 

Ｉ
Ｕ
Ｄ 

注
射
法 

コ
ン
ド
ー
ム 

女
性
の 

不
妊
手
術 

男
性
の 

不
妊
手
術 

Ｌ
Ａ
Ｍ 

伝
統
的
手
法
計 

カ
レ
ン
ダ
ー
・

リ
ズ
ム 

性
交
中
断 

そ
の
他 

避

妊

な

し

合
計 

全国 47.0 32.3 13.7 3.3 2.5 1.3 10.6 0.2 0.5 14.7 9.5 4.8 0.4 53.0 100.0

リージョンⅢ 54.9 37.2 14.1 0.9 1.9 1.5 18.0 0.3 0.5 17.7 6.4 11.2 0.2 45.1 100.0

出所： 2000 Family Planning Survey（National Statictics Office）。 

注：サンプル調査で、サンプル数は全国の女性 11,031 人、リージョン III の女性 1,105 人。 

 

２－２ 政治・経済・社会的背景 

 

２－２－１ 政治的背景 

 フィリピンにおいて RH 分野の政策をみる上で、決定的な要因として考慮しなければならな

いのが、歴代大統領の人口政策である。以下にマルコス政権以降の歴代大統領の人口政策の変

遷をまとめる。なお、人口・健康に関する世界の動きとフィリピン政府の政策の変遷について

は、章末の表 2-8 も参照されたい。 

（1）マルコス政権 

 フィリピンにおける人口政策は、世界的変化に応じて変遷の道をたどってきている。しかし、

国民の 80％以上がカトリック教徒である同国では、開発の大きな課題である貧困への対応と人

口政策をめぐる宗教的干渉の間でも曲折を重ねてきている。 

 1960 年にスタ－トしたマルコス政権は大統領直轄の人口委員会」を設置し、それを中心に積

極的な人口政策を展開した。アジアにおいては、日本が戦後の復員とベビーブームで膨張した

過剰人口を 1950 年代から 1960 年代のわずか 10 年間で「多産多死」から「少産少死」へと人

口転換をなし遂げ、経済成長への道程を歩んだ経験は、その後、台湾・韓国・シンガポ－ルな

どの「新興工業経済地域（NIES）」に伝搬し、さらに ASEAN 諸国へと波及し、1960 年代の終わ

りから 1970 年代初めにかけてアジア各国の経済的離陸の礎となっている。 

 その中でフィリピンは土地政策の不毛が社会の格差を生み、同時に避妊に不寛容なカトリッ

ク国という宗教的背景が、アジア諸国の中でも人口政策の立ち遅れをもたらし、経済自立への

足取りを重くしたといわれる。それでもマルコス政権下では人口委員会の指導の下で、世代に

応じた人口プログラム－家族計画プログラム、それに関わる人材養成プログラム、広報教育プ

ログラムが推進されてきている。またアメリカの協力の下で、1976 年から 1988 年の長期にわ

たって地域における家族計画サービス推進のために、アウトリーチ・プログラム11を人口委員

会が全国規模で実施し、ピルやコンドームなどの普及活動が展開されている。 

 こうした中で日本も 1970 年代の半ばから家族計画機材の供与活動を実施し、1980 年代初め

からは研修員受入れ・専門家派遣・機材供与からなる「プロ技」が導入されるに至っている。 

                                                        
11 保健ワーカーが地域に出掛けていってサービスを提供するプログラム。 
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（2）アキノ政権 

 1986 年、マルコス長期独裁政権を「ピープルズ・パワー」で倒して登場したアキノ政権は、

カトリック教会との深い連携の下にフィリピンの人口政策を転換させることとなった。アキノ

大統領と女性活動を通じて長い交友関係にあり、プロライフ（生命至上主義）に近いといわれ

たタベラ社会福祉事業大臣は、就任早々「過去 15 年間にわたるフィリピンの人口政策は失敗

であった」と述べ、「教会を巻き込んだ政策でなければ成功しない。」と表明した。 

 1987 年に発効した新憲法（アキノ憲法）は、1973 年憲法の条文にあった「適正規模人口の

維持政策」を削除するとともに、新憲法の前文には非核兵器政策と並んで「受胎時からの胎児

の生命保護」を掲げ、人間の生命は受胎した瞬間から尊重されなければならないとの考えを盛

り込んだ。同年 5月に打ち出された新しい人口政策は、人口増加率の低下を目指した旧来の人

口政策に替え、「公正で人道的な社会における人間生活の質の向上」を謳っている。 

また、マルコス時代に主導権を発揮した人口委員会の権限を縮小して、実施機関から調整機

関に格下げし、家族計画サービスの実施は保健省と民間機関に移す措置をとった。こうしてフ

ィリピンにおける人口政策の主役を務めた人口委員会は長き「冬の時代」を迎える。 

（3）ラモス政権 

 1992 年 7 月にフィリピン初のプロテスタントの大統領であるラモス政権が発足し、アキノ政

権下で停滞した人口・家族計画に再び積極的な行政の光が当てられることになった。特に、治

安の回復や政治的対立を克服し、基礎固めが終わった政権の後半（1996 年）には、大統領をは

じめ関係閣僚の共同署名の形で新人口計画（PPMP: Philippine Population Management 

Programme）が策定され、政府全体として人口問題を重要な開発課題として取り組む姿勢を明

らかにした。 

 1994 年の国際人口開発会議（カイロ会議）の行動計画も踏まえ、新人口計画はすべての結婚

したカップルが家族計画の情報やサービスにアクセスできることを目標に、a）母子保健を重

視した家族の福祉の向上、b）選択の自由、を謳っているが、カトリック教会への配慮も見せ、

c）家族の連帯と親としての責任、も強調したものとなっている。 

 また、地方間の社会・文化的多様性を尊重し、住民の参加と協議に基づくアプローチ、人々

のエンパワーメント、官民の協調などを掲げている。 

（4）エストラーダ政権からアロヨ政権へ 

 ラモス大統領のあとを受け、貧困層の圧倒的支持を得て 1998 年に選出されたエストラーダ

大統領であったが、さまざまな政商がらみの汚職事件と無為無策のもと、マルコス政権と同様、

「ピープルズ・パワーⅡ」によって 2001 年 1 月に失脚し、アロヨ大統領の登場となったのは

まだ記憶に新しい。今、アロヨ大統領がカトリック勢力と人口政策との関係をどう折り合いを

つけるかが内外の注目を集めている。敬虔なカトリック教徒であったアキノ大統領が圧倒的な

教会勢力を背景に、マルコス大統領が進めてきた人口増加抑制政策にブレーキをかけたように、

ラモス・エストラーダ時代に復活した積極的な人口政策を、アロヨ大統領が再びカトリックの
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規律の中に閉じ込めるのではないかとの憶測が関係者のなかに強かった。 

 しかし、アロヨ大統領は就任早々、第 1回アジア・太平洋リプロダクティブ・ヘルス会議（フ

ィリピン人口・健康・福祉に関する NGO 協議会主催）において行った初演説（2000 年 2 月 15

日）は、多くの予想を覆して RH 分野の関係者を感激させるものであった。「私はフィリピン政

府が RH 政策に力を注ぐことを約束します。自然法だけでない避妊法を支援します。」と述べた

時、会場を埋め尽くした多くの女性たちは大きな拍手をもって迎えたと日本からの出席者は報

告している。 

 この大統領演説について、本調査団が面会した人口委員会の Tomas M. Osias 委員長は、ア

ロヨ大統領とのこれまでの親密な協力関係を強調し、人口委員会が演説草稿を作った事実を明

らかにしており、新政権の登場によって人口委員会が再び昔日の影響力を取り戻すことに強い

期待を寄せているようである。 

 しかし、アロヨ大統領の演説を子細に検討すると、同大統領はフィリピンにおける人口関係

者の異なる立場に細心の意を払い、人口政策をめぐる対立が表面化しないための用意周到な配

慮が読み取れる。大統領は「乳幼児死亡率や妊産婦死亡率の低下、サービスを必要とする人に

対する RH サ－ビスの提供、教育、女性のエンパワーメント、そして究極的には人間を開発の

中心に据えることが私の最初の中心的信条であり、新政権が重きを置いている『貧困の削減』

につながる目標である。」と強調した。 

 しかし、同時に、同大統領はこうした目標を達成するには「フィリピンの文化と価値観、男

女の平等を尊敬する人口政策・RH 政策を採らなければならない。」と述べた。「フィリピンの文

化と価値観」という表現がカトリックに基づくものであることは自明である。また同会議に出

席した各国 NGO からの参加者は大統領が「近代的避妊法を採用する」と宣言したことを、従来

「自然法」しか認めてこなかったカトリック教会からの離脱として評価している。しかし、こ

れもその前に「フィリピン独自の社会的文脈に適用しつつ」という前提条件を付しているほか、

「もっと信頼できる自然法の開発」への努力も強調している。 

 このように、アロヨ政権はフィリピンの伝統的なカトリシズムとカイロ会議で打ち出された

RH 間のバランスに配慮し、人口政策をめぐる国内対立の回避に腐心しているようにみえる。新

大統領就任後、保健省新長官の任命に 1か月以上を要した上に、新長官が家族計画に対して保

守的な考えを持つ人物であるという事実は、RH 分野のこれからの運命を暗示するという観測も

出ていた。しかしながら、本調査団が保健省次官と協議を行った 2 月 20 日には新長官の就任

式があり、参列した幹部職員によれば、新長官は既定路線の続行を表明し、特に家族計画に関

して否定的な立場は取らなかったとのことである。アロヨ政権の今後の具体的な政策展開に注

意を払うことが必要である。 

 

２－２－２ 経済的背景 

 1997 年 7 月以降のアジア経済危機はフィリピンにも波及し、その影響はペソの大幅な下落、
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財政収支の悪化、直接投資の伸び悩みなどをもたらしたが、しかし、一方、フィリピンは、タ

イ・インドネシア・マレーシアといった他の ASEAN 諸国と比べると、経済危機の打撃は少なか

った。その理由としては、アジア経済危機発生の引き金となった短期資金の流出については、

他の ASEAN 諸国と比べるとフィリピンの経済開発が遅れていたため、そもそもあまり外資が導

入されていなかったことから流出量が相対的に少なくてすんだだけのことであり、フィリピン

の経済そのものが健全であったわけではない。また、国外での出稼ぎ労働者からの送金が、重

要な外貨獲得源となっている点も指摘されている。 

 フィリピンでは、自然災害などのもたらす経済面での影響も含め、今後の課題は、持続的な

経済成長の確保と、貧困緩和、特に地域格差の是正が重要である。 

 

２－２－３ 社会的･文化的背景 

 フィリピンにおける RH 分野を考える上では、フィリピン国内の社会的･文化的背景を知るこ

とが必要である。 

（1）カトリック教会の影響力 

 フィリピンはカトリック教徒が国民の 8割以上を占め、他に少数のプロテスタント教徒、イ

スラム教徒などがいる。前述したように、カトリック教会が政治に介入する度合いは非常に高

く、特に家族計画に関してはカトリック教会の発言や介入の度合いにより政府の政策や施策が

左右される場合が多い。他方、知識階級・中産階級や都市住民の間においては、カトリック教

会の立場とは無関係に避妊が実行されており、家族計画に関する情報・サ－ビスが特に必要で

あるのは貧困層や社会的に疎外されたグループであるとの指摘もある。 

（2）高い就学率と欧米的風習 

 文化的な背景の一面として、フィリピンにおいては、他の開発途上国に比べて就学率、特に、

女子の就学率が高く（2000 年国勢調査暫定値：初等教育（6 年）就学率 113％、中等教育（4

年）就学率 78％）、それが女性の社会進出を容易にしているという事実がある。多くの分野で

女性の活躍が目立ち、特に社会開発分野は女性に活躍の場を提供しているといっても過言では

ない。さらに、キリスト教や欧米風の考え方の影響を受け、積極的な発言をすることに慣れて

おり、発表や説明をする場合実に堂々としている12。また、ボランティア活動に参加する女性

の割合も高い。しかし、依然として男性優位主義（マッチョ文化）が根強く残っているため、

ジェンダー差別や女性に対する暴力（Domestic Violence）がみられ、RH の観点から解決すべ

き問題は多い。 

（3）活発な NGO 

 カトリックと欧米的な考え方の影響から、フィリピンには多種多様な NGO が活動し、貴重な

社会資源となっている。これらの NGO が大都市部から地域社会まで様々な分野で社会サービス

                                                        
12 ここで留意しなければならないのは発表・説明が上手であることが、直ちに活動の実施能力が高いということに結びつ

かないということである。 
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を提供している。法律的にも、フィリピン憲法第 2 条・第 13 条に NGO の役割を重視すること

が規定されており、さらに地方自治法でも地方政府における NGO の役割や地方政府との関係、

地方レベルでの開発委員会には NGO の構成員としての参加が明記されている。社会開発関係だ

けでも 6千を超える NGO があるといわれている。フィリピンの NGO の多くは、慈善団体という

よりも日本の特定非営利活動法人のイメージに近く、専任のスタッフがおり、自らの活動で収

入を得ているようなところも少なくない。 

 RH 分野においても NGO は多数あり、それぞれが多岐にわたる活動をしている（表 2-7）。し

かしこれらのNGOの多くはマニラ首都圏で活動しており、地方での活動は十分ではない。また、

NGO 間のネットワークも十分に育っておらず、地方の脆弱な団体の自立発展の面での課題は多

い。そのため、最近ドナーの中では、個別の NGO への直接支援ではなく、NGO 連合体への支援

や地方政府と連携している NGO への支援を進める傾向が出てきている。その代表的な連合体が

フィリピン NGO 協議会で、主要な RH 分野の主要な 65 団体を束ねている。 

表 2-7 RH 分野で活躍する NGO の活動内容 

 マニラ首都圏 ルソン ビサヤ ミンダナオ 

計 70 団体 21 団体 22 団体 38 団体 

能力開発・向上 54 13 11 32 

リソース・センター／マ

ネージメント 

12 4 8 14 

出版／IEC 44 12 8 15 

地域組織づくり、住民参

加 

40 9 11 27 

ケア・サポートクリニッ

ク、他のサービス 

25 9 11 12 

収入創出 3 3 4 1 

ネットワーキング・アド

ボカシー 

44 11 13 33 

調査 22 4 5 7 

農村開発 2 ０ 0 1 

資金調達・持続・自立 11 3 2 8 

出所： POPCOM, State of the Philippine Population Report 2000, January 2001 

 

２－２－４ 地方分権化と保健省の弱体化 

 フィリピンにおける RH 分野の活動を評価する上で、背景として考慮しなければならないの

は、アキノ政権下で家族計画プログラムの策定権限が人口委員会から保健省へ委譲（1988 年）

されたことと、新地方自治法（3-1 参照）に基づいて 1990 年代に地方分権化が押し進められた

こと、さらに、エストラーダ政権下で「保健セクター改革」が推進されたことである。 

 マルコス政権下に決定的な影響力を持っていた人口委員会の弱体化と保健省の権限の地方

政府への委譲によって、保健省の業務は現在のところ政策策定・調査・評価などに限定されて

おり、保健行政の実施は地方政府首長の政治的判断と予算の有無等に依存することとなり、不

確定要素の多いものとなった。 

 保健省の人員が地方に分散し、予算も大幅に削減されたことから、保健省職員の地方転勤に
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反対する訴訟も起こされており、保健行政の地方分権化の見直しを唱える声は根強く残ってお

り、現場はなお不安定な状況である。 

 2001 年 5 月 14 日には上院の半数と下院･地方政府首長の総選挙が予定されており、国政･地

方行政の面から RH 分野が促進されるか否かを注目する必要がある。 

フィリピンの政治の特徴のひとつとして、旧宗主国であるスペインとアメリカの影響による

「ボス政治」の風土と猟官制により、特に地方政府レベルでは首長による恣意的な予算執行が

行われることが多く、ドナーとしては、地方政府の統治能力を注視する必要がある。 
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表 2-8 人口・健康に関する世界・フィリピン政府の動向と JICA・他ドナーの協力実績 
受入/派遣実績 年代 世界の動向 政権・人口政策 JICA の協力 年

度 専 協 研 
他ドナーの協力 

1970  1970 第 2 次マルコス

政権 

(第１次 1960-） 

  72 UNFPA「援助プログ

ラム」開始 

      

 1974 世界人口会議開

催（ブカレスト）

 

1976 アウトリーチプ

ロジェクト開始

（-1988） 

1974 家族計画機材供

与開始（-1979） 

1979 家族計画機材供

与（-1981） 

  

76 USAID アウトリー

チプロジェクト援

助開始（-88） 

1980  1981 第 3 次マルコス

政権 

   

   1981 家族計画プロジ

ェクトプロ技へ移

行（-1986） 

  

  1983 ベニグノ・アキ

ノ元上院議員暗殺

を期に反政府運動

が高まる 

   

 1984 国際人口会議開

催（メキシコシテ

ィ） 

  

 

 

  

  1986 アキノ政権発足 1986 家族計画プロジ

ェクトプロ技延長

（-1989） 

 86 CIDA「EPI 支援プ

ロジェクト」（-93）

 1987 国連人口活動信

託基金が国連人口

基金に改称 

1987 新憲法発効 

1987 国軍右派による

クーデター未遂事

件が続発し政局が

不安定化 

   

  

1988 トロントサミッ

ト開催 

1987 新人口政策発効

（5 月） 

   

88 CIDA「EPI 研究所

と大学の連携強

化、コミュニティ

の自立性強化のた

めの援助」（-93）

 1989 ベルリンの壁崩
壊 

   89 GTZ「病院機器保守

管理プロジェク

ト」・「保健医療情

報管理システムプ

ログラム」（共に

98 終了） 

89 イタリア「保健省

の援助」（-93） 

1990 1990 湾岸戦争勃発 90 バギオ地震   90 AusAID「国家医薬

品政策プロジェク

ト」（-97）、「母子

保健サービスプロ

ジェクト」（-95）

  91 ピナツボ火山噴火    

 1992 第四回アジア太

平洋人口会議 

92 新地方自治法施行

（1 月） 

92 ラモス政権発足（6

月） 

1992 プロ技「家族計

画・母子保健プロジ

ェクト（Ⅰ）」開始

（-1997） 

 92 WHO「エイズ予防と

対策のプログラ

ム・マネジメン

ト」・「CBR の開発」

（-93） 

92 イタリア「グラナ

ダ財団の援助」

（-94） 

 1993 日米コモンアジ

ェンダ（7 月） 

   93 AusAID「都市部保

健・栄養プロジェ

クト」（-98） 

 

1990 1994「人口・エイズに  1994 現地国内  94 UNFPA「RH 及び FP
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受入/派遣実績 年代 世界の動向 政権・人口政策 JICA の協力 年

度 専 協 研 
他ドナーの協力 

関する地球規模の

問題イニシアティ

ブ(GII)」

（1994.2-2001.3）

1994 国際人口開発会

議（ICPD）開催（カ

イロ）（9月） 

研修「家庭福祉にか

かる開発と女性」開

始（-1998） 

1994 青年海外協力隊

「家族計画・母子保

健フロントライン

計画」開始（-1997）

サービス拡大活

動、人口政策の策

定等」（-98） 

94 UNICEF「子供のた

めの協力プログラ

ム」 

94 USAID「保健医療プ

ログラム（RH のア

クセス向上、EPI、

HIV/AIDSプログラ

ム等)」（-2000） 

    95 2   

  1996 新人口計画策定

（2 月） 

 

1996 単独機材

供与「人口家族特別

機材供与」開始

（UNFPA マルチ・バ

イ）（-1999） 

96 4   

 1997 アジア経済危機 1997 ペソ相場が急落

 （7 月） 

1997 プロ技「家族計

画・母子保健プロジ

ェクト（Ⅱ）」開始

（-2002） 

97 3   

  1998 エストラーダ政

権発足（6 月） 

 

1998 青年海外協力隊

「家族計画・母子保

健フロントライン

計画 F-Ⅱ」開始

（-2002） 

98 2  98 UNDPと日本政府間

でマルチバイ枠組

み合意 

 1999 人口と開発に関

する国連特別総会

開催 

 

1999 経済協力総合調

査団（3月） 

1999 中期国家開発計

画（1999-2004）

1999 無償資金協力「地

域保健施設改善、機

材整備計画」

（-2001） 

1999 開発福祉支援「包

括的リプロダクテ

ィブ・ヘルス促進支

援事業（フィリピン

人口・保健・福祉

NGO 協議会）」

（1998-1999 年

度）、「地域保健強化

事業（フィリピン小

児病院）」・「地域保

健強化事業（Regina 

Carmeli 大学）」（共

に 1998-2001 年度）

99 2   

2000 

 

   00 5   

  2001 アロヨ政権発足

(1 月)  

   

注： 「受入/派遣実績」欄は、研：研修員、協：協力隊・シニアボランティア、専：長期専門家をそれぞれ示している。

数字は年度と年度ごとの受入/派遣人数である。 



 

 

 

 

 

    第３章 フィリピンの人口・ 

        健康セクターへの支援状況 
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第３章 フィリピンの人口・健康セクターへの支援状況 

 

３－１ 保健医療サービス 

 フィリピンの保健医療サービスは、保健省（DOH: Department of Health）が管轄している。

公的医療機関及び保健医療サービスはこれまですべて保健省の中央集権体制下にあったが、新

地方自治法（Local Government Code of 1991、1991 年 10 月 10 日制定、1992 年 1 月 1日施行）

施行後、地方政府への権限の委譲が断行され、保健省の管轄はリージョン保健局（Center for 

Health and Development、旧 Regional Health Office）までとなり、州（Province）／市（City）

／町（Municipality）／バランガイ（Barangay）における保健サービスは各レベルの地方政府

が独自に実施することとなった。 

表 3-1 地方分権以後の各政府レベルの機能 

機能 保健省 州 市 町 

基礎的保健、プライマ

リーヘルスケア、EPI、

母子保健、歯科、栄養、

家族計画、感染症対策 

①外国ドナー支援によ

るプログラム 

②国家予算によるパイ

ロットまたは試験的プ

ログラム 

③国際協定による保健

サービス、疾病予防プ

ログラム 

  ①RHU 

②BHS 

③子供文化センター 

④町妊産婦クリニック

⑤医療資材の調達 

病院 メディカルセンター 

地域病院 

特別医療施設 

医療資材の調達 

州立病院 

地区病院 

医療資材の調達 

市立病院 

医療資材の調達 

町病院 

医療資材の調達 

運営・管理サービス リージョン保健局 州保健局 

地区保健事務所 

市保健局 町保健所 

政策、計画、基準作り 規制・許認可機能、国

家的保健計画策定 

州保健計画策定 市保健計画策定 町保健計画策定 

 

 新地方自治法の施行にともない、責務・職員・施設・機材などが保健省から各地方政府へ委

譲された。職員は 1990 年時点の保健省本庁職員約 68,000 人のうち、約 45,000 人が地方政府

へ移管され、さらに 2000 年にも大幅な移管が実施され、現在本省職員は約 1,700 人にまで縮

小している。この本省の縮小により、保健省本省の責務は、技術的支援が主要業務となり、さ

らにアドボカシー13、政策に関連する調査・評価・指導（標準・ガイドラインの設定等）のみ

に限定され、権限は大幅に縮小した。また実際のサービス提供は地方政府の役割となり、保健

省は保健サービスを提供する現場とのつながりを失った。 

 地方保健医療行政組織と、各地方政府（州／市／町）レベルの保健医療行政に関する役割は

表 10 に示すとおりである。実際の保健サービスの提供者は、市・町保健所（RHU: Rural Health 

Unit）と、さらにその下のバランガイ保健所（BHS: Barangay Health Station)である。RHU

には医師・看護婦・水質管理者が常駐し、その他、RHU によっては歯科医やカウンセラーなど

がいる。またそれぞれの RHU の管轄下に BHS があり、各 BHS に助産婦が配属されている。BHS 

                                                        
13 鍵となる有権者の支持を得て、政策や予算に影響を与え、社会を変えていくこと。日本語の定訳はない。 
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の助産婦は RHU に対して週に 1回の業務報告を行うと同時に指導を受けるなど、密接な関係が

ある。また、各助産婦の下にはバランガイ保健ワーカー（BHW: Barangay Health Worker)と呼

ばれるボランティア14が任命されており、多くが週 1回程度活動している。 

 さらに 2000 年 9 月に保健省の機構改革があり、現在、保健省の組織は図 3-1 のようになっ

ている。各リージョン保健局は、国内運営支援群（Sector Management Support Cluster）の

下に位置付けられている。 

                                                        
14 プロ技専門家の調査によると、約 3 分の 1が無給、約 3 分の 2が月 200-300 ペソの報償費を得ている。 

図 3-1 保健省組織図 
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３－２ 保健セクター改革 

（1）フィリピン新中期開発計画 

 フィリピン政府は、国造りの指針となる「新中期開発計画（Medium-Term Philippine 

Development Plan(1999-2004)）」を 1999 年 5 月に策定した。同計画においては、「社会的公平

性をともなった持続可能な発展及び成長」を目標としている。市場経済の活用、自由化等の路

線を継承しつつも、貧困（特に地方部）の削減と収入の分配の改善により、目標達成を図ると

している。また、そのための手段として、以下の 6点を中心的課題として取り上げている。 

 1）地方開発の促進（農業近代化等を中心とする地方開発の加速化） 

 2）基礎的社会開発サービスの提供（教育、保健、福祉、住宅供給等） 

 3）持続的インフラ開発 

 4）競争力の強化（国際協力強化） 

 5）マクロ経済の安定確保 

 6）統治（ガバナンス）の改革 

 この他、貧困対策等の公平性の確保、環境的及び生態学的な持続可能性、開発におけるエン

パワーメント及びジェンダーの公平性、政府の責任と透明性の向上についても重要な指針とし

ている。15 

（2）RH に関する政策 

 1994 年の国際人口開発会議を受けて、保健省は 1998 年 1 月にリプロダクティブ・ヘルス・

プログラム（Philippine Reproductive Health Program）を策定し、それまでの家族計画政策

から包括的な RH 政策へと大きく転換した。RH プログラムは表 3-2 の 10 項目からなる。 

表 3-2 リプロダクティブ・ヘルス・プログラムの 10 項目 

①家族計画 ②母子保健及び栄養 

③中絶にともなう合併症の予防と処置 ④生殖器官系感染症（STD, HIV/AIDS 含む）の予防と治療

⑤性と性に関する健康についての教育と相談 ⑥乳がんと生殖器官のがん、その他の婦人科疾患 

⑦男性の RH ⑧思春期の RH 

⑨女性への暴力 ⑩不妊と性的障害の予防と治療 

 この 10 項目についてはそれぞれ施策の策定が進んでいるが、⑤性と性に関する健康につい

ての教育と相談、⑦男性の RH、⑩不妊と性的障害の予防と治療、の３項目についてはまだ具体

的な施策が打ち出されていない。 

（3）保健セクター改革アジェンダ（HSRA: Health Sector Reform Agenda Philippines 

1999-2004） 

 フィリピンは、保健指標の改善が伸び悩んでいる現状を打開するために、保健セクター改革

を実施することとし、保健セクター改革アジェンダ（HSRA: Health Sector Reform Agenda 

Philippines 1999-2004）を 1999 年に発表し、2000 年から実施している。 

                                                        
15 日本政府とフィリピン政府との政策対話(1999 年 3 月経済協力総合調査)により、対フィリピン援助の中期的な重点援助分

野・課題が以下のとおり合意された。1）持続的成長のための経済体質の強化及び成長制約要因の克服、2）格差の是正（基

礎的生活条件の改善を含む）、3）環境保全、4）人材育成・制度作り（行政能力の向上と制度作りを含む）＜下線部分は本

分野と関連のあるもの＞ 
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 同アジェンダでは、保健セクターの達成すべき目標（保健財政・地方保健制度・公衆衛生プ

ログラム・病院制度・監理システムの向上と効率化）のための政策・方策が示されている。ま

た同アジェンダでは、特に貧困層への保健サービスのアクセスの向上と各世帯の経済的負担の

軽減に留意している。 

 同アジェンダの 5つの主な改革分野は、以下のとおりである。 

①国立病院の財政的自立 

②優先順位の高い公的保健プログラムのための予算の確保 

③地方保健制度の確立と効果的な実施 

④保健サ−ビス実施機関の能力向上 

⑤国家健康保険プログラム（NHIP: National Health Insurance Program）の普及と国民

皆保険の達成 

 また、同アジェンダでは、表 3-3 に示したように、2004 年までの具体的な数値目標を設定

している。 

表 3-3 保健セクター改革アジェンダにおける 2004 年までの目標 

 1998 年現在 2004 年までの目標  

合計特殊出生率 3.7 2.1 

避妊実行率（%） 47.0 70.0 

乳幼児死亡率（出生千対） 35 30 

妊産婦死亡率（出生 10 万対） 172 86 

人口増加率（%） 2.3 1.8 

（4）Sentrong Sigla 運動 

保健省は 1998 年に、地方政府とのパートナーシップによる保健サービスの向上を図る、向

こう 15 年間にわたる「質の保証プログラム（QAP: Quality Assurance Program）」を打ち出し

た。さらにこの枠組みをもとに、2000 年に第２次中期計画『戦略—枠組みと計画 2000-2004 年』

を発表した。同計画書によると、「質の保証プログラム」を拡大し、Sentrong Sigla（タガロ

グ語で持続力の源の意）運動として発展させ、国民にとってもっとも身近な地域保健の拠点で

ある BHS、RHU、母子保健センター（MCHC: Maternal and Child Health Center）のみならず、

病院のサービスの底上げに力を注ぐこととしている。保健省は、Sentrong Sigla 運動の促進の

ために、各施設の基準作り、機材の査定・運営マニュアル、情報ツール等を整備し、各施設へ

の徹底を図っている。Sentrong Sigla 運動の最も中心的戦略は、「認証／表彰プログラム」で

ある。これは各施設を評価 8項目（①インフラ、②サービス、③サービス提供者の態度、④保

健分野の人的リソース、⑤機材、⑥医薬品等の供給、⑦保健に関する情報提供、⑧地域への関

与）によって査定し、基準に達した施設を Sentrong Sigla 施設として認証し、現金または資

材による報償金16を与えるというもので、これが各施設の職員の意欲を引き出しサービスを向

上させる牽引力となっている。 

 

                                                        
16 2000 年-2004 年の報償金予算額は、157,220,000 ペソとなっている。 
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（5）保健関連の国家予算 

 保健関連の国家予算17における支出額は 1997 年 186 億ペソであり、1991 年の支出額 87 億ペ

ソと比較すると 52.5％の伸びとなっており、1990 年代はほぼ増加傾向にある（表 3-4）。財源

別にみると、外国からの援助（借款と贈与）の割合が減少している。この傾向を、保健省はフ

ィリピン政府の財政的自立が高まっていると評価する一方で、公正でより優先順位の高い公的

保健サービスの縮小や実施機関の能力向上のための投入が減少すると分析している。 

 一方、保健省本省の支出内訳は、「一般行政費」が 1993 年の 59％から 1997 年の 72％へと大

幅に増加する一方で、「実施／政策研究」が 39％から 19％へと大幅に減少しており、保健省の

役割がサービス実施から監督機能だけに縮減したことを予算においても裏付けている。 

 地方政府（LGU: Local Government Unit）の保健分野の予算額をみると、1995 年以降大幅に

増加していることがわかる（表 3-5）。これは権限移管にともなう財源の移管によるものであ

る。 

表 3-4 保健関連の財源別国家予算（1991-1997） 

 支出額（億ペソ） 割合（％） 

 保健省 
他の国家

機関 
借款 贈与 合計 保健省

他の国家

機関 
借款 贈与 合計 

1991 年 87 15 8 12 122 71.2 12.3 6.9 9.6 100.0

1992 年 94 18 6 7 125 75.2 14.7 4.6 5.4 100.0

1993 年 63 22 6 9 101 62.8 22.2 5.8 9.3 100.0

1994 年 66 22 5 10 104 63.9 21.5 4.7 9.9 100.0

1995 年 76 30 3 9 118 64.6 25.1 2.6 7.6 100.0

1996 年 98 35 8 11 153 64.3 22.9 5.4 7.4 100.0

1997 年 132 37 4 14 186 70.8 19.6 2.1 7.5 100.0

出所： DOH, Health Sector Reform Agenda Philippines 1999-2004 

 

表 3-5 地方政府の保健関連予算(1991-1997) 

 支出額（億ペソ） 割合（％） 

 
個人保健・医

療費 
公衆衛生費 その他 合計 

個人保健・医

療費 
公衆衛生費 その他 合計 

1991 年 3 7 4 14 20.0 52.7 27.4 100.0

1992 年 3 9 5 17 19.2 50.6 30.2 100.0

1993 年 17 29 14 59 27.9 48.1 23.9 100.0

1994 年 23 44 21 87 26.0 50.1 23.9 100.0

1995 年 28 52 24 104 26.9 50 23.1 100.0

1996 年 34 61 30 125 27.4 48.9 23.7 100.0

1997 年 39 79 37 155 25.3 50.9 23.8 100.0

出所： DOH, Health Sector Reform Agenda Philippines 1999-2004 

 

３－３ 米国国際開発庁（USAID）の協力実績 

 1999 年のフィリピンにおける各ドナーの協力実績18をみると、日本が全体の 73％を占め第 1

位、次いで世界銀行（11%)、アジア開発銀行（5％）、USAID（2％）の順となっている。アメリ

                                                        
17 フィリピンの予算年度は暦年である。 
18 NEDA Public Inestment Staff, April 2000. USAID の数値は US 農業省の食糧援助も含んでいる。 
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カは 1990 年度 3 億 3 千万 US ドルを拠出していたが 1992 年度19以降激減し、2000 年度は 3 千

500 万 US ドルと、この 10 年間でほぼ 10 分の１の規模に縮小している。しかし、保健セクター

に限ってみると、NEDA の保健分野の ODA リスト（添付資料 5）によれば、「統合家族計画/母子

保健プログラム」は累計 43.6 億 US ドルで、単独では最も大きな事業となっている。 

 USAID は 1994 年度から成果重視の枠組み（Result Framework）という新システムを導入し、

USAID としての援助重点分野を設定し、それとリンクさせる形で国別重点分野を設定し、さら

にその達成度を高めるために、重点分野ごとにプログラムを設定している。同システムの枠組

みは、国別・セクター別の戦略目的（SO: Strategic Objectives）の下に、SO に寄与する中間

目標（IR: Intermediate Results)、さら各 IR の下に活動を設定するという形になっている。

現在、USAID の対フィリピン援助の枠組みは図 3-2 のようになっている。

                                                        
19 アメリカの予算年度は、7 月 1日から翌年 6 月 30 日まで。 
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（1）戦略目標 

 USAID はフィリピンにおいて、「持続可能な成長を促進するために、経済を活性化し、ガバナ

ンスを変革する。」という目標の下に、6 つの SO を設定している（図 3-2 参照）。人口・健康

セクターに該当するものは、SO3「出生率の低下と母子保健の向上」と、第 1特別目標（SpO１: 

Special Objectives）「HIV/AIDS 及び特定の感染症の脅威を減少させる。」である。また SO3

の下に、IR1「公的セクターによる持続可能な FP/MCH サービスの拡充」と、IR2「民間セクタ

ーによる避妊具と FP/MCH サービスの拡充」が設定されている。 

（2）SO3 の活動 

 SO3 においては、FP/MCH サービスを提供する公的セクター及び民間セクターの強化が主なね

らいである。 

1）公共セクターへの支援 

① LPP と MGP への支援 

 公的セクターの支援として最も力を入れてきたのが、地方政府への支援プログラム LPP（LGU 

Performance Program）である。 

 1992 年の地方自治法施行により、保健サービスの直接の提供・実施者が地方政府へ移管され

る中で、保健省は、地方政府の保健サービスの実施能力の向上が必須であるとし、これに対し

て、USAID は、地方政府を資金と技術面で支援する LPP を 1995 年から開始した。LPP の主な目

的は、FP・MCH・栄養改善によって母子の健康を向上させるというもので、主な戦略は地方政

府のマネージメント能力の向上である。 

 また、USAID は、LPP の一環として、1999 年から MGP（Matching Grants Program）を開始し

た。MGP は、アメリカの NGO である MSH（Management Sciences for Health）が USAID から委

託を受けて実施している。MGP は、地方政府の RH 分野のサービス提供能力を強化することを目

標として、具体的には子供の予防接種、ビタミン A補給、女性の破傷風毒素予防接種、FP に関

するプログラムを実施している。 

 MGP は、地方政府の自主性・責任能力・持続性を高めるために、助成額の最低 25％相当額を

地方政府が供出するマッチング・グラント（協調贈与）方式をとり、さらに地方政府自身が設

定した年間達成目標（Annual Performance Goal または Benchmarks と呼ばれる）を達成しな

ければ、翌年の助成は得られないという厳しいシステムになっている。MGP に関心のある地方

政府が応募し、いくつかの条件が満たされると20、助成金（12,000-15,000US ドル）が支給さ

れる仕組みとなっている。 

 MGP がとっている特徴的な戦略は、①地方保健行政官は保健省・NGO・民間セクターの保健サ

                                                        
20 加入が可能な地方政府は、当初は人口 8 万人以上の市･町のみであったが、最近ではそれ以下でも州政府が小さな町を包

括的にまとめた場合は認められるようになった。PHIC に加入するための財源を確保するか、または、少なくとも１か所の保

健センターの整備を行い保健省の基準を満たさなければならない。 
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ービス提供者と協調する、②ドキュメンテーション21を実行し、成功事例については相互の技

術交換を推奨する、③人口委員会により、効果と実施過程のドキュメンテーションが実施され

る、④サービス効果をより大きくする手法である CBMIS (Community-Based Monitoring and 

Information System)を活用する、である。CBMIS は地方政府自身によりプログラムの効果測

定を行い、財源の有効活用のための施策の決定を行うというもので、このシステムによって地

方政府のオーナーシップが高まることが期待されている。さらに CBMIS によって統計データに

基づく施策決定の手法が理解できるとされている。 

 2001 年 2 月 20 日現在で、14 リージョンの 52 の地方政府が MGP に参加しており、2001 年に

は 80の地方政府が追加される見込みであり、プログラムは2002年まで継続される予定である。 

② 避妊具相互依存計画への支援 

 従来から実施していた保健省による「避妊具相互依存計画（Contraceptive Interdependence 

Initiative）」への継続した支援を実施している。これはフィリピン全土に避妊具（ピル・コ

ンドーム・IUD 等）を配布するというもので、2000 年度までは必要な避妊具のすべてが USAID

によって提供されてきた。しかし、2001 年度からフィリピン政府の自立発展を促すために、必

要額の一部である 180 万 US ドルのみを支援することとした。2001-2002 年度は必要額が 500

万 US ドルであるの対して、USAID は 300 万 US ドルのみを提供することとなった。 

2）民間セクターによる FP 及び保健サービスの提供 

① Friendly Care Foundation Inc.（FCFI）への支援 

 USAID は、フィリピン側の自立発展性を高めるために、民間セクターへの支援に力を入れて

いる。その柱が Friendly Care Foundation Inc.（FCFI）への支援で、その最大の特徴は、市

場原理とフランチャイズ方式の導入である。FCFI は、USAID の財政的・技術的支援の下、1999

年 4 月に設立された NGO である。発起人にはフィリピンの政財界の有力者が連なっており、民

間セクターでありながら国家的プロジェクトの色彩が強い。FCFI の大きな目的は、フィリピン

国民の約 7 割を占める中所得層から低所得層22に対して、質の高い保健医療サービスを、適正

な利用者負担を求めながら、民間セクターが提供するというものである。フランチャイズ方式

で参入希望者を募り、クリニック開設・運営の指導及び開業資金を支援していくという形態を

とり、徹底した市場原理に基づいたサービス及び価格の設定が特徴である。サービス内容は外

来のみで、診療科目は、①家族計画、②RH、③母子保健、④家族の保健、⑤産婦人科、となっ

ている。現在 7 つのクリニック（マニラ首都圏 5、ダバオ 1、セブ 1）が開設し、3 年以内に、

フィリピン全土の都市部を中心に 24 のクリニックを開所させる予定である。 

 

                                                        
21 文献だけでなく、記録物・視聴覚資料などを収集・管理・活用する技術全体を指す。 
22 USAID の説明によると、現在、フィリピンの経済的階層は、１）5％アッパーミドルクラス、2）60％ミドルクラス（公務

員、雇用者等）、3）35%貧困クラス、に分類される。一方、公的医療サービスは 3）と 2）の下層部をあわせた 70％に対して

無料で提供されている。しかし公的サービスは非常に限られており、利用したいと思わせるものにはなっていない。FCFI は、

全国民の 70％に対して、より良質の、利用したいと思わせるような医療を、適正な価格で提供することを目指す。 
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② 助産婦クリニックの開業支援 

 USAID は、民間の助産婦クリニック（Well-Family Midwife Clinics、日本でいう開業助産婦）

の開業・運営支援を行っている。アメリカの NGO である John Snow Inc.（JSI）/Research and 

Training Institute（RTI)に委託し、さらに JSI/RTI が多くのフィリピンの NGO と提携して実

施している。JSI/RTI とフィリピンの NGO は共同で、助産婦クリニック運営基準を作成し、一

定基準を満たした助産婦23を発掘し、助産婦クリニックの開業を支援している。クリニックの

設置条件は、既存の FP/MCH 提供機関から最低 3km 以上離れており、公的交通機関あるいは徒

歩により利用者が利用でき、経済的に低中層の者が多く居住する地区で、基本的に清潔で安全

な所となっている。スタートして 4年半目を迎えた現在、すでに 230 の助産婦クリニックが開

業している。また、これらの助産婦クリニックのネットワーク化も支援している。 

（3）SpO1 への支援24 

 SpO1（HIV/AIDS 及び特定の感染症の減少）に対する支援は、1810 万 US ドルが援助されてお

り、実施期間は 1992 年 9 月から 2002 年 9 月までの予定である。 

 SpO1 の下に、達成されるべき成果として２つの IR が設定されている。IR1 は「HIV/AIDS の

予防を強化する。」で、リスクの高い性産業従事者の教育を通じて予防の実行率を高めるプロ

グラムを実施している。また、IR2 は「主要な感染症の認知力を高め、不安を軽減する。」で、

サーベイランスを実施し、結核・デング熱・マラリアなどの感染症に対する予防のための情報

を提供し、予防を実行するよう指導している。 

 USAID は今後、人口・健康セクターのより一層の効率的・効果的な展開を図るために、SO3

と SpO を統合する予定で、そのための「AIDS サーベイランス・教育プロジェクト評価」を、2001

年 4 月下旬に実施する予定である。 

 

３－４ その他のドナーによる協力実績 

 現在実施されている保健省関連の主な援助案件は表 3-6 のとおりである（全リストは添付資

料 5参照のこと）。 

                                                        
23 年齢は 25-40 歳、助産婦としての登録と実務経験があり、月に 3-5 の出産介助をしており、起業家であり、十分なコミュ

ニケーション能力があり、クリニックでの仕事を楽しめる者。助産婦側からは応募はできず、あくまで NGO が発掘するもの

である。 
24 同分野については、本特定テーマ評価の Part 2 の対象分野であるため、本稿では概略に留める。 
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表 3-6 保健省関連の主な援助案件 

案件名 援助機関 期間 
援助額 

(100 万ペソ） 

割合（％）

*1 

借款案件        

都市の健康と栄養プロジェクト WB 1994-2001 1982.0 12.4

女性の健康と母性保護プロジェクト WB 1995-2001 557.3 4.1

女性の健康と母性保護プロジェクト ADB/AusAID 1995-2001 1528.9 11.3

統合地域保健サービスプロジェクト ADB/AusAID 1997-2002 933.7 5.5

贈与案件        

女性の健康と母性の安全プロジェクトパートナーシ

ップコンポーネンンツ 

EU 1997-2004 850.0 5.6

AIDS サーベイランス教育プロジェクト USAID 1998-2002 731.5 4.3

統合 FP/MCH プログラム USAID 1994-2002 3150.0 25.7

ベンゲット州の保健システム向上プロジェクト（実

施主体は州政府） 

JICA 1998-2000 643.0 3.8

女性の健康と母性保護プロジェクト KfW 1995--2001 568.0 3.7
出所： NEDA, 9th ODA Portfolio Review, Profile of DOH projects。2000 年 12 月現在の実績。 

＊1：フィリピン政府の拠出金も含めた援助プロジェクト総額に占める割合。 

 

（1）世界銀行（WB） 

 世界銀行を中心とする協調融資による「女性の健康と母性保護プロジェクト」が、1995 年か

ら 2001 年まで、全国 41 州を対象に実施されている。アジア開発銀行（ADB）・オーストラリア

国際開発庁（AusAID）・ヨーロッパ連合（EU）・ドイツ復興金融公社（KfW）が参加している。

このプロジェクトは女性、特に再生産年齢（15〜49 歳）の女性への保健サービスと母性保護サ

ービスの拡充を通して女性の健康状態を向上させるというもので、地方政府への運営指導など

ソフト面の支援に加えて、ハード面の支援として全国 40 の州病院、54 の地域病院、160 の RHU、

280 の BHS の医療機関の改修・改善、10 の新規クリニックの建設、15 の母親ホームの建設及び

677 の医療機関への産婦人科用の資機材の供与を行っている。 

 また、「都市の健康と栄養プロジェクト」は 1994 年から 2001 年まで、急速な都市化が進む

マニラ首都圏をはじめ全国 21 地域において、貧困層の子供と女性の健康と栄養状態の改善を

目的として実施されている。 

（2）アジア開発銀行（ADB） 

 アジア開発銀行（ADB）が本分野において協調融資している主なプロジェクトは、「女性の健

康と母性保護プロジェクト」と「統合地域保健サービスプロジェクト」である。どちらも AusAID

との協調融資である。 

 参考までに ADB の案件形成・評価の手順25を記す。 

通常、「国別開発戦略（Country Development Strategy）」を策定し、3 年に一度国別プログ

ラム調査団を派遣し、向こう 3-5 年間に形成されるプロジェクトの優先順位について被援助国

側の政府高官と協議し、国別プログラムを作成する。フィリピンの場合、国別プログラム調査

団は、ADB 本部のプログラム局、フィリピン担当室、NEDA 及び大蔵省（DOF）と合意形成を行

                                                        
25 ADB の Dr. Jacques Jeugmans（教育、健康、人口部の社会セクター専門家）による。 
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っている。国別プログラムが作成されると、ADB はコンサルタント会社と契約し「プロジェク

ト準備技術支援（PPTA: Project Preparatory Technical Assistance）」チームを結成し、PPTA

がプロジェクト案を作成する。この案を ADB と NEDA の投資調整委員会（ICC: Investment 

Coordinating Committee）がそれぞれ検討し、修正等が加えられたのち、ADB の評価調査団

（Appraisal Mission）によって評価され、さらにフィリピン政府との協議結果を踏まえ、最

終的なプロジェクト案ができる。さらに ADB 財務関連部署とフィリピン政府の拠出額の合意が

形成されると、初めてADBとフィリピン政府とのプロジェクトの協定文書の調印が交わされる。

すべての ADB 援助案件では、実施機関はプロジェクト終了後 6か月以内に「プロジェクト終了

報告」を作成しなければならない。また、2001 年から ADB のプロジェクト評価室によって「プ

ロジェクトパフォーマンス審査」を段階的に実施することとなっている。これは、ADB が成果

主義による優先順位付けへ転換したことを示し、成果をあげられる国ほど多くの援助を受けら

れることとなる。この目的を徹底するために、ADB は今後定期的に国別ポートフォリオ・レビ

ュー調査団を派遣し、各プロジェクトの達成状況を把握することとなっている。 

 JICA は ADB と継続的に連携協議を行っている。1998 年 6 月の第 4回 JICA-ADB 連携協議にお

いて、フィリピンは JICA-ADB 連携のモデル重点 3 か国の一つに指定された（他はラオスとバ

ングラデシュ）。また、1999 年度の第 5 回連携協議はマニラの ADB 本部で 6 月に行われ、フィ

リピンをモデル国と位置づけ、ADB 側と今後の事業実施計画に係る情報交換を行ったほか、プ

ロ技「セブ州地方活性化プロジェクト」と ADB のマイクロ・クレジットとの連携や、国家灌漑

庁に対する支援策等について協議がなされた26。 

（3）国連人口基金（UNFPA） 

 UNFPA は 1969 年からフィリピンにおいて援助プログラムを実施している。1995 年から 1999

年までは第 4次カントリープログラムを実施し、全国 21 州と 3都市において RH 分野への総合

的支援を展開している。2000 年から第 5次カントリープログラムが始まり、対象を 9州27に絞

り、きめの細かい集中的な支援を行い、より大きな成果をあげることを目指している。対象を

9 州に限定したのは、他ドナーとの重複を避け、限られた援助機関全体の財源を効率よく分配

するというねらいもあった。主な支援内容は、機材・施設の供与、研修・IEC・研究活動の実

施等である。JICA の「マルチバイ協力」は、このカントリープログラムを補完するサブ・コン

ポーネントである。第 4次カントリープログラムにおいて、日本以外に UNFPA とマルチバイで

協力している国としては、オランダ（研修）・スペイン（IEC）がある。 

 この他、UNFPA の「女性に焦点をあてた地域における母子保健・家族計画プロジェクト」

（1993-1995 年実施）においては、日本の NGO である（財）家族計画国際協力財団（JOICEFP）

が実施機関として協力している。 

（4）国連児童基金（UNICEF） 

                                                        
26 「フィリピンにおける JICA 事業の概要」JICA 資料。 
27 ９州は、Cagayan, Nueva Vizcaya, Quirino（以上、リージョンⅡ）、Aklan, Antique, Capiz （以上、リージョンⅤ）、

Sultan Kudarat, North Cotabato, Maquindanao（以上ミンダナオ）。 
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 UNICEF により「第 4 次子供の健康プログラム（The 4th Country Program for Children: 

1994-1998）」が実施されてきた。この計画は一般基金（General Fund）と特別基金（Special Fund）

で構成されている。前者では、保健省レベルで家族計画・母子保健（FP/MCH）、栄養、IEC など

の協力を全国展開している。後者では、AusAID の拠出金により、ミンダナオを中心とする 15

州を対象に「母子保健強化プログラム（Strengthening of Maternal and Child Health）」を

実施している。同計画により、助産婦キット等の機材供与が行われ、研修については、保健省

からリージョン保健局レベルまでスタッフへの指導者研修（TOT: Training of Trainer）が実

施されている。また、多くの研修用マニュアルが、WHO モジュールをもとに作成されている28。 

 また、現在、第 5 次プログラム（1999-2003 年）が実施されており、保健分野における目標

としては、①子供の権利の一般社会における認識と理解の増進、②母子の死亡率の減少、③母

子の栄養失調の解消と小児麻痺と麻疹の撲滅、④子供のニーズに対応できるモデルとシステム

の開発と実践、⑤調整・モニタリング・分析のためのシステム開発、⑥計画評価・計画達成の

ためのモニタリングに係るデータベースの開発が挙げられており、20 州と 5都市が計画対象と

なっている。 

（5）オーストラリア国際開発庁（AusAID） 

 AusAID のフィリピンにおける保健分野の援助の焦点は、南部フィリピンにおける貧困層の健

康状況の改善にあり、主な達成目標としては、①効率的なパートナーシップの確立、②効率的

な行政制度の確立、③健康状態の改善、④性差の解消促進が挙げられ、計画が円滑に実施され

るために地方のすべての保健実施機関を対象に地方のニーズに合った援助を実施する方針で

ある。この目標を達成するために、保健サービスのための組織と運営能力の開発、関連機関の

効率的な健康促進計画の技術的実施能力の向上、女性の健康の向上における均衡のとれた改善

が図られている。 

 AusAID が現在実施している主なプロジェクトは、「女性の健康と母性保護プロジェクト（41

州）」と「統合地域保健サービスプロジェクト（6 州）」であり、どちらも ADB との協調融資で

ある。 

 今後の計画としては、地方政府と他の保健関連機関を対象とした地域保健制度の開発・健康

促進のための「横断的戦略的健康プログラム（Cross-cutting strategic health program）」・

「女性の健康とマラリアのための技術的支援プログラム（Technical program focus on 

women’s health and vector borne disease）」を中心とした援助が実施される予定である。 

（6）ドイツ技術協力公社（GTZ） 

 GTZ は健康・家族計画分野においては、中央と地方の両レベルにおける組織・制度・人材の

開発における支援を行い、様々な地方政府と保健省における政策決定者へのフィリピン健康保

険組合（PHIC）に関する助言を与えるための長期・短期の技術協力を提供している。GTZ は特

に、貧困問題と機会均等に配慮しており、富裕層と貧困層、都市と地方の住民、若者と高齢者

                                                        
28 『フィリピン共和国地域保健所改修・機材整備計画基本設計調査報告書』による。 
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の協働を強化することが目標である。主要な援助分野は、以下のとおりである。 

①急激な人口増加に対する方策としての家族計画と保健、 

②すべての国民を対象としたより広範なヘルスケアのための社会保険制度の拡充、 

③地方保健制度の強化による地方部におけるヘルスケアのアクセスの向上とその質の向上、 

④高度治療のために不可欠な高額な薬剤の入手可能な体制の確立、 

⑤病院における治療の質の改善のための、医療機材の維持管理 

 GTZ による保健分野での援助プロジェクトは、「国家健康保険プログラム（NHIP）」と「地方

健康保険プログラム計画」である。また、健康保険の普及とその持続的運営のための IEC 手法

を開発している。 

（7）カナダ国際開発庁（CIDA） 

 CIDA による援助は、良い統治（Good Governance）と民間セクターの開発を中心として、基

本的人権・WID（Women in Development: 開発と女性）・環境問題・社会基盤の整備のための援

助プロジェクト及び計画を、最も貧しい地域である西部 Visaya・Mindanao 両地方を中心に実

施する予定である。 

 CIDA は UNICEF の母子と 5歳未満児死亡率の減少、万人のための基礎教育、栄養失調の減少、

水と公衆衛生の改善及び特に困難な状況にある子供達の保護を中心とした活動にも資金援助

を行っている。 

 また、カナダ赤十字も保健分野への援助を実施しており、1997-2001 年の 4 年間において、

最も貧しい地域の一つであるムスリム・ミンダナオ自治区 ARMM を対象に、320 万カナダドルの

予算で「母子のための保健状況の改善と死亡率・疾病率の低下のための活動」を実施している。 

 



 

 

 

 

 

 

第４章 日本の形態別協力実績と評価 
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第 4 章 日本の形態別協力実績と評価 
 

４－１ プロジェクト方式技術協力 

フェーズ Ⅰ概要 
プロジェクト名 フィリピン家族計画・母子保健プロジェクト・フェーズⅠ 

協力期間 1992.04.01-1997.03.31 

プロジェクトサイト マニラ市・ターラック州（リージョンⅢ） 

相手国実施機関 保健省・人口委員会・ターラック州政府 

日本側協力機関 厚生省・国立公衆衛生院・AMDA、他 

投入 ①長期専門家：チーフアドバイザー1 名、業務調整員 1 名、IEC2 名、公衆衛生 1 名、母子保健/家族

計画 4名 

②短期専門家：衛生統計 4名/健康教育 2 名/公衆衛生 9名/母子保健 2 名/IEC 関連 9 名/その他 1 名

③研修員受入れ：母子保健 11 名、IEC 関連 7名 

④機材供与：3億 2264 万円 （主な機材：医療機材、IEC 機材、製本機、PC 等オフィス関連、車両）

⑤現地活動経費：1 億 3413 万円 

フェーズ Ⅱ概要 
プロジェクト名 フィリピン家族計画・母子保健プロジェクト・フェーズⅡ 

協力期間 1997.04.1-2002.03.31 

プロジェクトサイト マニラ市・6州（リージョンⅢ）：Bataan, Bulacan, Nueva Ecija, Pampanga, Tarlac, Zambales 

相手国実施機関 保健省・人口委員会・6州政府 

日本側協力機関 京都大学・大阪大学・AMDA、他 

投入 ①長期専門家：チーフアドバイザー2 名、業務調整員 2 名、IEC2 名、母子保健/家族計画 3 名、WID1

名、公衆衛生 1名 

②短期専門家：衛生統計 2 名/公衆衛生 9 名/家族計画・母子保健 8 名/IEC 関連/2 名/WID/2 名/その

他/1 名（2000 年度までの実績） 

③研修員受入れ：母子保健 11 名、IEC 関連 7名 

④機材供与：1億 1416 万円 （1999 年度末現在） 

⑤現地活動経費： 1 億 2106 万円（1999 年度末現在）    

 
評価情報源・ 

入手方法/入手先 

①プロジェクト関連各種報告書 

②事情聴取 

  派遣中長期専門家 

  元チーフアドバイザー 

  JICA フィリピン事務所担当者 

  リージョン III 保健省事務所、地方政府の保健局担当者 

  プロジェクト雇用のスタッフ 

③プロジェクト作成のビデオ 

④パイロットサイトの裨益者アンケート 

⑤プロジェクトオフィス、視聴覚センター、関連 MCHC、RUH 訪問による直接観察 

 

①プロジェクトの要請背景と経緯 

フィリピンの人口増加率は 2.1（1995-2000 年平均）で、東南アジアではラオス・カンボジ

アに次いで高く、また、合計特殊出生率も 3.62（1995-2000 年）と依然高い水準にある。フィ

リピン政府は、これまでにも様々な人口政策を展開してきたが、その一環として日本政府に対

して、人口・母子保健分野での技術協力を要請してきた。そこで、我が国は中部ルソンに位置

するリージョンⅢのターラック州（人口 90 万人）において 1992-1996 年度、家族計画・母子

保健プロジェクト・フェーズⅠを実施した。その成果をさらに広く普及させるために、1997

年から 5 か年間の予定でフェーズⅡが開始された。フェーズⅡでは、6 州からなるリージョン

Ⅲ全体（人口 779 万人・2000 年現在）が対象となっている。フェーズⅡにおいては、6 州を 3

つのゾーンに分け、1ゾーンを 1専門家が担当している。また、6州内に 19 のパイロットサイ
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ト29（RHU がサービスを提供している地域、直接裨益人口は計約 81 万人）を設定し、RHU を拠

点として支援を行っている。 

②プロジェクトの変遷 

本プロジェクトの活動は、当初の人口抑制のための家族計画を主眼としたものから、1994 年

の ICPD で提唱された新しい概念、「産みたいときに安全に産むことができ、また安心して子育

てのできる環境を創出しようとする“リプロダクティブ・ヘルス”」に軸足を移してきている。 

フェーズⅠは、「デマンドサイドアプローチ」30によって地域のニーズを積極的に活動に取り

入れ、その結果、住民組織支援と IEC を中心とした多種多様な活動に展開した。続くフェーズ

Ⅱ（特に 1999 年以降）は、フェーズⅠでの活動を整理しつつ、パイロット RHU を拠点とした

統合母子保健活動に焦点を当て、「統合母子保健」・「RH 推進」・「住民組織支援」の 3 つの分野

に整理して活動している。それぞれの分野では表 4-1 の最左列のような活動が行われている。 

   表 4-1 家族計画・母子保健プロジェクト・フェーズⅡにおける 

                      活動分野別・各種援助形態の活用状況 

NGO との連携 他の援助形態 

プロ技の活動 
無償資金
協力 

JOCV 
開発福祉
支援 

草の根無
償資金協

力 
日本の
NGO 

地元 NGO

統合母子保健分野       

妊産婦・乳幼児健診推進 ○ ○ ○  ○  

保健所職員訓練 ○ ○    ○ 

バランガイ保健ワーカー育成  ○ ○    

母子保健センター機能確立 ○     ○ 

RH 推進分野       

RH 教材作成      ○ 

FP への男性の巻き込み  ○     

思春期保健       

思春期ビデオ制作と普及活動  ○    ○ 

住民組織支援分野       

簡易トイレ製作支援   ○ ○  ○ 

バランガイ保健ワーカー生計向上     ○ ○ 

健康ビデオの制作と普及活動  ○  ○  ○ 

人形劇活動       

村落協同薬局運営支援  ○   ○ ○ 

回転資金薬局経営支援   ○ ○  ○ 

NGO 連合体育成   ○ ○ ○ ○ 

出所： 「2001 年度プロジェクトリーダー会議分科会資料」（湯浅資之チーフアドバイザー作成） 

 

③各種援助形態の活用 

 本プロジェクトの大きな特徴は、JICA・外務省の各種援助形態や NGO を積極的に活用し、そ

れらの調整役ともいえる役割を果たしている点である。表 4-1 はそれぞれの活動分野での援助

形態の活用状況を示している。 

特に、無償資金協力（4-6(1)参照）に関しては、案件形成の段階からフェーズ Iの専門家が

積極的に関わり、地域に密着した比較的小規模の保健施設がリージョンⅢ全域に建設されたこ

                                                        
29 Battan 州（Orani, Abucay）、Zambales 州（Subic, San Marcelino）、Tarlac 州（Sta. Igncia, Capas Ⅰ/Ⅱ）、Nueva Ecija

州（Zaragosa, Guinba）、Bulacan 州（Plaridel Ⅰ/Ⅱ, Guguinto Ⅰ/Ⅱ, San ildefonso Ⅰ/Ⅱ/Ⅲ）、Pampanga 州（Guagua 

Ⅱ, Lubao Ⅱ/Ⅲ）。 
30 同プロ技が考案した名称で、裨益者側から吸い上げたーズをもとに活動を組み立てる方法を言う。 
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とは、無償資金協力案件としては数少ない例であり、高く評価できる。 

さらに、プロジェクトが同施設の職員の研修に関わるなど、一貫した協力を図り、類似案件

の参考例となりうる。また、この無償資金協力については、プロ技・JOCV の双方のカウンター

パートの意欲を高めたという点でも、現場で評価されている。 

さらに、青年海外協力隊（4-2 参照）とは、原則地域的棲み分けをしながらも、専門家が JOCV

隊員に専門的情報を提供するなど、JOCV にとっては力強い存在となっている。 

加えて、本プロジェクトの活動の中で NGO との関わりがあることから、開発福祉支援・草の

根無償資金協力などの案件発掘・モニタリングにつながっており、プロ技の果たした役割は大

きい。 

④現場のカウンターパート・裨益者の評価 

 本プロジェクトに対する保健省及び地方政府の評価は高い。特に現場（リージョン保健局・

RHU・BHS、NGO）のカウンターパートによる、日本人長期専門家と機材の量・質に対する評価

は非常に高く、しばしば最大級の賛辞が呈された。しかし、今回実施した RHU 利用者に対する

アンケート（表 4-2、詳細は添付資料 7）によると、日本政府の協力に対する認知度はパイロ

ット地域平均で 48％と半数に満たず、また 1992 年から支援しているターラック州のパイロッ

ト地域ではさらに低く 38％となっており、投入の割には一般住民の認知度は低い結果となって

いる。 

表 4-2 家族計画・母子保健活動に対する日本政府の援助の認知度 

  知っている 知らない 合計 

Bataan 州 33.3% 66.7% 100.0% 

Pampanga 州 74.1% 25.9% 100.0% 

Tarlac 州 38.3% 61.7% 100.0% 

パイロット地域平均 48.3% 51.7% 100.0% 

出所： 評価時のアンケート調査の結果 

 

⑤計画の不徹底 

 フェーズⅠにおいては PDM（フェーズⅠのマスタープランは添付資料 2）がなく、また、フ

ェーズⅡにおいても作成された PDM（添付資料 2）は実体に即しておらず、ほとんど活用され

ていない状態であった。そのために、プロジェクト全体の枠組みが整理されないままにプロジ

ェクトが進行している。 

 フェーズⅡの目指したところは、フェーズⅠの成果をリージョンⅢ全域に普及させるための

システムづくりであったが、そのための活動が明確に設定されていなかったために、裨益がリ

ージョンⅢ全域に面的に広がりきれなかった。また、副次的効果として、同プロジェクトで開

発した手法（例えば統合母子保健サービスなど）をモデル的に全国に普及させることも期待さ

れていた（現地国内研修・開発福祉支援の活用など）が、この点についても 2001 年になって

保健省への働きかけが始まった段階で、まだ成果はでていない。 

⑥不十分なドキュメンテーション・モニタリング・評価・フィードバック 
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JICA 内部で系統立った体制が整えられていなかったという問題が背景にあり、ドキュメンテ

ーション・モニタリング・評価・フィードバックが系統立って行われてこなかった。そもそも

フェーズⅠについてはプロジェクト活動の詳細を把握できるデータ・文書があまり残されてい

ない。また、フェーズⅡでは、巡回指導調査団（1998 年 8 月）、運営指導調査団（1999 年 11

月、2000 年 11 月）が派遣されているが、数値による実績の把握などは行われておらず、客観

的な手法によるモニタリング・中間評価が実施されていない。本調査団においても、時間的・

予算的制約から入手できたプロジェクト評価のためのデータは限定されたものであった。 

プロジェクト専門家らもその点を認識しており、プロジェクトの終了時評価（2001 年 11 月

頃実施予定）までに評価用 PDM を作成し、これまでの成果をとりまとめるべく、作業にとりか

かっているところである。ここで調査団が特に注目しているのは「住民組織支援分野」におけ

る自立発展性に関するモニタリングである。フェーズⅠから精力的に進められてきた地域住民

を主体とした活動（人形劇活動・村落共同薬局（botika binhi ボティカ・ビンヒ）運営支援・

回転資金薬局経営支援・保健ボランティア生計向上）などは、これまでに技術移転が完了した

としてカウンターパートに完全に引き継がれている。しかし、本評価調査団訪問時においては、

その後の活動状況、効果などが十分にモニタリングされておらず、本プロ技終了後の自立発展

性を確認することはできなかった。これらの手法は、先進的な取組みであり、これからの地域

保健分野などの協力手法の主流となりうるだけに、プロジェクト終了時までに成果・課題等を

整理し、提言・教訓としてとりまとめることが望まれる。 

⑦人的推進力及び GⅡによる追い風 

 本プロジェクトが多種多様な先進的取り組みを展開できた背景には、フィリピンにおける広

い人的ネットワークを持つ前チーフアドバイザー及び調整員の投入やねばり強い調整力を発

揮している現チーフアドバイザーなど、恵まれた人材の投入という幸運があった。さらに、元

フィリピン事務所員によると、GⅡ発表当時は、USAID との対話が活発化し、さらに日本政府と

しても JICA や在フィリピン日本国大使館を通じた各種援助形態の投入が進み、現場レベルの

活動の追い風となったということである。 

⑧大きな外部要因 

 プロ技専門家から、プロジェクトの計画達成度と自立発展性については、各州・地方政府の

経済力及び首長の保健分野への理解度によって非常に大きく左右され、これらは大きな外部要

因であるとの指摘があった。 

 

４－２ 青年海外協力隊（1998.10.1-2002.9.30 はフロントライン計画） 

1994-1997 年度一般派遣概要 

協力期間 1994-1998 年 

プロジェクトサ

イト 

Tarlac 州、Laguna 州、Benguet 州、Pampanga 州、Zanmales 州、Nueva Ecija 州（Bulacan 州へ任地変更）、

Bataan 州、Angeles 市（下線部はリージョンⅢ) 

相手国実施機関 人口委員会 

投入 ①隊員： シニア隊員 1 名（村落開発普及員、97 年投入）、一般隊員 7 名（保健婦 3 名/看護婦 3 名/栄
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養士 1名） 

②機材供与（単位：ペソ）： 

 1994/1995 年度 1996 1997  

 4,908,750 1,893,130 6,208,955 

グループ派遣「家族計画・母子保健フロントライン計画」概要 

ミニッツ署名日 1998 年 9 月 9 日 

協力期間 1998.10.01-2002.09.30 

プロジェクトサ

イト 

リージョンⅢ（Pampanga 州、Zambales 州、Bataan 州、Bulacan 州） 

相手国実施機関 人口委員会（POPCOM） 

投入 ①隊員： シニア隊員 1 名（プログラムオフィサー）、一般隊員 6 名（保健婦 2 名/看護婦 4 名） 

②機材供与（単位：ペソ）： 

 1998 年度 1999 2000 2001 

 2,417,533 3,482,983 未確定 未定 

 
評価情報源・ 

入手方法/入手先 

①JOCV 隊員の各種報告書 

②事情聴取 

  派遣中の隊員 

  元シニア隊員 

  JICA フィリピン事務所担当者 

  JOCV を受入れた実績のある NGO ニュートリリンク担当者 

 

 フィリピンにおける人口・健康セクターへの青年海外協力隊員（JOCV）は、1994 年度からプ

ロ技に連動する形でリージョンⅢに集中的に派遣された。1994-1997 年度の時期は、ゆるやか

なグループ派遣の形態をとり、年間 1,000 万円の機材が供与され、その機材選定と調達に関す

る業務はプロ技専門家が行っていた。1997 年度から JOCV のシニア隊員が派遣され、機材選定・

調達及び JOCV 間の調整等の業務を行うようになり、次第にグループとしての活動が活発化し

ていった。1998 年 10 月から「家族計画・母子保健フロントライン計画（FLI: Front Line 

Initiative）」として、正式にグループ派遣となり機材供与がセットされた。FLI になってから

プロ技との相互補完的ねらいを明確に打ち出した。各隊員は、プロ技専門家との調整のもと、

各自目標を設定し、それぞれ成果を出している。また FLI 以降、基礎的な医療器材を供与した

ことに対するカウンターパート側の評価は高い。また、プロ技専門家からフィリピンの保健行

政に関する情報や技術的情報が提供され、JOCV の活動にプラスになっている。今後は、保健セ

クター以外の地域開発・WID などの JOCV 隊員を積極的に投入するなど、セクターの枠を超えた

グループ派遣のあり方も検討される必要がある。 

 過去 JOCV を受入れた機関として唯一訪問した NGO ニュートリリンク Nutrilinc における派

遣隊員（1998 年 4 月-2000 年 10 月派遣）の評判はたいへん高かった。同隊員は地域の子供達

の間食（スナック菓子）が栄養的に好ましくないことに着目して、大豆を利用した新しい栄養

補助クッキー「ニュートリソイ」の開発をはじめ栄養価の高い補助食を多数開発し、冊子にま

とめた。この冊子は親しみやすい図解入りで分かりやすいと評判で、現在でも配布されており、

増刷が期待されている。 

JOCV 隊員の各種報告書からも考察を行った。Zambales 州人口管理事務所に派遣された隊員

（1997 年 7 月-2000 年 7 月派遣）は、「村落共同薬局（ボティカ・ビンヒ Botika Binhi）」の強

化、低体重児給食プログラムの実施、母親教室の開催、バランガイ保健ワーカーの指導等を主
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な活動として行った。その活動を通じて、人口・家族計画特別機材によって供与された機材が

適正に使われているかモニタリングし、使われていない機材については有効利用について指導

を行ったと報告している。 

また、NGO の「マザー・リタ・バルセロ地域生計団（Mother Rita Barcelo Outreach and 

Livelihood Cooperation）」に派遣された隊員（1997 年 12 月-2000 年 4 月派遣）は、NGO にお

ける対する支援と、各種援助形態との連携という観点から特筆すべき成果を上げている。マザ

ー・リタ・バルセロ地域生計団は、Regina Carmeli 大学傘下の NGO で、低所得者用再定住地区

の運営及び同地区内での職業訓練・学習機会・医療サービス等の提供を行っている。ドイツ医

師会/ドイツ政府（過去 25 年間）・アジア開発銀行・草の根無償資金協力・JICA プロ技・Johns 

Hopkins 大学・JOCV（人口家族保健フロントライン計画による特別機材供与を含む）など「ODA

の見本市」といわれるほど外国からの援助を受けている。同地区内に草の根無償資金協力によ

ってコミュニティクリニック「Mother Consuelo Reproductive Health Clinic and Birthing 

Home」が建設され（詳細は 4-6(2)草の根無償資金協力の項を参照）、同隊員は 1998 年 8 月から

配属された。クリニック立ち上げ直後からの派遣となり、運営指導・地域実態／ニーズ調査・

統計処理を含むモニタリング制度の確立・IEC 教材作成・自立発展へ向けて助言等、組織の基

盤作りに大きく貢献している。さらに、関連する投入として、フロントライン計画による特別

機材供与の薬剤を活用した「村落共同薬局（ボティカ・ビンヒ Botika Binhi）」の開設と運営

指導、開発福祉支援31の研修プログラムによって誕生した CVHW（Community Volunteer Health 

Worker）を活用した地域住民主体の地域健康教育の促進等、JOCV を軸として JICA の投入が大

きく成果を上げた好例といえる。同案件の成果としては、クリニック来院者数は月平均 180 名

にのぼり32、また地区内居住者約 150 世帯 800 名に対して健康教育・家族計画支援等を実施し、

さらに 8 名の CVHW により地域の保健実態がモニターされ、彼らは日常的に健康・医療相談に

のっておりその恩恵を受けている人は相当数にのぼる等が挙げられる。 

これらの成果から、JOCV 隊員が地域の保健サービスの中核的人材と機能している様子がうか

がえる。このように、JOCV の投入額は小さいが、様々な援助形態と連携・協調し、地域保健向

上に大きく貢献しているといえる。 

 

４－３ 現地国内研修「家庭福祉に関わる開発と女性（ジェンダーと開発）」 

評価情報源・ 

入手方法/入手先 

①各研修の報告書 

②プロ技専門家による研修のモニタリング（第 5 回のみ） 

③事情聴取 

  人口委員会 委員長・担当者 

 

                                                        
31 明確な記述はないが、「Regina Carmeli 大学」が開発福祉支援事業の一貫として実施した研修プログラムと推察される。 
32 1998 年 7 月-2000 年 2 月の平均。内科・小児科／産科／歯科／薬局利用者の総数。母体である「Regina Cameli 大学」の

方針転換により、1998 年 2月から同大学からの医者・看護婦の派遣が徐々に削減され、2000 年 2 月時点では内科・小児科

／産科／歯科の外来患者は 27 名に減少している。 
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 現地国内研修33「家庭福祉に関わる開発と女性（ジェンダーと開発）」は、1996 年度から年 1

回 5年度にわたり、人口委員会の主催により開催された。直接の運営は「フィリピン女性の役

割に関する全国委員会（NCRFW: National Commission on the Role of Filipino Women:34）」

に委託されている。入手できた第 1、3、5 回の報告書35から概要をまとめると以下のとおりと

なる。 

 毎年 3 週間の研修がマニラ近郊の会場で開催されている。参加者は全国から選抜された

30-40 人36で、主な受講者は、人口委員会職員・保健医療関係者・地方政府職員であり、後半

になると NGO 関係者も対象に追加されている。研修内容は、講義・ワークショップ・スタディ

ーツアーなどで、バランスよく構成されている。研修の運営・講師選定・プログラム立案等に

ついての能力は高く、研修参加者の評価も高い。5 回の研修を終え、広く関係者に「ジェンダ

ーと開発」に関する理解が得られ、各地で GST（Gender Sensitivity Training）が実施される

までになっており、一定の成果をあげているといえる37。 

 以上は報告書による内容であるが、さらに報告書を子細にみると、本文に「好評であった。」

と結論づけているが、その根拠としている研修参加者へのアンケートには否定的な選択肢がな

かったり、アンケートの集計結果が収録されていなかったりと、報告書の内容自体が信憑性に

欠ける部分もみられる。研修の実効性についても評価や受講生のフォローアップが実施されて

おらず疑問が残る。これは、報告書の内容についてのチェックが行われていないためである。

すべての報告書が保管されていないことも考えあわせると、現地国内研修のモニタリング・評

価・フィードバック体制が十分ではないといわざるを得ない。 

 

４－４ UNFPA とのマルチバイ協力 

年度 1996 1997 1998 1999 2000（予算） 合計 

金額（万円） 2252.6 1317.9 1809.9 2534.4 2479.7 1,0394.5

主要機材 血圧計 

助産婦キット等 

村落保健所用キット 

薬品キャビネット

等 

診察台 
村落保健所用キット等

診察台 

マギーエプロン等

診察台 

顕微鏡等 

 

 
評価情報源・ 

入手方法/入手先 

①JICA フィリピン事務所保管の実績資料 

②UNFPA 資料 

③事情聴取 

  UNFPA 担当者 

  JICA フィリピン事務所担当者 

  在フィリピン日本国大使館書記官 

 

                                                        
33 1993 年度から始まった途上国内の研修。従来は「第二国研修」と呼ばれていた。 
34 1975 年に女性の進出のためのプログラムを大統領に助言する目的で設立された政府組織。 
35 第 5 回に関しては、プロ技の佐藤祥子専門家が参加し、「監理報告」を残しており、参考にした。 
36 男女比は、第 1回が男性 9名、女性 29 名、第 5回が男性 12 名、女性 27 名。公務員の男女の割合に比べると男性の参加

が少ない。 
37 1992 年にフィリピンにおける女性政策の分岐点となった「開発と国家建設における女性法（Women in Development and 

National Building Act）」が制定され、ODA を通じて受け取った資金のうち最低 5％は女性のための活動に回さなければな

いないことが定められた。1995 年には、「ジェンダーに配慮した開発のためのフィリピンガイドライン」が示された。また

同年の法改正によって、すべてのプロジェクト予算の 5%はジェンダーイシューに対処するため支出することが義務づけられ

ている（脚注 36 佐藤祥子専門家「監理報告」より）。 
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 マルチバイ協力は、UNFPA の第 4・第 5 次カントリープログラムと連携して、1996 年から 5

年間 21 州・1市を対象に、主に病院・RHU などの医療保健機関における基礎的医療機材・器具

を供与している。機材選定は、保健省の基準に準じて、UNFPA の主導のもと、JICA の技術指導

を仰ぎながら実施している。機材の保管・管理方法とモニタリング方法も確立されている。 

 2000 年 7 月に、UNFPA の担当者 2 名、在フィリピン日本国大使館の担当書記官及び JICA 事

務所担当者の 3者は、合同で Aklan と Capiz の供与施設を訪問し、供与機材の活用状況等を視

察した。その結果、供与機材は有意義でよく活用されているものの、維持管理や修理予算の確

保が難しく、一部壊れたまま放置されているものもあるなどの実態が報告された。また、各受

入機関ではまだまだ医療器材が不足していることも報告されている。これらの報告からマルチ

バイ協力はニーズに合っており、概ね効果的に活用されているといえる。 

 UNFPA の Dr. Moi によると、「UNFPA は第 5次カントリープログラム作成時に、各 RHU の全機

材リストを作成し、これを基に各施設が本当に必要な機材を各施設に選定した。この作業は膨

大なものであったが、UNFPA には元保健省幹部がおり、保健省・地方政府・RHU のことを熟知

していたからこそ達成できた。」ということである。外部の援助機関がここまで徹底したニー

ズ調査を行い、緻密な援助計画を作成することができた大きな要因が、現地スタッフを起用し

たことであったことは、大いに学ぶべき点であろう。 

 

４－５ 開発福祉支援事業 

案件名 地域保健強化事業（フィリピン小

児病院） 

地域保健強化事業（Regina Carmeli 大

学） 

包括的リプロダクティブ・ヘルス促

進支援事業 

実施団

体 

フィリピン小児病院 Regina Carmeli 大学 フィリピン人口・健康・福祉 NGO 協

議会(PNGOC) 

期間 1999.01.05-2002.01.04 1999.01.05-2002.01.04 1999.02.09-1999.08.15 

活動 ①資機材（医療機材、医薬品）の

整備 

②施設改修（Pinaod 地域総合診

療所ラボラトリー、薬局の整備） 

③研修機材の整備 

④IEC 教材の制作 

⑤研修事業 

⑥バランガイ保健ワーカーへの

キットの配布 

⑦児童・思春期青少年に対する教

育セミナーの開催 

①資機材（医療機材、医薬品）の整備

②施設建設（Plaridel 地域病院手術室、

研修センター） 

③研修機材の整備 

④研修事業 

⑤IEC 教材の制作 

⑥母子保健キットの配布 

⑦児童・思春期青少年に対する教育セ

ミナーの開催 

①RHカウンセリングマニュアルの制

作 

②研修機材の整備 

③各種ＲＨ教育・啓蒙の研修会、ワ

ークショップ開催（JOCV と連携） 

事業経

費 

1998 年度： 1585.7 万円 

1999 年度：  975.2 万円 

2000 年度：  710.5 万円 

プロ技・無償資金協力（X線撮

影装置購入案件 1992 年 3 月）と

連携 

1998 年度： 1623.8 万円 

1999 年度： 1509.8 万円 

2000 年度：  529.6 万円 

プロ技・JOCV・草の根無償資金協力

（1997 年 RH 診療所）と連携 

1998 年度： 1233.6 万円(補正予算)

プロ技・JOCV・草の根無償資金協

力(1995 年)、UNFPA の NGO 支援事業

と相互補完的協力あり 

 
評価情報源・ 

入手方法/入手先 

①各実施団体から提出された要請書・報告書 

②JICA 本部データベース 

③事情聴取 

  フィリピン小児病院担当者、Pinaod 地域総合診療所管理責任者 

  Regina Carmeli 大学担当者、Plaridel 地域病院院長 

  Plaridel 市保健局職員 

  PNGOC 担当者  

④Pinaod 地域総合診療所・Pinaod 地域総合診療所・研修所訪問による直接観察（一部数値化） 
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 RH 分野における開発福祉支援は、これまでに 1 件が終了し、2001 年 2 月現在 2 件が実施中

である。 

 

（1）地域保健強化事業（フィリピン小児病院） 

 実施主体であるフィリピン小児病院（CMCP: Children’s Medical Center, Philippines）

は、1957 年に NGO として設立され、現在、30 人の医師と 220 人のスタッフを擁し、①小児を

中心とした入院・外来診療、②周産期医療を通じた予防医学活動、③医療従事者の人材育成、

④地域保健活動を実施している。 

 本案件の事業サイトである Bulacan 州 San Ildefonso 市（人口 7 万 2 千人）にある Pinaod

地域総合診療所（Pinaod Community Comprehensive Health Clinic）は、市の診療所として建

設されたが、医療機器及び運営資金の不足により閉鎖状態にあった。そこで、フィリピン小児

病院が医師を派遣し、市が設備整備するとともにスタッフを確保することを両者で合意し、さ

らに、地域の一次医療機関としての機能を整備するために、1998 年度から 3年間、開発福祉支

援事業による協力を受けることとなった。この協力により、薬局・ラボラトリーの建設、医療

機材の整備、医薬品の供与及び地域の保健サービス従事者に対する研修費の支援等が行われて

いる。1 年目と 2 年目は主に施設・機材・医薬品の整備・供与及び保健従事者の養成を中心と

して支援が行われ、3 年目の現在は病院運営のマネージメントの強化とともに、同診療所の研

修施設を拠点として、バランガイ保健ワーカー・伝統的産婆・助産婦等の保健従事者への研修、

児童・思春期青少年に対する教育セミナー等を通じて、住民参加による地域保健プログラムを

推進しているところである。 

 これらの支援により、現在同診療所には月曜日から金曜日まで毎日小児科医または内科医の

いずれか 1名が派遣され、一次診療・保健教育・予防接種・母子健診・家族計画・環境衛生等

のサービスを提供している。患者数も増加しており（2000 年 6 月実績：小児科 173 名、内科

109 名、同 7月実績：小児科 171 名、内科 108 名）、基本的な一次医療施設として機能を果たし

つつある。活動のもう一つの柱である研修事業については、調査時点までに 36 バランガイの

約 300 名のバランガイ保健ワーカーの研修が行われ、2000 年度には、伝統産婆研修（25 名）、

助産婦研修（36 名）、小学生への保健衛生教育（1,440 名）、思春期青少年セミナー（80 名）、

医師に対する研修（36 名）などが計画されている。これらの事業のインパクトとして、①全対

象地域において保健活動への参加が認められ、②予防接種率が上昇し（例：TT2+では、1999

年の 50％から 2000 年は 66％）、③妊産婦死亡率が 0 となり、④全地域の死亡率が低下し、⑤

全妊婦が妊婦健診を受診するようになった等、との報告を受けた。また、今後の自立発展性に

ついては、フィリピン小児病院としては引き続き同診療所を支援していくつもりであること、

San Ildefonso 市の地域保健委員会とともに強力なバックアップ体制を敷いていること、さら

に同市は総合保健計画を策定し保健行政に力を入れていることから、自立発展は可能という見

解がフィリピン小児病院側から示された。 
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 一方、調査団の視察時における観察では、診療に来ている外来患者は見られず、また患者数

が増加しているとの報告があったが、2000 年 6 月・7月の外来患者数の 1日平均を算出すると

約 13 名であり、決して多いとはいえない状態である。また、同市内の他の RHU（Sentrong Sigla

受賞）と比較しても、患者数、職員の態度、掲示板による IEC 活動の状況等においても停滞し

ているという感を拭えない。それらの直接観察による評価の数値化（添付資料 8を参照のこと）

を試みた結果が、表 4-3 である。今回訪問した保健・医療施設の中では、平均値が最も低い。

さらに、本事業の支援を受け建設した薬局も一時は営業していたものの、近隣の民間薬局との

利害のもつれにより保健省から営業許可が棚上げになっており休業中であった。フィリピン小

児病院側の「基本的な一次医療施設として機能を果たしている。」という説明が、本当に実態

を表したものであるかの十分な検証が、今後の課題である。 

表 4-3 訪問した保健・医療施設の 4段階評価 

区

分 
州 施設名 

Sentrong 

Sigla 

受賞 

ODA の

支援 

視察時の

患者の数

サービス

提供者の

数 

サービス

提供者の

態度 

機材の整

備・活用

状況 

医薬品の

保管・活

用状況 

IEC 

掲示板の 

充実度 

平均

Sta. Ignacia RHU ○ PPS 3 4 4 2 ? 3 3.2

Capas RHU I - PPS 1 3 ? 2 ? 2 2.0Tarlac 

Capas RHU II - 
PPS 

（過去に

USAID 他）

3 4 3 3 ? 3 3.2

Abucay RHU ○ 
PPS 

JOCV 
4 4 4 4 4 4 4.0

Bataan 

Orani RHU - PPS 3 3 4 3 ? 3 3.2

Lubao RHU II ○ PPS 4 4 4 4 4 4 4.0

Lubao RHU III ○ PPS 3 4 4 3 ? 3 3.4Pampanga 

Sto. Tomas RHU -  2 3 3 2 ? 2 2.4

#San Ildefonso 

RHU I 
○ PPS 4 4 4 4 4 4 4.0

#San Jose Del 

Monte RHU 
○ 

USAID
（但し、LPP

として）

1 3 ? 3 ? 3 2.5

R 

H 

U 

Bulacan 

#Guiguinto RHU I ○ PPS 3 4 4 3 4 4 3.7

#Pinaod 地域総合

診療所 
- 

開発福祉

支援 
1 2 ? 2 2 1 1.6

病

院・

診療

所 

Bulacan 
#Plaridel 地域病

院 
- 

開発福祉

支援 
3 2 3 3 ? 2 2.6

M 

C 

H 

C 

Bulacan 
#BulacanMCH セン

ター 

開所して

1 週間目 

無償資金

協力 
4 4 4 4 4 ? 4.0

注： ＃は調査団が訪問した施設。それ以外はコンサルタント団員のみの訪問。PPS はプロ技パイロットサイト。？は確認

できなかった項目。 

 

（2）地域保健強化事業（Regina Carmeli 大学） 

 実施団体 Regina Carmeli 大学（URC）は、1937 年にカトリックの学校として設立され、その

後、Bulacan 州の唯一の教育機関としてカリキュラムを拡充し、1997 年には総合大学に昇格し

た。これまでに JOCV 隊員派遣と草の根無償資金協力を受けており、さらにプロ技においては
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一時長期専門家の活動拠点を置くなど、さまざまな日本の支援を受けている。 

 本事業実施サイトは、Bulacan州Plaridel市（人口6万8千人）のPlaridel地域病院（Plaridel 

Community Hospital38）である。本病院は 1991 年に Plaridel 市の病院として建設されたが、

医療器具・設備等の予算が確保されず閉鎖状態にあったため、Regina Carmeli 大学が市との合

意に基づき、自らの負担により最低限の設備で 1997 年から外来診療を始めたが、医療機器・

設備が不十分で、極めて限定的かつ軽微な診療と投薬しかできなかったた。そこで、1998 年度

から 3年間の予定で開発福祉支援事業の支援を受けることとなった。 

 本事業は、Plaridel 地域病院の運営支援、MCH サービスの提供・研修・啓蒙啓発から構成さ

れている。1年目は、主に Plaridel 地域病院の基礎的医療機器・臨床サービスに係わる医薬品

の供与、医療従事者・バランガイ保健ワーカー・妊産婦等を対象とする各種研修の実施、母子

保健キットの配布が行われた。2年目は、Plaridel 地域病院内の手術室を建設し、また、地域

の研修拠点として Regina Carmeli 大学敷地内に研修所を建設して、各種研修を実施した。ま

た母子保健手帳 3000 部を作成し、配布している。3年目の現在は、Bulacan 州内の地方政府・

NGO 等と連携し、研修センターを活用して、より多くの研修対象（地方政府職員・バランガイ

保健ワーカー・TBA・青少年等）に対して、研修を実施している。 

 本事業の結果、Plaridel 地域病院においては外来患者数が 1日平均 40 名から 50 名に、また

入院患者が 1日平均 6名から 8名に増加した。この増加の背景には、本事業の研修を受けたバ

ランガイ保健ワーカーが適切にハイリスクの妊産婦を把握するようになり、病院への照会・転

送したケースが増加したことが一因であると報告されている。また、研修実績は2年目までで、

バランガイ保健ワーカー70 名、地方政府保健行政担当官 70 名、13-21 歳の青少年 70 名（青少

年ピアカウンセリング技術研修）、地域の NGO 13 団体等となっている。同 NGO 13 団体は、2000

年 2 月に NGO ネットワーク Luznet を結成し、NGO 自身によるキャパシティビルディング強化の

ための研修活動等を企画・実施しており、さらにネットワークをリージョンⅢ全域に拡大しつ

つある。また、JICA のプロ技においても Luznet の育成・拡充のための支援を行っている。 

 研修事業については、研修ごとに詳細な報告書が作成されているが、その研修効果について

は検証されておらず、今後終了時においては実施団体による自己評価が行われるべきである。 

Luznet について、調査団は実際に研修セミナーを視察し、参加 NGO に対して集団面接調査を

実施した。その結果、参加 NGO の半数以上が医療機関や教育機関を設立母体としており、これ

らの NGO の自立発展性は心配ないと思われるが、その他の新興の NGO については弱小で存続の

可能性が確認できないことが推察された。従って、弱小 NGO 支援の効果とそれらの自立発展性

は現代段階では未知数である。 

 一方、Plaridel 地域病院については、外来・入院患者数ともに増加率は微増であり、2001

年 1 月に整備が完了した手術室はまだまだ 1度も使用されていないとのことであった。また評

                                                        
38 JICA への申請書では「Plaridel Community Hospital」とあるが、同大学が提出している定期報告書等では「Plaridel 

Emergency Hospital」となっており、実際に病院にかかっている看板も同様であった。援助の対象である施設名が JICA で

は正確に把握できていないということであり、ドキュメンテーションの不備といわざるを得ない。 
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価団の観察では、ベッドの配置状況、入院患者の様子、機材の管理状況などの観察によると、

病院として十分に管理・活用されているとはいえない状態であった。それらの直接観察の評価

を数値化したもの（表 4-3）をみても、他施設と比べてよい状態とはいえない。これらの状況

を考え合わせると、本事業は現時点では、地域における保健従事者・地方政府職員等に対する

研修や NGO を始めとするサービス提供機関の拡充については積極的に行われているが、母子保

健サービスの提供そのものについては量・質ともに改善する余地があるといえる。今後、JICA

としても何らかの形で、成果・自立発展性をモニタリングしていくことが必要である。 

 また、Regina Carmeli 大学は、これまでにプロ技・JOCV・開発福祉支援と 3つの形態の JICA

の協力を受けているが、1団体に協力が集中している妥当性についての検証も必要である。 

（3）包括的リプロダクティブ・ヘルス促進支援事業（フィリピン人口・保健・福祉 NGO 評議

会：PNGOC） 

 実施団体フィリピン人口・保健・福祉 NGO 評議会（PNGOC: Philippine NGO Council on 

Population, Health & Welfare Inc.）は、1987 年に設立された NGO 評議会で、現在、65 団体

が加盟している。本事業はリージョンⅢを活動拠点とする NGO を通じて、RH に関する教育とサ

ービス向上のための活動を実施するものである。実施サイトは、マニラ首都圏・Occidental 

Mindoro 州・Angeles 市・Bacolod 市・Cagayan de Oro 市である。主な活動内容は、①機材の

供与（コンピューター等）、②MCH キット（基本的な診療器材、聴診器、体温計、ガーゼ等、＄50

相当）150 セットの助産婦への配布、③RH 教育キット（200 セット）の作成・配布、④思春期

ピア・カウンセリング・マニュアル（400 部）の作成・配布である。JICA 側の予算の関係（ア

ジア経済危機に対する 1998 年度の補正予算による協力）で、協力期間は 1999 年 2 月 9日から

8月 15 日までの限られた時期における実施であり、十分な活動時間が欲しかったという意見が

出された。今回の評価調査団においては、本案件に関する詳細な情報は、時間的制約で得られ

なかった。開発福祉支援においても、系統的なモニタリング・評価・フィードバック制度の構

築が急務である。 

 

４－６ その他 

 無償資金協力と草の根無償資金協力は外務省の事業であり、また、本分野の無償資金協力案

件については、一部建設・機材調達の途上であり、フィリピン政府への引き渡しも完了してい

ないため、本評価調査の対象外であるが、次章に紹介する「協力プログラム」の事後的・試行

的な評価を実施するにあたり、基礎的な情報が必要であるため、ここで簡単にとりまとめる。 

（1）無償資金協力 

プロジェクト名 地域保健施設改善・機材整備計画 

協力期間 1999 年度（2001 年 3 月完工予定） 

プロジェクトサイト 6 州（リージョンⅢ）：Bataan, Bulacan, Nueva Ecika, Pampanga, Tarlac, Zambales 

相手国実施機関 保健省第 3地域保健局 

計画施設の構成 ① MCHC(5 か所) 各州に 1 か所ずつ（Tarlac はフェーズ I で建設済みのため、残り 5 州） 

② RHU(18 か所) 各州に 3 か所ずつ 

③ BHS(60 か所) 各州に 10 か所ずつ 
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計画機材、機材点数 ① MCHC 用機材(5 か所、各 20 点：体重計、血圧計、聴診器、診察台、ヘモグロピン･メーター、ドッ

プラー心拍検出器、心電計、ネブライザー、酸素吸入セット、小手術用器具セット、超音波診断装置、

タイプライター等。 
② RHU 用機材(18 か所、各 38 点)：体重計,血圧計,聴診器,診察台,ヘモグロピン･メータードップラ

ー、胎児心拍検出器,歯科用診察台、ネプライザー、鉗子,酸素吸入セット、小手術用器具セット,顕

微鏡、ビデオセット等。 

③ BHS 用機材(60 か所各 25 点)：体重計、血圧計、聴診器、診察台、ヘモグロピン･メーター、鉗子、

助産婦器具セット、タイプライター等。 

事業費総額 13.26 億円（計画、日本側負担分 13.12 億円+フィリピン側負担分 0.14 億円） 

 
評価情報源・ 

入手方法/入手先 

①無償資金協力・基本設計調査報告書 

②事情聴取 

  派遣中長期専門家 

  JICA フィリピン事務所担当者 

  リージョン III 保健省事務所、地方政府の保健局担当者 

③建設された MCHC・RHU・BHS 訪問による直接観察（一部数値化） 

 

 本無償資金協力「地域保健施設改善・機材整備計画」は、1999 年度の案件として実施され、

リージョンⅢ全域に母子保健センター（MCHC）を 5 か所、RHU を 18 か所、BHS を 60 か所、計

83 施設を建設し、機材の整備を行った。評価調査団滞在中に開所式が次々と行われ、すでに運

営を開始しているところもあった。視察した Bulacan MCHC においては開所 1 週間ながら、30

名ほどの母子が受診の順番待ちをしており、受付・診察室・治療室などではスタッフが溌剌と

仕事をこなしており、十分にその機能を果たしている様子であった。直接観察の評価を数値化

したもの（表 18）をみても、それらを裏づける結果が出ている。 

 本案件には特筆すべき 3 つの意義がある。1 点目は、本案件の形成がプロ技からの積極的な

働きかけによって実現した点である。2 点目は、本案件の計画の中にプロ技との連携（運営面

の指導、技術面の指導等ソフト面の支援）を盛り込み、成功している点である。3 点目は、従

来から無償資金協力といえば大型のセンター施設的なものが多い中で、本案件のように地域活

動の拠点となる小規模施設を多数州全体に建設した点である。保健分野においては、このよう

な拠点施設の配置が非常に重要であり、今後のプロ技との連携における成果が注目される。 

 加えて、JOCV 隊員及び JOCV 調整員の話によると、地域に拠点施設ができたことより、助産

婦・バランガイ保健ワーカーの活動への意欲向上の効果は大きく、オーナーシップを高めると

いう正の効果も出ているという。 

（2）草の根無償資金協力 

年度 1995 1996 1997 1998 1999 2000 

団体数 総額（百万円） 7 20.0 5 10.7 5 9.7 3 10.8 0 0 3 11.4

 
評価情報源・ 

入手方法/入手先 

①JICA 本部データベース 

②JOCV 報告書 

③事情聴取 

  在フィリピン日本国大使館 

  派遣中長期専門家 

  元プロ技チーフアドバイザー 

  JICA フィリピン事務所担当者 

  UNFPA 担当者 
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 在フィリピン日本国大使館39によると、2000 年度の草の根無償資金協力の総額はフィリピン

全体で 1 億 4 千万円であり、ここ数年間は毎年約 700 件の申請があり、そのうち約 30 件が採

択されているという。採択の優先順位としては、自立発展性が認められるもの、地域に根ざし

た活動を行っている NGO、他の援助形態では届きにくい分野、日本の ODA との連携があるもの、

日本の ODA 関係者（専門家・JOCV 隊員等）の推薦、他のドナーからの推薦案件、等となってい

る。協力対象となる項目は、資機材の購入と施設建設であり、人件費は含まない。モニタリン

グの仕組みとしては、協力開始 6か月後に中間報告書の提出、終了時に最終報告書の提出を義

務付けている。 

 プロ技のフェーズⅠ/Ⅱの両チーフアドバイザーに対する事情聴取及び既存文書等から推察

すると、これまでにプロ技が発掘・案件形成・事業支援等で関与してきた草の根無償資金協力

案件は 1995〜2000 年の間で 23 件ある（添付資料 2）。 

 すでに 4－2 青年海外協力隊の項で詳述したが、1997 年の対象案件「マザー・リタ・バルセ

ロ地域生計団」により実施されたコミュニティクリニック建設（1998 年 7 月開設、供与額 260

万円）と JOCV の連携は特筆に値する。JOCV 隊員（1997 年 12 月-2000 年４月派遣）は開設した

ばかりの同クリニック運営支援・モニタリング体制の確立など、現場に密着した活動が成果の

貢献に大きく寄与している。さらに、FLI の人口家族計画特別機材供与の薬剤を活用した村落

共同薬局（ボティカ・ビンヒ Botika Binhi）の開設と運営指導、開発福祉支援40の研修プログ

ラムによって誕生した CVHW（Community Volunteer Health Worker)を活用した地域住民主体の

地域健康教育の促進等、様々な形態の援助と連携・協調し、地域保健向上に大きく貢献してい

る好例といえる。 

 この他、2000 年に採択された案件「イノセンシオ・マグトト記念財団」（身体障害者のリハ

ビリテーション施設）は、NGO ネットワーク Luznet の活動拠点を建設（2001 年 6 月完成予定）

するというものであるが、プロ技が積極的に支援していて、今後の連携も視野にあり、草の根

無償資金協力とプロ技の連携が組み込まれた事例である。 

 

                                                        
39 面談者は、三宅邦明二等書記官、小西洋子草の根無償担当官。 
40 明確な記述はないが、「Regina Carmeli 大学」が開発福祉支援事業の一貫として実施した研修プログラムと推察される。 



 

 

 

 

 

 

第５章 事後的・試行的な「協力プログラム」評価 
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第 5 章 事後的・試行的な「協力プログラム」評価 

 

 JICA は、2001 年 2 月 1日時点において、「プログラム」の概念を「ある開発目標のために何

らかの相互関係の中に位置づけられる案件群」と定義している41。また、「協力プログラム」と

は、「共通の目標の下に位置づけられる案件群」とし、それらについて 2001 年度からプログラ

ムとしての実施計画を作成し、合理的な範囲において一元的に執行する取り組みを試行的に実

施するとしている42。 

 これを受け、本評価調査団は、「協力プログラム」を「元々プログラムとして計画されたも

のではないが、共通の目標の下に位置づけられる案件群」とし、さらに「プログラム」を「国

別事業実施計画等の大きな方針から導き出される、セクター全体を視野に入れた協力形態」と

定義した。この定義を踏まえ、フィリピンの人口・健康分野における多様な形態の案件群を「協

力プログラム」と捉え、今後の「協力プログラム」の形成・実施及と評価手法の開発の一助と

するために、事後的・試行的に評価を行った。 

 

５－１ 評価手法 

 今回行った協力プログラム評価の手法・手順は以下のとおりである。 

（1）手順 1： 全案件を 1つの協力プログラムに整理 

 まず、既存資料から全案件の概略を整理し、それぞれの案件ごとに案件名・上位目標・プロ

ジェクト目標・成果・活動・投入」を横に並べ、表計算ソフトに入力する。これを仮に「プロ

グラムアプローチ・ロジック・モデル（PLM）1」と呼ぶ（詳細は添付資料 2）。PLM1 において

は、案件ごとに案件名・成果・活動・投入を一つの「レコード」としてまとめ、1 投入ごとに

「1レコード」とし、レコードごとに並べ替えが可能な状態とする。 

（2）手順 2： 評価用「プログラムアプローチ・ロジック・モデル 2（PLM2）」の作成 

 複数の案件群を一つの協力プログラムととらえ、案件ごとに設定された上位目標・プロジェ

クト目標・成果・活動・投入を、一つの協力プログラムとして考え得るように整理する。本協

力プログラムではプロ技のプロジェクト要約を骨組みとして、3つの成果を設定した。 

 次に、手順 1で作成した各レコードを最も適切な成果の下に組み替え、さらに成果や活動レ

ベルを整える。本協力プログラムでは、無償資金協力の RHU の建設は、成果 1の基盤整備の一

活動とするなどの整理を行った。このようにして協力プログラムの概要を示すマトリックスが

できる。これを「プログラムアプローチ・ロジック・モデル 2（PLM2）」（詳細は添付資料 3）

と呼ぶ。今回の協力プログラムの PLM2 の概要を示したものが、表 19 の「PLM2 概要表」である。 

（3）手順 3： 計画達成度の把握 

 以下、この PLM2 を PDM と同様に用い、JICA プロジェクトサイクルマネージメント（JPCM）

                                                        
41 JICA 資料「国別アプローチの強化に向けての取り組みについて」（2001 年 2月 1 日） 
42 脚注 42 と同じ。 
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手法に基づいた評価を行う。まず、PLM2 をもとに「計画達成度」を把握する。つまり、成果・

プログラム目標・上位目標の達成度を把握する。 

（4）手順 4： 5 項目による評価 

 さらに、5 項目「実施の効率性」・「目標達成度」・「効果」・「計画の妥当性」・「自立発展性」

による評価を行う。ここで突き当たるのが、協力プログラムはあらかじめ計画されていないも

のであるから、計画と照らし合わせてみる「実施の効率性」や「計画の妥当性」の評価にはな

じまないのではないかという疑問である。そこで、この 2 項目については評価というよりも、

今後のプログラムの改善あるいは類似案件への教訓という観点から、こうすればもっと効率

性・計画の妥当性が上がったのではないかといった仮定を導き出すことに重点を置くことが妥

当であると考える。本評価では、そのような観点で評価した。 

 また、「自立発展性」についても、協力プログラムは一つのプログラムとしての調整機能が

備わっていないものであるから、基本はあくまで案件ごとの評価とし、その上で参考として、

一つのプログラムとしての評価を行うべきであると考えた。なお、プログラムとしての自立発

展性を高めるためのプログラム実施体制に関しては、第 6章で提言を行う。
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５－２ 主な指標と情報・データ収集方法 

 本協力プログラムの評価指標（表 5-1 参照）としては、既存統計と略式のアンケート調査で

入手できるものを用いた。 

 アンケート調査（詳細は添付資料 7 を参照）の対象として、「直接裨益エリア」と「非裨益

エリア」を設定した。「直接裨益エリア」とは、プロ技のフェーズⅡから活動の拠点として設

定されたリージョンⅢの 6州の計 19 のパイロット RHU（詳細は 4章参照）のうちから、時間的・

予算的制約により、協力が得られかつアクセス可能なところとして、3州から 2RHU ずつ計 6RHU

を選定した。「非裨益エリア」は、対照標準グループ（Control Group）のことで、本来ならば

プログラムの対象外つまりリージョンⅢ外であることが望ましいが、時間的制約の中でリージ

ョンⅢ外の地域の協力を得ることが困難であったため、リージョンⅢ内でできるだけ協力プロ

グラムからの裨益が少ないと思われる地域43の１RHU を選定した。サンプル数は、「直接裨益エ

リア」は 1RHU 当たり 30 名、計 180 名（有効回答数 178）で、「非裨益エリア」は計 30 名（有

効回答数 30）である。 

 調査の方法は、各 RHU における出口調査を原則としたが、1 日の利用者が少ない RHU につい

ては過去 2週間に RHU を利用したことのある者に協力を依頼した。また、調査は現地コンサル

タントによる聞き取り方式で実施した。 

 なお、本アンケート調査は、対象地域の主な母集団である再生産年齢（15-49 歳）の既婚女

性のリストが存在しないため、サンプルの無作為抽出を行うことはできなかった。従って、サ

ンプルに偏りがあることからは免れ得ないことから、複雑な統計処理は行わず、比率・平均を

算出するにとどめ、大まかな傾向を読み取って評価の材料とした。 

 

５－３ 協力プログラムの計画達成度 

（1）上位目標の達成度 

 本協力プログラムの上位目標は「リージョンⅢにおける、基礎的健康状態が向上する。」で

ある。この上位目標の達成度を測る指標として、「乳児死亡率」・「5歳未満児死亡率」を設定し

た。両指標とも 1993 年から 1998 年の 5年間の変化をみると、リージョンⅢにおいては悪化し

ているのに対して、全国平均では両指標とも改善している（表 5-2）。このことから、本協力プ

ログラムが上位目標の達成に、現段階においては影響を与えるまでには至っていないと考えら

れる。 

                                                        
43 19 のパイロット RHU が所在する地方政府以外で、日本による協力案件（無償資金協力、JOCV 隊員派遣、開発福祉支援、

草の根無償等の案件）が実施されていない地域。無償資金協力は 83 サイト・83 地方政府に散らばっているため、州によっ

てはほとんどの地方政府にサイトがあるところもあり、「非裨益エリア」の選定はかなり限定されたものになった。 
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表 5-2 上位目標の指標と結果 

  乳児死亡率 5 歳未満児死亡率 

  1993 年 1998 年 1993 年 1998 年 

リージョン III 22.2 28.7 35.5 39.4 

全国平均 38.4 36.0 63.5 54.9 

出所： DOH, National Demographic Survey 1993、National Demographic and Health Survey, 1998 

注： 単位は 1000 出生当り 

 

（2）プログラム目標の達成度 

 プログラム目標は「リージョンⅢにおける、RH が向上する。」である。この達成度を測る指

標として、代表的な RH 指標のうちアンケートで入手可能な「現在の子供数」・「理想子供数」・

「避妊実行率」・「避妊方法」・「夫婦における子供の数の決定者」・「母乳授乳実行率」・「産前の

健診回数」・「産後の健診回数」を設定した（表 5-3）。 

 「夫婦における子供の数の決定者」・「母乳授乳実行率」・」「産前の健診回数」・「産後の健診

回数」については、「直接裨益エリア」の方が「非裨益エリア」よりも明らかに望ましい状況

であることから、本プログラムの裨益効果が少なからずあったと判断される（表 5-3、PLM２

も参照）。 

 「現在の子供数」・「理想子供数」においては、わずかに「直接裨益エリア」の方が少なく RH

の教育の成果とみえるが、「現在の子供数」と「理想子供数」の間にギャップがある者は「直

接裨益エリア」が 64％と、「非裨益エリア」よりも多い。これらの結果は「直接裨益エリア」

の回答者の方が比較的若いことに少なからず起因していると思われる。また、理想子供数と現

在の子供数に差がある者にその理由を聞いたところ、両エリアとも「経済的にこれ以上子供を

育てられない。」という者が一番多い。この結果から、RH の目標である「望む子供数を産み育

てることができる。」状況に至っていないという見方もできる。しかし、さらに詳細に理由を

みていくと、「直接裨益エリア」の「今子作り中だから。」という者や「まだ子育てする余裕が

ある。」という回答が多いことなどから、単に回答者がまだ若く 1-2 子を産んだかこれから産

むところである者が多いためとも考えられる。一方、「非裨益エリア」では「大家族志向」・「も

う一人男子または女子が欲しい。」など伝統的な家族観にとらわれている傾向や「FP をしなか

ったから」など RH に関する教育が行き届いていない実態がうかがえる。これらのことから、

両エリアを比べると「直接裨益エリア」の方が「非裨益エリア」よりも RH に対する認識が若

干高いという見方もできる。 

 避妊実行率については、「直接裨益エリア」の方が「非裨益エリア」よりもやや高く、これ

は 1998 年の全国平均（47％、図 2-5 参照）よりもかなり高い。しかし、避妊法をみると、両

エリアとも「性交中断」を含む自然法が多く（「直接裨益エリア」39％、「非裨益エリア」45％）、

これは 1998 年の全国平均 15％よりもかなり高く、自然法は失敗する確率が高いため、望まし

い状態とはいえない。これらは避妊手段の入手の困難さによるものか、知識不足によるものか
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は明らかではないが、いずれにせよ、さらなる RH 教育・サービスの必要性を示唆している。 

表 5-3 プログラム目標の主な指標と結果 

出所： 評価時のアンケート調査の結果 

注： *1 避妊実行率は現在妊娠していない人（直接裨益エリア：139 人、非裨益エリア：27 人）を母数とした。 

*2 本調査では妊産婦・若い年齢が多く、従って不妊手術実施者はいなかったものと思われる。 

 

（3）成果の達成度 

 成果 1 は「RH 分野における、サービスデリバリーのための基盤が整備される。」である。こ

の達成度を測る指標として、RHU に対する住民の満足度をみた（表 5-4）。 

 アンケート結果によると、RHU の「設備」・「投薬」に対する満足度は明らかに「直接裨益エ

リア」の方が「非裨益エリア」よりも高いが、他の項目ではほとんど差がみられなかった。こ

のことから投入によってすぐに成果が現れる項目は成果が出ているが、カウンターパート機関

の意識や地方政府のキャパシティの向上が必要とされる項目については、まだあまり成果が現

れていないといえる。 

 また、成果 1で最も大きな投入である無償資金協力については、ほとんどの施設でまだサー

ビスが開始されていないことから、本調査では成果を測れなかったが、今後大きな成果が現れ

ることが期待できる。 

表 5-4 成果 1の主な指標と結果 

 直接裨益エリア 非裨益エリア 

RHU までの距離 3.05 3.17 

診察までの待ち時間 3.06 3.03 

RHU の設備 3.07 2.50 

RHU の職員数 3.01 2.90 

RHU の投薬 2.74 2.27 
出所： 評価時のアンケート調査の結果 

注： たいへん満足/満足/やや不満/不満足をそれぞれ、4/3/2/1 として平均を求めた。（4点

満点） 

 

 

 

 直接裨益エリア 非裨益エリア 

現在の子供数 2.5 人 3.2 人 

理想子供数 3.4 人 3.7 人 

上記の数に差があ

る者の割合 

64％ 53％ 

その理由 

（複数回答） 

経済的に無理 33％、まだ子作り時

期 25％、子育てできる 9％等。 

経済的に無理 44％、大家族志向 19％、FP

しなかったから 13％、もう一人男子または

子が欲しい 13％、子育てできる 13％

避妊実行率*1 70％ 67％ 

避妊方法*2 注射 26%、ピル 23%、性交中断 19%、

その他の自然法 20％ 

ピル 50%、性交中断 28%、その他の自然

法 17％ 

子供の数の決定者 夫婦両方 85% 夫婦両方 67% 

母乳授乳実行率 93％ 79％ 

産前の健診回数 5 回以上 73% 5 回以上 55% 

産後の健診回数 1 回以上 56% 1 回以上 41% 
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 成果 2 は「RH 分野におけるサービス提供者の質が向上する。」である。成果 2 の主な活動実

績である研修受講者総数は、プロ技の延べ 1,357 名、開発福祉支援44の延べ 397 名45である。成

果２の達成度の指標として、これらの研修や日本人専門家による技術指導によってサービス提

供者の質が向上した結果、サービス受給者である住民の満足度があがったどうかどうかに着目

し、アンケートで RHU における「診察方法」・「治療方法」・「職員による情報提供」の満足度を

みた（表 5-5）。 

 3 項目とも「直接裨益エリア」の方が「非裨益エリア」よりも満足度が高いが、その差はわ

ずかである。また、RHU ごとに見る（表 5-6）と、「治療」や「職員による情報提供」に関して

は「非裨益エリア」よりも低い RHU がある。これらのことから、本協力プログラムはサービス

提供者の質の向上にはあまり貢献していないといえる。その理由として、日本人専門家は「本

プログラムによる影響よりも、地域の基本的な財政力、首長の方針、各 RHU の所長の意識・能

力による影響の方が大きいためではないか。」と指摘している。 

表 5-5 成果 2の主な指標と結果 

 

出所： 評価時のアンケート調査の結果 

注： たいへん満足/満足/やや不満/不満足をそれぞれ、4/3/2/1 として平均を

求めた。（4点満点） 

 

表 5-6 成果２の RHU ごとの結果 

項目 

 

施設名 

RHU の 

診察 

RHU の 

治療 

RHU 職員

による情

報提供 

Abucay RHU 3.17 3.17 3.00 

Capas RHU Ⅰ 3.03 3.03 3.10 

Lubao RHU Ⅱ 3.28 3.31 3.14 

Lubao RHU Ⅲ 3.17 3.21 3.17 

Orani RHU 3.00 3.03 2.93 

直

接

裨

益

エ

リ

ア Sta. Ignacia RHU 3.17 3.07 3.13 

非裨益エリア Sto. Tomas RHU 2.97 3.07 3.00 

全体の平均 3.11 3.13 3.07 

出所： 評価時のアンケート調査の結果 

注： たいへん満足/満足/やや不満/不満足をそれぞれ、4/3/2/1 として平均を

求めた。（4点満点） 

 

 成果 3は「RH 分野におけるサービスが提供される」である。この達成度の指標として、実際

にサービスが住民に届いたか、その結果住民の行動変容をもたらしたかどうかに着目し、アン

ケートにより「出産の場所」・「出産立会人」・「母子手帳使用率」・「成長記録表使用率」・「IEC

へのアクセス度」をみた（表 5-7）。 

                                                        
44 フィリピン小児病院案件と Regina Carmeli 大学案件。 
45 いずれも既存の報告書の中から拾い上げることができた数である。 

 直接裨益エリア 非裨益エリア 

RHU の診察 3.13 2.97 

RHU の治療 3.13 3.07 

RHU の職員による情報提供 3.08 3.00 
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 「出産の場所」については、「病院」が「直接裨益エリア」の方が「非裨益エリア」よりも

やや多い46。ハイリスク出産などのケースを病院へリファーする率が上がったため等原因はい

くつか考えられるが、その理由を明らかにすることはできなかった。一方、「出産立会人」に

ついては、医師または助産婦・保健婦など保健スタッフによる立ち会いが「直接裨益エリア」

で 93％47、「非裨益エリア」で 100％と高く、ほとんどの人が出産時において専門家による適切

なケアを受けているといえる。リージョンⅢは元々保健分野においてフィリピンの中でも進ん

だ地域であることから、すでにそのような環境が整っていたためとも考えられ、本協力プログ

ラムとの因果関係を明らかにすることはできなかった。 

 「母子手帳使用率」・「成長記録表使用率」については、「直接裨益エリア」の方が「非裨益

エリア」よりも使用率が顕著に高く、また「IEC へのアクセス度」についても、明らかにアク

セス度が高い。これらのサービスはプロ技や JOCV の中心的な取り組みでもあったことから、

本プログラムによる成果であると考えられる。 

表 5-7 成果 3の主な指標と結果 

 直接裨益エリア 非裨益エリア 

出産場所 病院 52%、自宅 47% 病院 41%、自宅 59% 

出産立会人 助産婦 56%、医師 36%、保健婦 1％ 助産婦 59%、医師 41% 

母子手帳使用率 69% 38% 

成長記録表使用率 73% 44% 

IEC へのアクセス度・総合*1 1294% 683% 

IEC 提供機関・RHU*2 739% 540% 

IEC 提供機関・学校*2 152% 107% 

IEC トピック FP166％、栄養 149% FP100％、栄養 77% 
出所： 評価時のアンケート調査の結果 

注： *1 は全手法・トピック・提供機関の延べアクセス度 

*2 は提供機関における全トピックの延べアクセス度 

 

 また、情報のアクセスに関して、「RH に関する情報をどのような機関から得たか、またその

手段は何か」という質問に対する回答をみる（表 5-8）と、機関では RHU が最も多く、ついで

BHS となっており、地域の身近な保健施設が情報の入手先として重要であることが分かる。さ

らに手段については、ポスターが最も多く、次に RHU の診察時にスタッフから直接口頭で得る

場合が圧倒的に多い。RHU で行った面接調査でも、医師や看護婦などから直接口頭で聞く情報

を希望する声が多く聞かれた。プロ技では当初から人形劇上演・ビデオ上映などさまざまな形

態の IEC 活動を積極的に展開しており、また、開発福祉支援でも IEC 活動は重要な活動と位置

づけきているが、成果 3 の結果からは、それらの活動よりも、RHU や BHS など身近な施設のポ

スターやスタッフからの情報など従来的・基礎的な情報提供の手段が効果的であることを示し

ているといえる。 

                                                        
46 RH においては、「出産は病院で行うべきである。」とは必ずしも考えられていない。 
47 残り 7％は伝統的産婆である。リージョンⅢでは伝統的産婆を対象とした研修プログラムが実施されており、適切な訓練

を受けていれば問題がない。しかし、本調査ではそこまでは確認していない。 



- 61 - 

表 5-8 RH に関する情報の入手先と手段 

手段 

 

 

 

 

 

 

入手先 

セ
ミ
ナ
ー 

人
形
劇 

ビ
デ
オ 

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ 

パ
ン
フ
レ
ッ
ト 

ポ
ス
タ
ー 

Ｉ
Ｅ
Ｃ
印
刷
物 

Ｒ
Ｈ
Ｕ 

ス
タ
ッ
フ 

保
健
ス
タ
ッ
フ
に
よ
る

家
庭
・
地
域
訪
問
等 

地
域
に
お
け
る
会
合 

マ
ス
メ
デ
ィ
ア 

専
門
家
に
よ
る
講
義 

Ｎ
Ｇ
Ｏ
の
広
報
・
教
育

活
動 

合 

計 

RHU 127% 0% 7% 6% 137% 225% 3% 190% 15% 20% 7% 3% 0% 739%

BHS 61% 0% 1% 1% 49% 165% 6% 70% 2% 19% 5% 3% 0% 382%

NGO 3% 0% 0% 1% 6% 2% 0% 0% 1% 0% 1% 0% 6% 21%

学校 12% 0% 4% 0% 15% 41% 3% 2% 14% 0% 7% 55% 0% 152%

出所： 評価時のアンケート調査の結果 

 

５－４ 協力プログラムの 5 項目評価 

（1）実施の効率性 

①投入の量と成果との関係 

 本協力プログラムの投入総額は、試算で約 33 億円（短期専門家派遣・研修員受入れに係る

経費と現地国内研修費用等は含まず）であった。効率性の客観的評価の材料として、裨益人口

一人当たりの投入量を算出したいところであるが、案件ごとに対象とする地域は異なり裨益対

象の定義が難しいことと、裨益対象である「15-49 歳の再生産年齢の女性及び 5歳未満の子供」

の人口の統計資料を入手することができなかったことから、裨益人口を正確に把握することは

できない。 

このような制約下で、本協力プログラムの効率性をおおまかに把握するために概算値を選出

してみると、リージョンⅢ全体（人口 779 万人）を裨益対象と仮定すると一人当たり 436 円、

また、特に大きな裨益があったと考えられるプロ技のパイロット RHU がある 13 の地方政府（人

口計 81 万人）を裨益対象と仮定すると一人当たり 4,190 円となる。 

 成果ごとの投入額試算48は、成果 1 が約 19 億円（内訳は、無償資金協力約 13 億円、その他

6 億円）、成果 2 が約 0.5 億円、成果 3 が約 2.5 億円、その他成果に分けられないものが約 11

億円（内訳は、プロ技の長期専門家派遣 9.6 億円：のべ 48 人・年等）であった（詳細は添付

資料３PLM2 参照）。これらを割合でみると、成果 1 が 58％、成果 2 が 2％、成果 3 が 8％、そ

の他が 33％となり、成果 1の基盤整備への投入の割合が大きく、逆に成果 2の人材育成への投

入が非常に少ないことが分かる。 

 投入量と成果の達成度が単純に比例するとはいえないが、成果 2に対する投入が極端に少な

いことは、成果 2の達成度が低いことの原因の一つであると考えられる。また、成果 1はすで

に達成度は高いが、成果 1の投入の約 7割を占める無償資金協力による大部分の施設が評価時

においてまだサービスが始まっていないことから、今後実際にサービスが提供されることによ

                                                        
48成果別の投入量を把握することは、現在の JICA のシステムでは、活動別の使途明細が出ないために不可能である。ここで

はできる範囲で投入額を細分化し、成果に振り分けたが、開発福祉支援・草の根無償資金協力については、基本的に投入明

細が入手できなかったために、その他成果に分けられないものに分類した。詳細は添付資料 PLM2 を参照されたい。 
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ってさらに成果が上がっていくものと予想される。他方、基盤整備に対する投入量が多くなる

ことは当然としても、成果 1に対する投入量がこれほど必要であったのかどうか、今後実施さ

れる類似した協力プログラムの評価結果などを参照しながら検証していくことが課題である。 

②投入のタイミング 

 図 5-1 により投入を時系列で概観すると、初期投入量が極めて少なく49、プロ技以外の形態

の援助が投入され始めたのは 1995 年になってからである。投入される援助形態の種類・量は

その時点から増加してきており、初期と現在では大きな差があることが分かる。一般のプロジ

ェクトの場合は、投入量は援助の初期の頃は基盤整備のために多くし、後半は相手国実施機関

に引き継いでしていくために減少させるという手法をとるが、本協力プログラムはその逆であ

る。今後プログラム計画の際には、プログラム全体の投入の種類・量・時期を援助形態別に吟

味することが重要になると考えられる。 

 また、開発福祉支援の 3つの案件の実施時期が集中しているが、目的に適合する NGO である

かどうか見極めるために NGO の選定には時間をかけるべきであることや、事業は継続すること

によって発展や修正が可能になることから、今後の同事業の実施の際に複数の案件の実施時期

は慎重に考慮すべき点である。 

 さらに、無償資金協力による施設の完成があと 1-2 年早ければ、プロ技や JOCV によってそ

の施設に対してソフト面からのサポート及びモニタリングが行われ、今以上に大きな成果を上

げることが可能であったかもしれない。ソフトとハードの投入の時期を考える上で重要な観点

であろう。 

③援助形態間の連携による効率性の向上 

本協力プログラムにおいては、4 章でみたように、主に以下のような援助形態間の連携がみ

られた。 

1） プロ技—無償資金協力（新設施設の職員の研修） 

2） プロ技—JOCV（活動地域の棲み分け、専門家から JOCV への情報提供） 

3） JOCV—特別医療機材供与（JOCV-FLI により機材の選定と活用・管理のモニタリング） 

4） プロ技—草の根無償資金協力（草の根無償資金協力案件の発掘数 23 件） 

5） JOCV—草の根無償資金協力（草の根無償資金協力で新設された施設の立ち上げ・運営・

モニタリング体制の支援） 

                                                        
49 初期投入の少なさはプロ技に限ってみても同様で、初期段階のフェーズⅠの終了時報告書には、「当初の 2 年間は業務調

整員と IEC 専門家の 2名が派遣されたのみで、立ち上がりは非常に遅かったといえよう。」と記載されており、チーフアド

バイザーが派遣されたのも 1995 年になってからであった。 
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 1）-5）の連携によって、少なからず相乗効果があり、協力プログラムとしての成果の発現

に寄与したものと推察される。例えば、3）や 5）において、投入された機材・資機材が JOCV
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の指導・モニタリングによってよりよく活用されるようになり、その結果サービスの拡大・向

上に結びついていることが報告されている。このことを応用した、開発福祉支援に対する JOCV

のモニタリングの実施や、無償資金協力で建設された新規施設のサービス提供に対するプロ

技・JOCV によるモニタリングの実施などの複数の援助形態の連携によって、一つの援助形態だ

けでは実現できなかった相乗効果を期待することができる。本格的なプログラム実施にあたっ

ては、ハードとソフトの投入をセットにすることは実施の効率性を高める重要なポイントにな

るといえる。 

④他ドナーとの連携による効率性の向上 

本協力プログラムにおいて、他ドナーとの連携は現場レベルにおいては実施されていること

が確認された（詳細は添付資料 2参照）。USAID との間では、特に GⅡ直後は拍車がかかり、例

えば保健ワーカー用教材を共同制作したり、JICA のプロ技から USAID のプログラムであるジョ

ン・ホプキンス大学 RH プログラムを通じて母子手帳 1万部を配布したり、USAID が開発した助

産婦自習システムの CD-Rom をプロ技が複製し全国の助産婦学校へ配布したり、その他、USAID

が支援している 3 つの NGO を草の根無償資金協力で支援したりしている（表 5-9、添付資料 2

も参照）。 

表 5-9 JICA（大使館）と USAID の連携実績 

JICA（大使館） USAID

保健ワーカー教材の共同開発
ジョンホプキンス大学RHプログラムと

保健ワーカー教材の共同開発

プロ技から 母子手帳を供与

（草の根無償） USAID支援のNGOを支援

（草の根無償のNGOへ） 開発した教育プログラムを供与

（草の根無償のNGOへ）
ジョンホプキンス大学RHプログラムの

開発した教材  

 

 UNFPA とは、プロ技が母親テレビ用教育ビデオを製作・提供し UNFPA が自分たちの活動地域

で配布したり50、UNFPA が日本の JOICFP に委託して実施しているプロジェクト（バタンガス市）

とプロ技のカウンターパート同士が訪問し合い技術交流を行ったり、また、プロ技側が UNFPA

が実施している RH 思春期プログラムを視察し、自分達の活動の参考としている。 

 しかし、いずれのドナーともプロ技フェーズⅡの後半は協調・連携はほとんど実施されてい

ない。その原因は、連携・協調を個人的なネットワーク・努力に頼っており、組織的・長期的

視点に立った計画に基づいて実施されてこなかったためと考えられる。本格的なプログラム形

成に際しては、他ドナーとの協調・連携はもちろんのこと、共同プログラムの実施なども視野

に入れた、包括的・総合的な計画とすべきである。 

 UNFPA の Dr. Moi（4 章参照）や元 UNFPA 職員で現在コンサルタント会社を経営する Ms. 

                                                        
50具体的には、プロ技が教育ビデオを製作し UNFPA がそのパンフレットを製作し、パッケージを作り、プロ技はリージョン

Ⅲへ、UNFPA は CAR リージョンへ配布した。 
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Ileto-Dumlao から、フィリピンにおいては、保健省・NEDA・人口委員会の職員が他のドナー機

関や USAID が協力する NGO などに転出している事例が少なからずあり、彼らのネットワークが

ドナー機関同士を結びつける触媒となっているという話を聞くことができた。これらの話から

の類推ではあるが、フィリピンの保健分野においては、第 2章で述べたような実績のなかで育

成されてきた人材間にはすでに人的ネットワークが形成されており、UNFPA や USAID などのド

ナーは現地スタッフを雇用することによって、彼らの人的ネットワークを活用した他ドナーと

の連携が進んでいるようである。JICA の現行制度では基本的に専門家として現地スタッフを雇

用することはできない51が、今後は他ドナーとの協調・連携に関して、現地スタッフ雇用は一

つの有効な手段となり得る可能性も視野に入れた柔軟な運営が望まれる。 

（2）目標達成度 

 「RH の向上」というプログラム目標は、「計画の達成度」のところでみたように、一定レベ

ル達成しているといえる。また、成果 1は最も大きな成果が上がっており、プログラム目標の

達成に最も大きく貢献としているといえる。また基盤整備があるからこそ、他の成果を上げる

ことも可能になったとも考えられる。成果 3 も「母子手帳使用率」・「母乳授乳実行率」・「IEC

のアクセス度」などの面で大きな成果を上げており、プログラム目標の指標である「子供の数

の決定者」及び「母乳授乳実行率」などの行動変容や、「産前・産後の検診回数」の向上に貢

献しているといえる。一方、成果 2に関しては今回の調査では成果の発現が確認されず、プロ

グラム目標に貢献したとはいいがたい。 

 また、成果 1と 3では一定の成果が上がっているにもかかわらず、プログラム目標の達成度

でみたように、家族観や避妊手法に変化がみられない理由として、成果 2の成果が現れていな

いことに加えて52、カトリック教会の考え方が根強く残っており、そのことが阻害要因として

働いていることが考えられる。 

（3）効果 

 「期待された正の効果」として「上位目標の達成度」をみると、「上位目標の達成度」のと

ころで述べたとおり、指標「乳幼児死亡率」の改善はみられない。期待された正の効果はまだ

発現していないといえる。 

 その他、確認された正の効果としては、プロ技で制作したビデオ（（1）実施の効率性の項参

照）が評判となり全国の保健・医療施設から入手を希望する問い合わせがあり 200 本以上が提

供されたこと、本プロ技とインドネシア・タイで実施しているプロ技のカウンターパート同士

が訪問し合い技術交流（南南協力）を行ったこと等がある。 

 また、プロ技によって開発された住民参加型活動（村落共同薬局 Botika Binhi 運営支援、

                                                        
51プロ技が雇用する者の中には、人口委員会の元職員やフィリピン大学の元研究者がおり、他ドナーに雇用されている知人

と面識もあるが、彼らは他ドナーとの協調・連携には有効に機能していない。その原因は彼らがプロジェクトの形成や運営

に責任ある立場で携わっていないことから、そのネットワークを活用する機会がないためと考えられる。 
52 5-3-(3)の成果 3 のところで、RH に関する知識は、診察の際 RHU のスタッフから直接得る場合が多いため、RH の正しい理

解の浸透には RHU スタッフの教育が有効であると考察している。 
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日本の NGO との連携によるバランガイ健康ワーカーの生計向上活動、NGO 連合体 Luznet の結成

と支援等）が注目され、日本から予想を上回る視察団・調査団（1997 年：34 件、1998 年：42

件）が訪れたことも正の効果である。プロ技には、プロジェクト終了までにそれらの活動から

得られた経験をとりまとめて、教訓として残すことが求められる。 

 なお、今回の調査では、負の効果は認められなかった。 

 以上のように目立った効果はまだ認められない。このことは、例えば、JOCV の活動が予想し

た以上に広域に波及効果があったとしても協力プログラムとしての対象エリアはより広域で

あるため効果の発現として評価されないことや、一般的には効果と評価されることが多い案件

間の連携もプログラム目標の達成に吸収されてしまいやすいなど、プログラム評価の際、配慮

すべき点と考えられる。 

（4）計画の妥当性 

①上位目標・プログラム目標の妥当性 

 上位目標・プログラム目標は、フィリピンの中期開発計画及び保健省の方針とも合致してお

り、現時点においても妥当である。 

②実施機関・最終裨益者ニーズとの整合性 

 現場レベルにおける実施機関（地域保健局、州保健局、RHU、開発福祉支援実施団体、NGO

等）のカウンターパートの評価は非常に高く、彼らのニーズとは合致しているといえる。一方、

最終裨益者である再生産年齢の女性のニーズをアンケート結果でみると（表 5-10）、52％が現

状のサービスで満足しているが、48％が新しいタイプのサービスを期待している。例えば、「女

性への暴力」・「医療に関する法律サービス」・「心理カウンセリング」などである53。これらに

関する活動を追加することによって、より妥当性の高い計画とすることが可能であると考えら

れる。このように、モニタリングを通して「成果」が「目標達成度」に結びついているかの検

証を行い、場合によっては各援助形態で行われている活動を見直すことが必要である。 

表 5-10 希望する RH 分野の他のサービス 

希望する他のサービス（複数回答） 
女性への暴力

に関する助言 

医療に関する

法律サービス

心理カウンセ

リング 

性教育 他の避妊方法 その他 ある ない 

35% 30% 34% 21% 2% 5% 48% 52%

出所： 評価時のアンケート調査の結果 

 

 案件形成における重要な示唆として、本調査中に得た情報を紹介したい。リージョンⅢに隣

接する CAR リージョンのベンゲット州における無償資金協力による州立病院の建設に関して、

保健省次官から「ベンゲット州立病院の建設に関しては保健省に対して事前に打診がなく実行

され、その結果、近接する既存の国立病院と競合することになった。また、同州は近代的設備

を有する大規模な同病院の維持・運営費が確保できなくなり、保健省へ支援を求めてきている。

                                                        
53評価調査団内でも「RH の向上」を達成するための手法に関して、母子保健だけでは不十分であり、男性の取り込みや思春

期の教育などの活動を盛り込む必要性が指摘されていた。 
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地方政府への支援においても保健省との連携・調整が必要である。」という発言があった。こ

のことに対して、同案件の実施促進に係わった無償資金協力部の担当者や元 JICA フィリピン

事務所員から、「保健省との協議の上で決定したものである。」との指摘があったが、現時点に

おいてこのような発言があるということは、保健省側にオーナーシップがないことの現れであ

り、また、サイト選定の妥当性、州財政等自立発展の可能性の検証が十分であったならば発生

しなかったであろう問題である。今後のプログラム形成の段階においては、裨益国の要請をそ

のまま受け入れるのではなく、専門的・広範な見地からの十分な検証を JICA 主導で行う必要

が再度認識されなければならない。また、この事例は、地方分権が進む国における協力の難し

さも示唆している。 

③日本の援助方針との整合性 

 現在、JICA は外務省の国別援助方針・国別援助計画に沿って、毎年「国別事業実施計画」を

策定している。フィリピンについては「2000 年度 JICA 国別事業実施計画」が 2000 年 5 月に

発表され、本評価実施時点ではこれに基づいて事業が形成されつつある。本調査の対象案件は、

同計画が策定される前に形成されたものであるため、その整合性を厳密に問うことはできない

が、参考までに照らし合わせてみると、基本的な方向性や分野は一致しているものの、「効果

的・効率的な事業実施のためのポイント」として挙げられている「移転した技術の普及」・「NGO

との連携」・「ドナー間調整」・「南南協力の推進」等の促進に関しては、計画的に実施されてい

るとはいえない。今後の協力プログラム展開においては、同実施計画を十分に念頭においた修

正が必要である。 

（5）自立発展性 

 協力プログラムの「自立発展性」については、基本的には案件（実施機関）ごとにみる必要

があると考える。 

①政策的側面 

 全案件ともに、本協力プログラムの目標はフィリピン政府の政策と合致しているため、協力

終了後も関係省庁の間接的支援は継続すると予想されるが、アロヨ新大統領の姿勢や 2001 年 5

月に予定されている上下院と地方政府首長の総選挙の結果によっては、政策変更の可能性もあ

り、また同国の経済状況にも左右されるため、未知数の部分が大きい。 

②技術的側面 

 プロ技についてはカウンターパートへの技術移転はほぼ完了している。また、技術移転され

た地方政府レベルのカウンターパートの定着率はよい。しかし、NGO をカウンターパートとす

る開発福祉支援・草の根無償資金協力については人材の定着については不安がある。また、施

設・機材の整備・更新・保守管理能力についてはカウンターパート機関による格差が大きいと

思われる。 

③組織的側面 

 基本的に地方政府には一定の行政能力があるが、地方政府の首長や各 RHU の長の保健行政に



- 68 - 

対する姿勢に左右される部分が非常に大きい。また、RHU・BHS レベルではサービスの格差が大

きく、今後はその差を縮めることが課題である。NGO については、母体が大きい NGO の組織力

は安定しているが、弱小・新興の NGO については未知数である。 

④財政的側面 

 個々の案件の協力終了後は、協力中と同レベルの財源確保は難しく、サービスの大幅な低下

が予想される。協力プログラムとしての財政的側面における自立発展性は低い。 

 

５－５ 総合評価 

 本協力プログラムは、今回検証できた範囲では、プロ技のパイロットサイトを中心に、RH

に関する住民の意識の変化や行動変容に一定の成果を上げており目標が概ね達成されている

ことが確認されたが、一方で地域差がある項目があることも確認された。また、設備や薬剤な

どの基盤整備やサービスの提供といった点では比較的大きな向上がみられたが、サービス提供

者の質の向上については顕著な改善がみられなかった。実施の効率性については、各案件間の

連携や他ドナーとの連携によって、協力プログラムとしてみると効率性が高くなっている部分

が確認されたが、投入する援助形態の選定や時期には効率の点でやや疑問がある部分もみられ

た。いくつかの点を改善あるいは追加投入すれば、協力プログラムとして効率的・効果的なも

のに発展できたと思われる面があり、このような評価は早期に行うべきであろう。自立発展性

については、各案件の自立発展性自体が不透明な部分が多い。しかし、今回実施したような評

価結果に基づいて、「協力プログラム」を管理・調整する人員あるいは機関の設置によって、

自立発展性は高まると考えられる。 

 

５－６ 協力プログラム評価に関する課題 

以下に、今回の評価過程でみえてきた、協力プログラム評価手法を開発する際のポイント・

課題とその対応等について整理した。 

（1）評価 5項目の捉え方の整理 

①実施の効率性と計画の妥当性 

 協力プログラム評価における実施の効率性と計画の妥当性については、もともと計画がない

ものを計画と照らし合わせるという矛盾を含んでいることから、今後の改善や類似案件への教

訓としてのフィードバックという観点でとらえるべきである。 

②実施の効率性 

 異なる援助形態間の連携及び他ドナーとの連携に関する効率性の定量的な分析が難しい。 

③目標達成度 

 協力プログラムによる成果と外部条件による成果との識別が難しい。 

④計画の妥当性 

 「協力プログラム」における計画のデザインの検証は、プロジェクトの評価よりもさらに多
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角的な視点で行う必要がある。例えば、セクター内/セクター間の連携の妥当性、投入する援

助形態の妥当性、プログラム管理・調整機能の妥当性等も考慮する必要がある。これらのプロ

グラム評価特有の視点を、ある程度共通項目として整理する必要がある。また、協力プログラ

ムの計画の妥当性がフィードバックに力点を置くことになるため、フィードバックの仕組みも

明確に示されなければならない。 

⑤自立発展性 

 個別の案件ごとに自立発展性をみた上で、さらに協力プログラムとして評価する必要がある。

その際、協力プログラムとしての管理・調整機能の存在が前提となる。 

（2）簡易な評価手法の開発 

一般的にいって、プログラム評価はプロジェクト評価よりもコストがかかることが予想され

る。時間的・予算的制約がある中で簡易で客観的な手法を工夫する必要がある54。 

（3）各案件のモニタリング方法の統一 

協力プログラム評価の最も基本的な情報源は、案件ごとのドキュメンテーションやモニタリ

ング・評価結果である。これらが十分に整備されていれば、協力プログラムの評価作業もさほ

ど困難ではないと思われる。まずは案件ごとにきちんとしたドキュメンテーションとモニタリ

ング・評価を行い、情報を整備していおくことが不可欠である。また、プログラム実施に向け

ては、援助形態間でも統一したモニタリング方法の確立が求められる。 

                                                        
54 USAID の Mr. Meline 氏は、その点に大きな関心を寄せていると同時に危惧している。「USAID でも、客観的な評価と、評

価のためのコストとのバランスについては、尽きることない課題である。」とコメントがあった。 
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第６章 今後の JICA の協力への提言・教訓 

 

６－１ フィリピンにおける母子保健・家族計画（RH）分野の協力方針への提言 

（1）プログラムデザインの再考 

 本協力プログラムの評価結果から、プログラム目標の指標である RH に関する女性の意識変

革や行動変容についてはあまり改善されていないことがわかった。その要因として、成果 2の

投入が少なかったために人材育成の成果が思うように上がっていないこと、成果 3で実施され

た IEC の効果があまり上がっていないこと等が浮かび上がってきた。特に IEC については、新

機軸の手法よりも従来的なポスターやRHUスタッフによる口頭による指導の方が圧倒的に認知

度が高かった。今後、本協力プログラムがより効果的・効率的に展開するためには、住民教育

に関わる人材育成の強化と、IEC の手法について再考する必要がある。また、RH 分野における

希望するサービスとして「女性への暴力」・「医療に関する法律サービス」・「心理カウンセリン

グ」など、先駆的サービスを望む者が相当数いることから、提供サービスの種類についても見

直す必要がある。 

（2）RH 分野におけるセクター内・複数セクターにわたるアプローチの必要性 

 RH 分野は、医学や保健分野のみならず、人口学・社会学・統計学・WID など学際的なアプロ

ーチが必要な分野である。また多岐にわたるセクターの総合的な取組みにより、より大きな成

果が期待できる。従って、JICA の協力においても、複数の事業部にまたがる援助形態（プロ技・

JOCV・個別専門家・開発福祉支援、無償資金協力の実施促進等）を有機的に連携させ、展開で

きる仕組みが必要である。さらに同分野に投入する専門家は、現在は医療関係者が中心である

が、人口学・社会学・統計学・WID などの専門家も積極的に投入していくべきである。また、

すべての案件において、プロジェクトの管理運営体制やカウンターパート機関のキャパシティ

ビルディング強化のために、開発学・経済学・行政学等の専門家の投入の検討も重要である。

これらを達成するためには、プログラムの導入が有効であろう。当面は、暫定措置として協力

プログラムとしてくくり、より効率よく、より大きな成果を出すための努力が求められる。 

（3）地方分権化が進む国での協力方針 

従来、JICA のプロ技においては、裨益規模を拡大するためにプロジェクトサイトで得た成果

をモデルとして、中央政府のカウンターパート機関を通じて全国展開するという構図を描いて

きた。今回の評価対象のプロ技のフェーズⅠからフェーズⅡの裨益地域の拡大も、同様の構図

に基づいて計画された。しかし、地方分権化によって保健省の権限が縮小し、一方でリージョ

ンⅢ内の保健行政の実施者である地方政府の実施能力がまだ十分に育ってない中で、従来の方

法では、ターラック州であげた水準の成果をリージョンⅢ全域に拡大することは困難であった。

またBenguet総合病院の事例でも中央政府と地方政府の調整が十分に機能していないことがう

かがえる。このような状況は、地方分権化が進められている多くの被援助国においてみられる

ことが予想され、分権化の進む国における技術普及のアプローチ（例えば、地方政府のキャパ
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シティビルディングの強化、地方政府から地方政府へと技術移転が促進されるための地方政府

間の連携強化、中央政府の調整能力強化等の支援策）を検討する必要がある。 

（4）NGO との連携 

 フィリピンにおいては、NGO が社会サービスの重要な提供者であることから、同国における

協力では NGO を上手に活用し、連携していくことが有効である。現在 JICA の援助形態では開

発福祉支援以外では NGO へ直接支援することが難しく、今回調査対象としたプロ技においては

既存援助形態を弾力的に運用して NGO の活用を行っていた。今後は現地 NGO との連携を積極的

に推進できるような援助形態の改善が必要である。 

（5）長期的視点 

RH 分野など国民の意識や行動様式の変容を要する協力分野においては、長期的な視点に基づ

く協力計画の策定が必要である。通常 5年のプロ技では不可能であっても、プログラムであれ

ば長期（10 年以上）のビジョンに基づく目標設定が可能である。また、協力期間後の被援助国

による自主的な展開を視野に入れた協力計画が求められる。 

 

６－２ プログラム実施へ向けての提言・教訓 

以下にプログラム実施へ向けての提言・教訓を記す。なお、提言・教訓の内容は 2000 年度

時点（評価時点）におけるプログラム実施の議論を踏まえたものであることを申し添える。 

（1）プログラム実施の必要性 

 1996 年 5 月の経済開発協力機構（OECD）の開発援助委員会（DAC）において、数値目標を設

定した成果重視の方向性が打ち出され、この流れを受け、欧米援助国・国際援助機関も「成果

主義の枠組み（Result Based Framework）」と呼ばれる手法を導入し、成果重視主義に転換し

てきている。また、数値目標達成のためには単体のプロジェクトによる協力から、プログラム

による協力形態へと移行している。 

 このような世界的潮流の中で、JICA としてもプログラムによる協力について検討を重ねて動

き出しているところである。しかしながら、本評価時点（2001 年度）では、まだはっきりした

青写真は示されておらず、評価団内でもプログラムという概念をめぐって相当議論があった。

JICA としては早急にプログラムの明確な骨格を示し、関係者に周知徹底すべきであろう。 

 前節で述べたように、暫定的には現在実施されている案件においても協力プログラムとして

整理し、今後の展開を見直すことが必要である。新規案件に関しては、国別事業実施計画に基

づいて、効果的・効率的なプログラムを形成していくことが求められる。 

（2）プログラムの実施体制の整備 

1）意志決定権の現場への委譲 

 効果的・効率的なプログラムの実施に際しては、より総合的な現地情報の把握とカウンター

パートとの綿密な調整が必要であるため、在外事務所と地域部への権限の委譲が必要である。 

 国連機関や他ドナー国は実践的な部分においては在外事務所への権限委譲が進んでいる。そ
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ういう世界的援助コミュニティの実態から、今回事情聴取した中でも「いくら JICA 事務所に

要望を伝えても本部には届かない、本部から派遣されてきた調査団へ要望を伝えても、その後

返事がない。」（リージョンⅢ地域保健局長）、「JICA の意志決定には時間がかかる。」（ADB、Mr. 

Jeugmans: Senior Social Sectors Specialist）、「JICA 事務所が OK でも、本部が NO というと

決定を覆されることがあり、慎重にならざるを得ない。」（USAID、Mr. Meline: Deputy Chief）、

という意見が聞かれた。これらの声は、権限が現場に近いところにないことで、①現場の声が

計画に反映されにくい、②意志決定に時間がかかる、③オーナーシップが醸成されにくい、④

他ドナーとの協調の機会を逸している可能性が高い、などの問題として整理される。これらを

解決するために、現地情勢に詳しく、素早い対応ができる在外事務所へ権限を委譲することが

必要である。様々な意志決定の権限を可能な限り在外事務所に委譲し､プログラム策定から実

施の一切、予算執行、さらには新任専門家や JOCV 隊員のブリーフィングなど在外事務所レベ

ルで柔軟で効果的な支援が行なえるような体制をつくるべきである。 

 現在の在外事務所員は 1人で多数の案件を担当しているのに加えて、権限が委譲されていな

いために意志決定の度に本部に判断を求める必要があり、そのための事務処理に忙殺されてお

り､個別案件へのきめ細かい対応が難しくなっている。事務所員の負担を減らし、柔軟で迅速

な対応のためにも現地への相当の権限の委譲が不可欠である。権限委譲に必要となることは、

本部と在外事務所の役割分担を明確に示すことと、本部と在外事務所との連携の強化である。 

 一方、在外事務所の権限委譲と同様の理由で、プログラムを機能させるためには、本部の地

域部の調整機能の拡充が不可欠である。援助国全体を鳥瞰しながら、本部関連部署との総合調

整、在外事務所との調整など、相当の手腕が要求されると同時に事務量も増すことが予想され

る。地域部の権限の強化と人員の補強が必要であろう。 

2）プログラム実施のための留意点 

本格的なプログラム導入を前に、プログラム形成・実施、モニタリング・評価の一貫したシ

ステム作りが急務であるが、そのシステム作りに際しては、以下の点に十分な配慮と検討が行

われるべきである。 

①オーナーシップの形成 

 プログラム方式の実施にあたっては、計画段階からカウンターパートを「巻き込む」にとど

まらず、「中心にした」参画を念頭において進めていくべきである。プログラム形成→実施→

モニタリング→評価まで一貫してカウンターパートを主体的とするオーナーシップ形成の仕

掛けが不可欠である。そのためには案件発掘・形成の仕組み、実施における専門家の関与の仕

方などに一定の指針を示す必要がある。 

②現地専門家の活用 

現地への権限委譲に際しては、現地窓口において専門的な知識をもった職員の配置が重要とな

ってくる。しかし、現在 JICA の一般的な在外事務所員の配置においては専門性を有する者は

多くなく、また専門性がある者でも専門と合致しない分野を担当する場合が多い。一方、多く
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の欧米援助国・国連機関においては、権限の現場への委譲に加えて、現地専門家の積極的な登

用を行っている。フィリピンにおける UNFPA や USAID が保健省と密接な対話を持ちながらきめ

細かい対応が実現できている大きな要因はそこにあった。また現地スタッフの投入はオーナー

シップを高める誘因ともなっている。 

本格的なプログラム導入に際しては、被援助国において情報網があり、専門的な見地から判

断できるプログラムオフィサーの配置が必要である。これらの条件を満たす者として現地専門

家の登用を検討すべきである。すでにフィリピンの HIV/AIDS 分野においては技術開発研究費

で、現地専門家の雇用が可能となっている55。他分野においてもこの考え方を取り入れた制度

作りが課題である。 

③案件の優先順位・自立発展性・効率性の吟味 

 現在、JICA の協力は被援助国との政策対話に基づく案件形成56を基本にしているが、政府の

要請をそのまま受けるのではなく、上がってきた要請を国別事業実施計画に照らし合わせ、さ

らにその優先順位を専門的見地で熟考し、総合的視野でプログラムを形成することが重要とな

る。そのために、十分なニーズアセスメント、立場の異なる利害関係者からの事情聴取、自立

発展性に重きをおいたフィージビリティ調査などが必要である。また、この作業の過程におい

ては、他ドナーの動向を十分に勘案し、地域や分野の重複を避け、場合によっては現在の援助

携帯の枠を超えて他ドナーと同様の枠組みで共同で展開するなどの工夫も必要である。 

④プログラムの管理調整機関の設置 

 本評価の対象である協力プログラムにおいては、実質的にプロ技が協力プログラムの管理調

整機能を果たしていた。本格的なプログラム実施にあたっては、その専門の機関の設置が不可

欠である。今回の協力プログラムの評価を通じて、特に「実施の効率性」や「計画の妥当性」

の観点から考察することは、協力プログラムの改善に有効であることが明らかとなった。プロ

グラムの管理調整機能を有した機関が、これらの評価結果をもとに、プログラムを修正するこ

とによって、より「実施の効率性」と「計画の妥当性」を高めることが可能となる。またこの

ような評価をモニタリングとして実施できれば、スムーズにフィードバックが行われ、プログ

ラムは有効に機能することが期待できる。さらにこの機関にはぜひカウンターパートを配置す

べできあると考える。そのカウンターパートに対して、セクター全体を視野に入れた行政の仕

組みを考えるきっかけを与えることになり、そのことによって、キャパシティビルディングが

強化につながり、その結果として自立発展性の向上が期待できるからである。また、本評価で

は案件ごとに自立発展性を評価するに止まったが、管理調整機関が適切に機能すれば、プログ

ラムとして自立発展性の評価も可能になると考えられる。 

 

（3）プログラム実施のための環境整備 

                                                        
55 その後、DOH の正規職員となり、移転された技術は定着している。 
56 JICA は、課題別要望調査において、援助形態別の個別案件ごとではなく、優先課題に基づく案件採択・実施のプロセスを

確立し、2001 年度から実施している。 
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プログラム実施に際しては、JICA 内の関連する体制の再検討が必要である。今回の評価調査

で、是非改善すべき点として挙がってきた項目は以下のとおりである。 

①ドキュメンテーションの整備 

 今回の評価調査を通じて、最も緊急に改善されなければならないこととして挙げられるのが、

JICA 案件のドキュメンテーションの整備である。1992 年からの対象案件の経緯・実績をまと

めた文書は極めて限られており、また 1つのプロジェクトを管理するする文書に書式・内容に

一貫性がなく、事業の全体像をつかむのに大変な苦労を要した。このことはプロ技関係者、JICA

関係者、フィリピン側カウンターパートとも認める事実である。JICA は 2001 年度からプロ技

の新規案件についてはすべてプロジェクトドキュメントを作成することとしているが、その実

施の徹底が急がれる。またプロ技以外の案件及び今後開始されるプログラムについても、統一

フォーマットによるドキュメンテーションの整備が喫緊の課題である。 

②人材リクルート・ストックの体制の確立 

JICA フィリピン事務所において、権限委譲に伴う不安材料として、本部の権限が縮小し日本

国内の専門家の発掘・送り出しに関するサポートが十分に受けられなくなるのではないかとい

う指摘があった。加えて、前節で述べたように RH 分野においては学際的な専門家の投入が望

まれるが、現在の本部における人的ストックはそれに対応できるほど十分ではない。さらにプ

ログラム案件においてはセクターを超えた人材の投入が必要になることが予想される。人的ス

トックについては、これまで以上に全 JICA 的に人材リクルート・ストック体制の早急な確立

が求められる57。現在、JICA で導入に向けて整備が進められているナレッジ・マネージメント

58においても人材情報の蓄積が計画されているようである。この充実と積極的な活用が望まれ

る。 

③専門家の支援体制の強化 

 プログラムの実施においては、専門家に対してはこれまでのような専門分野における知識に

加えて、より広範な知識や行動力が要求されることになろう。派遣前研修の充実に加えて、派

遣後においても必要な情報や支援が随時受けられるような体制が必要である。JICA が現在導入

を検討している「ナレッジ・マネージメント」の仕組みなども効果的に活用していくような指

導も必要である。 

④派遣期間の長期化 

 在外事務所員・専門家・JOCV 隊員59の赴任・任用に関して､効率性・効果の面から場合によ

っては当初派遣期間（現行最長 2年間）の延長を、必要に応じて容易に可能とする柔軟性が必

要である。 

                                                        
57 RH 分野に関しては、保健分野のみならず統計、人口問題、WID、村落開発など多岐にわたる人材が必要とされることから、

リクルートの難しさが指摘されている（岩崎英二(1997 年)「フィリピンにおける人口分野の国際協力に対する包括的取り組

みについて」『国際協力フロンティア No.5』国際協力事業団）。 
58 情報の蓄積、一元的管理、活用のためのデータベースシステム。 
59 現在派遣中の JOCV 隊員によると、かつては任期延長が比較的容易に認められていたが、現在は認められにくくなってい

るとのことである。 
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（4）モニタリング・評価手法の構築 

 プログラム協力実施に係るモニタリング・評価手法について早急に具体的なガイドラインが

示されるべきである。本評価調査では、協力プログラムの 5項目評価を試みた。プログラムと

しての管理調整機能があれば、プログラムにおいてもプロジェクトと同様の 5項目評価手法が

適用できることが分かった。プログラムとしての管理調整機関を設置した上で、モニタリン

グ・評価手法の構築が急務である。また、プログラムとしての評価のためには、各案件の十分

なドキュメンテーション・モニタリング・評価の蓄積が不可欠である。そのためには、現在、

プロ技で進められているドキュメンテーション・評価手法の徹底に加えて、すべての援助形態

で統一的なドキュメンテーション・モニタリング・評価の包括的な手法の構築が必要である。 

 

６－３ 今後の日米連携、他ドナーとの連携に係わる提言 

（1）日米連携（USAID 連携） 

 今回の評価対象分野であった RH 分野においては、GⅡを追い風にしながら過去に協調協議を

重ね、現場レベルでは実際に教材の交換やその他の連携も実施してきた実績がある。しかし、

これらの協調・連携は専門家などの個人的なネットワークに依拠するところが大きく、またそ

こで得られた経験・教訓は十分に蓄積・記録されてこなかった。そのため、人が変わると活発

だった連携が途絶え、風化してきているのが現状である。 

 また、USAID が実績をあげている徹底した成果主義に基づく戦略策定、オーナーシップの醸

成手法、モニタリング／評価体制、指標の設定等、これまで JICA においては十分な蓄積がな

されていなかった点に学ぶべきところは多い。 

 さらに、日米両国とも ODA を取り巻く財政状況は厳しいことから、相互補完できる部分（地

域区分・活動区分、開発された教材等の共有等）は補完していくことが求められている。 

 以上の状況から、JICA としては USAID とこれまで以上に組織的な協調・連携体制を築くこと

で、多くの成果が期待される。 

（2）他ドナーとの連携 

 各ドナー間の調整は、フィリピンの中央政府（保健省・人口委員会）により、地方政府との

調整を含めて行なわれるべきものであるが、現在の保健省に十分な能力がなく､各ドナーとの

対話・調整作業はごく限られている｡一方、UNFPA・USAID なども JICA の活動に関する情報を望

んでいるが、JICA の窓口をつかめないでいる｡ 

以上の現状を踏まえて、ドナー間の援助の重複を避け、資金の効果的な運用を図るために、

プログラム導入の際には、他の主要ドナーの計画・活動方針、実施手法、モニタリング・評価

手法、プロジェクト実績などを十分に把握することが大切である。その上で、早急に調整・協

議の体制作りに着手することが必要である。 
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主要面談者リスト 
1. フィリピン側 
国家経済開発庁 National Economic Development Authority (NEDA) 

Lourdes Eudela Supervising Economic Development Specialist, Project Monitoring Staff 

(PMS) 

 

保健省 Department of Health (DOH) 

Antonio S. Lopez Undersecretary of Health 

Bernardino M. Aldaba Head Executive Assistant 

Florina Trinidad Medical Officer VII, Bureau of International Cooperation 

Asuncion Anden Multi Media Center, National Center for Health Promotion 

 

人口委員会 Population Commission (POPCOM) 

Tomas M. Osias Executive Director 

 

リージョン III 保健事務所 Regional III Center for Health Development 

Ethelyn P. Nieto Regional III Director for Health Development 

 

Pampanga 州保健局 Provincial Health Office, Pampanga 

Ernesto P. Santos Provincial Health Officer 

Zenaida Cimafranca Nutritionist & Dietitian, Pampanga Provincial Hospital 

 

Bulacan 州保健局 Provincial Health Office,Bulacan 

Carlito Santos Provincial Health Officer 

Jocelyn E. Gomez DOH Representative, Provincial Health Team Office 

Frida V. Rufane Nurse IV, PHO 

Alex R. Espiritu Engineer III, PHO/Technical 

Prima Leal Chua Rural Health Nurse, Guiguinto RHU II 

Claire Alviar Rural Health Physician, Guiguinto RHU III 

 

Tarlac 州保健局 Provincial Health Office, Tarlac 
Ricardo P. Ramos Provincial Health Officer 

 

Bataan 州保健局 Provincial Health Office, Bataan 
Esperanza Fua Provincial Health Offider I 

 

City of San Jose del Monte 

Eduardo Roquero Mayor 

Marianito Canonigo City Administrator 

Bethaida B. Banaag City Health Officer, RHU II 

Josenito O. Fernando Sanitation Inspector 

Leonardo G. Astete Rural Health Physician, RHU I
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City of Sta. Ignacia 

Reynald Modomo Mayor 

 

Municiparity of Guiguinto 

Kgg. Ambrosio C. Cruz, Jr. Mayor 

 

Capas RHU I 

Carlos Balmores Municipal Health Officer 

 

Capas RHU II 

Bienvenida Cabeson Rural Health Officer 

 

Lubao RHU II 

Corazon Co-Dabu Rural Health Physician 

 

Lubao RHU III 

Corazon Co-Dabu Rural Health Physician 

Ching Yalung Nurse 

 

Sto Tomas RHU 

Henry Garsin Municipal Health Physician 

Zenaida Cimafranca Nutritionist & Dietitian, Pampanga Provincial Hospital 

 

Abucay RHU I 

Irma Mendoza Municipal Health Officer 

 

Orani RHU 

Florante Q. Cruz Municipal Health Officer 

 

Sta. Ignacia RHU 

Murdes V. Muntinig Rural Health Nurse 

Cifrina S. Ramor Rural Health Nurse 

 

Philippine NGO Council on Population, Health & Welfare Inc. (PNGOC) 

Eden R. Divinagracia Executive Director 

 

Friendlly Care Foundation, Inc. (FCFI) 

Juan Antonio A. Perez III Director, Health Standards Division 

Ma. Nilda Ruiz Lambo Director for Affiliation & Franchise 
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フィリピン小児病院 Children's Medical Center Philippines(CMCP) 

Fe del Mundo President and Chief Pediatrician 

Gildh B Villafnerte Chief Accountant 

Luz Pevita Cruz Project Manager 

Mercedita P. Galvez Municipal Health Officer 

 

レジナ・カルメリ大学 University of Regina Carmeri(URC) 

Sr. Carmeri Ma. Catan President 

Belen B. de Jesus Excutive Vice President 

Maria Girlie D. Gualberto Project Coordinator, URC-JICA MCH Project 

 

Nutrilinc (NGO) 

Danny S. Mercado Finance Officer 

Nerissa V. Salvacion Plant Manager 

 

Global Network for Social Development Corp. 

Ma. Florina Ileto-Dumlao President & CEO/Former UNFPA-JICA Program Coordinator 

 

2. アメリカ側 
米国国際開発庁 U.S. Agncy for International Development (USAID) 

Jed Meline Deputy Chief, Office of Population, Health & Nutrition(OPHN) 

Corazon R. Manaloto Public Health Advisor, OPHN 

Ephraim Despabiladeras Staff, OPHN 

Gil R. Dy-Liacco Development Assistance Specialist, Program Rresource Management Office 

 

Management Sciences for Health(MSH) 

Jose R. Rodoriguez Chief of Party, Program Management Technical Advisor Team (PMTAT) 

Robert J. Timmons Deputy Chief of Party/Technical Director 

Cecilia M. Lagrosa Quality Assurance Advisor 

Florante P. Magboo Matching Grant Program Advisor 

 

3. 国際機関 
国連開発計画 United Nations Development Programme (UNDP) 

Terence D. Jones Resident Representative/Resident Coordinator 

Yumi Kanda Programme Manager 

 

国連人口基金 United Nations Population Fund (UNFPA) 

Uyen Luong Resident Representative 

Cecilia N. Lantican National Programme Officer for Advocacy 

Moises Samonte Serdoncillo Programme Officer, Programme Manegement Team 

 

アジア開発銀行 Asian Development Bank (ADB) 

Jacques Jeugmans Senior Social Sectors Specialist 
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Kus Hardjanti Health Specialist 

 

4. 日本側 
在フィリピン日本国大使館 

三宅 邦明 二等書記官 

小西 洋子 草の根無償担当官 

 

JICA フィリピン事務所 

小野 英男 所長 

萩原  知 次長（企画・青年海外協力隊担当） 

升本  潔 次長（企画班長） 

有本 祐子 所員（企画班） 

吉田 友哉 所員（業務班-保健医療担当） 

原田 陽子 企画調査員（NGO/地方自治体連携促進） 

Maita Alcampado Project Liaison Officer 

齋藤 裕子 協力隊調整員 

 
家族計画・母子保健プロジェクトフェーズ II 

湯浅 資之 チーフアドバイザー 

成瀬  章 業務調整 

小村 陽子 母子保健 

佐藤 祥子 GAD/啓蒙普及 

九里 武晃 家族計画・母子保健 

柴田 貴子 公衆衛生 

Grace P. Dino Program Officer 

Cecil Cinense Program Officer 

 

JOCV 隊員 

鈴木 寛正 シニア隊員 

竹内三保子 看護婦隊員 

宮岡由香里 看護婦隊員 

大塚 一美 看護婦隊員 

山田 智康 元シニア隊員（村落開発普及） 

 

女性と健康ネットワーク (NGO) 

兵藤 智佳 理事 
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援助形態別実績 

1. プロジェクト方式技術協力 
 

フェーズ I 概要 
プロジェクト名 フィリピン家族計画・母子保健プロジェクト Phase I 

Family Planning and Maternal and Child Health Project in Philippines 

RD 等署名日 1992 年 3 月 11 日 

協力期間 1992.04.1-1997.03.31 

プロジェクトサ

イト 

マニラ市 

ターラック州（RegionⅢ） 

相手国実施機関 保健省（Department of Health)  人口委員会(POPCOM)   

ターラック州政府(Tarlac Provincial Government） 

日本側協力機関 厚生省、国立公衆衛生院、AMDA、他 

要請背景 我が国が 1981 年から 7年間に亘り協力を行った「家族計画プロジェクト」により、モデル地区（当初 2 地

区、後に 11 地区に拡大）において、母乳利用率の増加、避妊具利用率の増加、妊婦死亡率の減少等の具体的

な成果が得られた。 

フィリピン政府はその成果を踏まえ、さらに地域保健活動の活性化を図り、母子保健サービスを強化して、

家族単位での住民の福祉の向上を達成することにより、同国の人口政策に寄与すべく、我が国に対して協力

を要請してきた。 

目標と期待され

る成果 

ターラック州を中心に地域保健活動の推進と母子保健サービス・デリバリーシステムの強化を図る。 

①家族計画・母子保健に係る提供システムの改善 

②家族計画・母子保健サービス従事者の能力向上 

③住民参加の促進による地域保健活動の強化 

投入 ①長期専門家： 

チーフアドバイザー 花田  恭(1995.05.15-1997.03.31) 

業務調整      碇  賢治(1992.07.01-1997.03.31） 

IEC         田口 明男(1992.11.25-1997.03.31) 仲森麻也子(1996.04.01-1997.03.31) 

公衆衛生      山田智恵理(1994.03.01-1995.07.31) 

母子保健/家族計画   田中 政宏(1996.04.01-1996.03.31) 井上  肇(1994.04.16-1996.03.31) 

津曲 兼司(1996.03.18-1997.03.31) 岩永 資隆(1996.03.24-1997.03.31)  

②短期専門家： 

衛生統計 4名/健康教育 2 名/公衆衛生 9名/母子保健 2 名/IEC 関連 9 名/その他 1 名(いずれも延べ人数) 

③研修員受入：母子保健 11 名、IEC 関連 7 名 

④機材供与（千円） 内本邦調達分 18% 

 予算年度 1992 1993 1994 1995 1996 合計 

  99,574 35,744 106,705 40,968 39,647 322,638 

主な機材： 医療機材、IEC 機材、製本機、PC 等オフィス関連、車両 

 

⑤現地活動経費（千円） 1992 1993 1994 1995 1996 合計 

 一般現地業務費 2,500 4,896 11,940 11,940 9,500  

 貧困対策費 1,500 2,214 - - -   

 現地研究費 7,329 - - - -   

 現地セミナー費 1,870 1,800 - - -  

 応急対策費 3,164 - - - -  

 技術普及広報費 - 1,700 - - -  

 技術交換費 - 1,722 1,050 - 918   

 啓蒙活動普及費 － 1,300 4,664 5,213 5,500   

 中堅技術者養成対策費 - - 7,338 5,569 4,410  

 草の根展開支援費 - - - 4,973 3,003 

 視聴覚教材整備費 - - - 3,473 4,964  

 プロジェクト基盤整備費 - - - 15,400 -   

 現業費臨時支給 - - 1,194 1,578 1,511   

  合計 16,363 16,682 26,186 48,146 29,806   134,133  

活動  

1. 家族計画・母

子保健サー

ビスの推進

と供給体制

のレベルア

ップ 

①機材供与 

②母子保健センターの整備 

 竣工：96.1.26 

 総面積：343.89M2 

 ロビー／ライブラリー／セミナールーム 3室／予防活動推進センター／診療室 3 室／待合室 

③1996 年 DOH 内にメディアセンター設立。メディアセンターの充実とスタッフ研修。 

④日本人専門家の派遣 

2. 住民参加の

促進 

①母子手帳プログラム（パイロット地区： Ramos 町・San Jose 町の 19 barangay） 

1)母親学級の参加者数（母子保健キット配布） 

 1994 年度 994 名 

 1995 年度 2,805 名 
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 1996 年度 308 名 

2)関連活動 

 1994 年度  母子手帳（タガログ版）の作製 1,000 部 

  研修 保健婦 6 名／助産婦 13 名／保健ワーカー144 名 

 1995 年度  母子手帳を助産婦学校連盟に配布 10,000 部 

②共同薬局プログラム 

 共同薬局開設 

 1994 年度  2 か所 

 1995 年度  8 か所 

 他研修開催 

③家族計画自然法 

家族計画自然法実践家族指導 

 1994 年度 約 100 

 1996 年度 約 200 

④関連活動 

 1994 年度  家族計画自然法指導者育成 ボランティア 5名 

  家族計画自然法研修 州家族計画官 24 名 

 1995 年度  家族計画自然法ワークショップ 州家族計画官 22 名 

 1996 年度 家族計画自然法指導者育成 ボランティア 15 名 

  ボランティア夫婦研修 ボランティア 15 名／夫 5 名 

3. 研修活動 ①助産婦活動改善プログラム 

 1994 年度 助産婦研修（ICS） 8 回/延べ 202 名 

 1995 年度 保健婦研修（ICS 指導者） 保健婦 7 名 

②栄養活動プログラム 

 1996 年度 

 栄養セミナー 州自治体保健官等 63 名 

 栄養活動研修 助産婦 20 名 

③技術交換事業 

 1993 年度 インドネシア家族計画・母子保健プロジェクト 

 保健省カウンターパート 1名 

 州カウンターパート 3名 

 1994 年度 タイ家族計画プロジェクト/公衆衛生プロジェクト 

 保健省カウンターパート 1名 

 州カウンターパート 3名 

 1995 年度 国連人口活動基金（JOICFP 支援）バタンガス州 

 家族計画・母子保健プロジェクト 

 州保健ボランティア 18 名 

 州保健局スタッフ 4 名 

 JICA 専門家 3 名 

④家族計画継続教育プログラム 

 1994 年度 家族計画研修指導者研修 州保健官 15 名 

  中堅技術者管理研修 州保健官 14 名 

  結婚前カウンセリング研修 州家族計画官 24 名 

 1995 年度 家族計画基礎継続研修 州家族計画官 19 名 

  家族計画基礎継続研修 助産婦 72 名 

  家族計画総合研修・実習 保健婦・保健所看護婦・医師 20 名 

  避妊注射法研修 州保健官・保健所看護婦 60 名 

 1996 年度 避妊注射法研修 保健婦 72 名 

⑤保健担当官セミナー 

 1992 年度 人口と開発セミナー 

 1993 年度 人口と開発の保健行政への統合セミナー 

4. モニタリン

グ・評価 

①基礎調査 

 1993 年度 企画・実施 

  フォーカスグループディスカッション 母親／保健従事者／自治体行政官 

  Barangay 長と産婆への面接調査 16barangay 

  サンプル出生力調査 2,000 世帯 

  保健所全数調査（設備・人員・機能等） 30 か所 

 1994 年度最終報告書 

②助産婦のニーズアセスメント調査 

 1994 年度 

  調査技術の訓練 助産婦 60 名 

  アンケート調査 Barangay 長 46 名 

  面接調査 母親 420 名 

  研修前後の知識の変化テスト 

  助産婦活動の保健サービス指標の開発 

③小児の栄養状態基礎調査 

 1995 年度 6 Barangay・600 名 

  11 歳以下の男子及び 10 歳以下の女子の身長・体重・上肢回りの測定 
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  父母の職業と最終学歴の調査 

④保健所支所モニタリング 

 1995 年度 保健支所での保健活動指標の図表化 

 1996 年度 助産婦活動モニタリング 

⑤評価調査 

 1996 年度 フィリピン大学人口研究所協力による第三者評価資料 

  フォーカスグループディスカッション 母親／保健従事者／共同薬局加入者 

  面接調査 自治体担当官・病院来訪者 

  アンケート調査 保健婦と助産婦全員 

5. IEC 教材の開

発・制作 

①IEC 教材開発 

1)ビデオ教材 

 1993 年度 JICA プロジェクト紹介(A New Initiative) 英語 20 分 

  予防接種(Isang Bakuna, Isan Buhay) タガログ語 10 分 

 1994 年度 助産婦の一日(Bawa’t Pintig Buhay) タガログ語 20 分 

  火曜日は妊婦の日(Pre-natal Care) タガログ語 10 分 

 1995 年度 母乳(Petra) タガログ語 10 分 

  コレラ予防(Prevention of Colera)  タガログ語 10 分 

  家族計画キャンペーン(Health Worker; Bayani ng FP) タガログ語 20 分 

  家族計画全国キャンペーン(PFPP) 英語 20 分 

  共同薬局プログラム(Binhi goes to Thrlac) タガログ語 15 分 

  急性呼吸器疾患対策(Control of ARI) タガログ語 22 分 

  母親参加(Mother’s Class)  タガログ語 15 分 

 1996 年度 栄養 タガログ語 15 分 

  生活衛生 タガログ語 17 分 

  安全な妊娠 タガログ語 15 分 

2)ラジオ教材 

 1993 年度 予防接種キャンペーン(NID Comedy Radio Spot) タガログ語 1 分 

  予防接種キャンペーン(NID Announcement Spot) タガログ語 1 分 

3)印刷教材 

 1993 年度 プロジェクト紹介パンフレット 1,000 部 

  ポリオキャンペーン用ポスター 23,000 枚 

  幼児用身長計(ハイチャート) 1,000 部 

  ビタミン A推奨ポスター 1,000 部 

  1994 年カレンダー 1,000 部 

  FP/MCH ミニライブラリー 300 セット 

 1994 年度 1995 年カレンダー 1,000 部 

  MCH ハンドブック 1,000 部 

 1995 年度 体温計使用法ステッカー 3,000 枚 

  1996 年カレンダー 2,000 部 

  FP/MCH ミニライブラリー寄贈 JHEPIGO：400 セット 

②キャンペーン協力 

MCH キャンペーン「火曜日は妊婦の日」 

 1994 年度 1)ターラック州で委員会設立 

  2)マスメディアキャンペーン 

   ラジオ番組出演（州保健局長） 1 時間×5日 

   放送/新聞用マニュアル 50 部 

   ポスター 1,000 部 

   街頭垂れ幕 100 枚 

   ステッカー（バス、ジプニー用） 1,000 部 

   映画館用宣伝スライド 10 部 

  3)住民アプローチ 

   ビデオ教材制作 10 分（タガログ語） 

   ビデオ上映会 10 会場・2,300 人 

   コミック制作/配布 5,000 部 

  4)広報 

   記者会見（州保健局長、保健省保健教育官、JICA 専門家） 

   ラジオ（DZXT 局）生放送 

   Tarlac Cable TV 放送 

   新聞 5社よりの取材 

  5)特別プログラム 

   ポスターコンテスト/入賞ポスターパネル展、フリーマーケット、 

   キャンペーン歌合戦、街頭パレード 

   キャンペーン集会(保健大臣,次官,州知事,JICA 次長) 1,000 名 

 1995 年度 看板設置、ラジオ放送、チラシ配布、保健ワーカーに教材配布、ビデオ上映会 

③ビデオ上映会 

 1993 年度 33barangay 5,700 人 

 1994 年度 60barangay 9,950 人 

 1995 年度 38barangay 6,630 人 
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 ＊上映プログラム NID（全国予防接種キャンペーン）強化 1993 年度 

   MCH キャンペーン（火曜日は妊婦の日） 1993/94 年度 

   保健強化キャンペーン 1993/94/95 年度 

   急性呼吸器疾患対策 1993/94/95 年度 

④研修室の整備 

 ターラック州病院内研修室の改装及び整備 

  研修室(A) 100 名収容 

  研修室(B) 40 名収容 

  研修室機器操作室 

⑤IEC 研修 

 1993 年度 OHP プレゼンテーション手法 保健省スタッフ 20 名 

 1994 年度 音声付きスライド制作技法 保健省スタッフ 75 名 

 1995 年度 ビデオ編集機器操作研修 保健省スタッフ 75 名 

  ビデオ音声録音・編集技法 保健省スタッフ 75 名 

⑥IEC 会議 

 フィリピン NGO 評議会（PNGOC）主催、DOH・UNFPA・JOICFP・JICA 後援 

 第 1 回会議 1995.11.06-11.08 IEC インベントリー作製担当 

 第 2 回会議 1996.03.28-03.29 リプロダクティブへルス活動案策定 

⑦保健情報誌作成 

 1995 年度 公衆衛生協会から季刊誌を発刊 

6.その他 ①エイズ対策プログラム 

 1995 年度 エイズフリップチャートの開発・制作 300 部 

   州内の保健支所・学校に配布 250 部 

  エイズ予防指導者研修 州家族計画官 33 名 

実績・その他 ①母子手帳プログラム 

1)1995 年度の草の根展開支援事業により、助産婦学校連盟と JHEPIGO（ジョンホプキンス大学リプロダクテ

ィブ・ヘルスプログラム）を通じて全国の助産婦学校に 10000 部配布。 

2)1997 年 3 月のプロジェクト終了時までに約 700 名以上の妊婦が登録され、述べ 4000 名近い女性が母親学

級に参加。 

②母子センターの拠点機能を活用 

保健サービスと医療ケアの統合を目指す州の基盤整理に寄与。また待合室ではビデオによる視聴覚健康教

育が実施されている。 

③共同薬局プログラム 

NGO との連携、住民参加活動の 1 つの柱となる。 

④ニーズ分析によって本プロジェクトのプログラム企画に寄与 

UPPI との連携により研究機関との連携にも実績。調査技術の訓練を助産婦に実施したので、助産婦の日々

の活動におけるモニタリング活動にも寄与。 

⑤技術交換事業 

インドネシア・タイ・バタンガス州の各プロジェクトとの相互交流は C/P の刺激になっており、本プロジ

ェクト活動に好影響を与えた。 

調査団等派遣 1991.11： 事前調査、1992.03： 実施協議、1993.09： 計画打合せ、1994.09： 巡回指導、 

1995.10： 巡回指導、1996.08： 評価調査（PhaseⅡの事前調査を兼ねる） 

他の経済・技術

協力との関係 

①フロントライン計画 JOCV 隊員 

他機関との関係 ①USAID（ジョンホプキンス大学リプロダクティブプログラム及び人口情報サービスプログラム）との連携 

②UNFPA と JOICFP（バタンガスの 2 町でのプロジェクトと技術交流）との協力 

③POPCOM との連携による現地国内研修の実施 

④SMBK(NGO)との村落共同薬局設立支援 

 

フェーズ Ⅱ 概要 
プロジェクト名 フィリピン家族計画・母子保健プロジェクト PhaseⅡ 

Phase Ⅱ of the Family Planning and Maternal and Child Health Project in Philippines 

RD 等署名日 1997 年 4 月 1 日 

協力期間 1997.04.01-2002.03.31 

プロジェクトサ

イト 

マニラ市 

6 州（RegionⅢ）：Bataan, Bulacan, Nueva Ecija, Pampanga, Tarlac, Zambales 

相手国実施機関 保健省（Department of Health）・人口委員会(POPCOM) ・6 州政府 

日本側協力機関 京都大学、大阪大学、AMDA、他 

要請背景 フィリピン政府は、ラモス政権下で 1994 年に新たな人口政策を発表し、伝統的な家族についての価値観を

尊重する一方、カイロ人口会議の中心議題であるリプロダクティブヘルスの視点、すなわちこれまでややも

すれば開発途上国の人口政策が、マクロ的視点からのみ行われ、女性の健康や立場を軽視しがちであった反

省に立ち、個人に配慮した人口家族計画対策を実施する方針をとるに至った。 

我が国が、1992 年から 5 年間に亘り、リージョンⅢのターラック州において、プロ技「家族計画・母子保

健プロジェクト」を実施してきた実績に基づき、フィリピン政府は同プロジェクトの成果をより広域に波及

させるために新たな協力を要請してきた。 

目標と期待され

る成果 

ターラック州をモデルとして得られた成果を、リージョンⅢの全州に普及することにより、リージョン全

体でのリプロダクティブヘルスの向上を図る。 

①プロジェクトの運営・客観的評価の改善 
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②技術訓練・情報交換・技術移転を通じた保健従事者の人材養成 

③保健プログラムを運営する地方政府職員の能力向上 

④住民参加による地域住民の健康状態の改善 

⑤啓蒙普及教材の配布 

投入 ①長期専門家： 

チーフアドバイザー  花田  恭(1997.04.01-1999.09.30) 湯浅 資之(1999.09.15-2002.03.31) 

業務調整       碇  賢治(1997.04.01-1999.08.31) 成瀬  章(1999.08.17-2002.03.31) 

IEC          田口 明男(1997.04.01-2000.03.31) 仲森麻也子(1997.04.01-1998.03.31) 

母子保健/家族計画   小村 陽子(1998.07.01-2002.03.31) 岩永 資隆(1997.04.01-2000.03.31) 

九里 武晃(1999.03.15-2002.03.31) 

WID          佐藤 祥子(1998.07.01-2002.03.31) 

公衆衛生       柴田 貴子(2000.03.28-2002.03.31) 

②短期専門家： 

衛生統計 2 名/公衆衛生 9 名/家族計画・母子保健 8 名/IEC 関連 2 名/WID2 名/その他 1 名（2000 年度まで

の実績、いずれも延べ人数） 

③研修員受入れ： 母子保健 11 名、IEC 関連 7名 

④機材供与（千円） 内本邦調達分 18% 

 年度 1997 1998 1999 2000 2001 合計 

  40,041 35,986 38,129 30,000   

主な機材： 

⑤現地活動経費 1997 1998 1999 2000 2001 合計 

 一般現地業務費 5,500 5,500 5,500    

 （同補正）  25,001 

 貧困対策費       

 現地研究費       

 現地セミナー費      

 応急対策費       

 技術普及広報費       

 技術交換費   1,003     

 啓蒙活動普及費 6,000 4,824 6,000     

 中堅技術者養成対策費 12,338 9,378 7,772     

 草の根展開支援費 3,000 2,645 3,000    

 視聴覚教材整備費 5,122 4,845 5,218    

 住民活動基盤強化費  974 4,500     

 住民活動基盤強化費(繰越分)   2,941     

  合計 31,960 53,167 35,934     

活動  

1. 研究・学術機

関との協力

による調査、

モニタリン

グ及び評価

活動の実施 

①州別プロファイル作成用データ等の収集 

②メディア調査実施（1997 年度、1998 年度母親テレビ及び母親劇場の評価調査の実施） 

③村落保健ワーカー調査 

 6 州の助産婦、村落健康ワーカーを対象とし、業務実態調査及び各地域の保健ニーズ調査 

④ジェンダー調査 

 男性が家族計画・母子保健活動に参加するための方策を探る 

⑤リージョンⅢ（中部ルソン）保健プロファイル調査 

 各州の人口社会経済的差異を分析し、さらに各州の保健水準と保健行政の実態を把握する 

⑥30 か所の RHU に対する IEC 効果測定調査。 

⑦第三者（ホーリー・エンジェル大学）によるターラック州村落協同薬局運営の評価 

2. ヘルスワー

カー（助産

婦・看護婦・

保健行政官）

の訓練と再

訓練の実施 

①家族計画/マグネルキット研修 1997 年度 2回 1998 年度 2回(72 名) 

②母子保健研修 1997 年度 4回 1998 年度 2回(63 名) 

③共同薬局にかかる開設研修及び運営研修 1997 年度 2回  

④ICS（対人情報伝達技能）研修実施 1997 年度 6回 1998 年度 2回(14 名) 

⑤技術交換プログラム 1997 年度 Bataan 州、Tarlac 州と実施 

⑥乳幼児検診エコー研修  1998 年度 7回(188 名) 

⑦栄養研修  1998 年度 1回(29 名) 

⑧助産婦マニュアル研修  1998 年度 4回(150 名) 

⑨村落保健ワーカー研修  1998 年度 3回(80 名) 

⑩」人形劇による健康教育研修  1998 年度 2回(80 名) 

⑪ Bataan 州保健政策会議  1998 年度(31 名) 

⑫母子手帳研修： 各 6 州でモデル町を選定し、保健従事者に母子保健マニュアルを用いて研修を実施。そ

の後、母親学級を開催し、妊婦に母子手帳を配布して使用方法を指導。 

⑬母子保健実習： 1998 年度、UNFPA のモデル州において、本プロジェクト 6 州の助産婦・村落保健ワーカ

ーを対象とした母子保健実習を実施。相互の訪問による技術交換実施。 

⑭助産婦自習システム機材（USAID の援助による JHPIEGO が開発した助産婦対象の ModCal 自習システム）の

ウェスレヤン看護学校及びレジナ・カルメリ大学への供与 

⑮保健従事者へのジェンダー配慮／RH 研修実施（99 年度) 

⑯広島県総務部国際交流課への研修生（NGO「マザー・リタ」（ブラカン州）から地域保健担当者）派遣 

⑰保健政策アドボカシー「女性の健康と開発にかかわる地域フォーラム」開催（1998 年度） 

⑱「NGO 地域フォーラム」開催 6 州の 30 の NGO が参加（1998 年度）。 
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⑲ NGO 強化研修の実施。これが RUZNNET に発展し、2か月に 1回会合を持つ。 

3. 施設・医療資

機材及び IEC

資機材の整

備。 

①機材供与 

4. 保健関連の

住民参加活

動の実施。 

①母子手帳プログラム 母子手帳 37,000 部の作製 

②「結婚前研修」：男性の参加者を拡大努力。 

③村落協同薬局プログラム Tarlac では 55 か所設立済み。1997 年度から Zambales 州及び Pampanga 州にて

新たに設立支援開始。開設研修及び運営研修を実施。 

④NGO「レジナ・カルメリ大学共同薬局プログラム」への支援 基礎的医薬品の購入。 

⑤衛生トイレ製作活動 20 世帯に衛生トイレを設置（1999 年度） 

トイレ用土管の製作及び使用方法のドキュメンタリービデオ制作 

5. IEC 教材の開

発、作成及び

普及。 

①IEC 教材開発 ビデオ教材 母親テレビ 3 本 

 青少年ビデオ 4 本 

 その他 5 本 

②住民 IEC 活動（母親テレビ及び母親劇場）の継続的な実施 

 巡回ビデオ上映会参加者 延べ 3万人 

 母親劇場は、1999 年度から BHW 連合会主導 

 「母親テレビ」定期放映（ケーブル TV スカイケーブル） 

 母親ビデオの上映 小中学校 25 校 100 校拡大予定（2000 年 3月） 

③保健情報誌作成 雑誌”Health Line”（地域保健特集）発行（公衆衛生協会連携） 1,000 部 

 雑誌”Health Line”（栄養特集）発行（ニュートリリンク連携） 1,000 部 

 DOH の広報誌”Health Beat” 13 号・特集号、15 号、17 号の発行。 

6.その他 

 

①1997 年 7 月 1日、サンフェルナンド・プロジェクト本部事務所の開設（リージョンⅢ保健局内）。 

②1998 年 7月から、ゾーンディフェンス制の導入。 

 1）Pampanga 州・Bulacan 州： 岩永専門家（FP・MCH）担当 

 2）Tarlac 州・Nueva Ecija 州： 小村専門家（FP・MCH）担当 

 3）Bataan 州・Zambales 州： 佐藤専門家（WID)担当、1998 年 7 月州保健局内に Batann 事務所開設。

④調査団・視察団等の受入れ 1997 年度 34 件／1998 年度 42 件 

実績・その他 ①6 州の首長による実施体制が確立された。 

②各種ＮＧOとの連携を積極的に進めている。 

③裨益した住民数は、母子手帳 2.7 万人＋1万（USAID・JHEPIGO／助産婦学校・看護学校連携に提供、全国）、

巡回ビデオ上映会参加者延べ 3万人と相当数に上る。JHEPIGO／助産婦学校・看護学校との連携において企画

委員会開催。 

④1998 年度に実施した研修に参加者した医療保健関係者は、総計 736 名。 

⑤日本国内・海外からの視察、調査団の多さは、本プロジェクトの効果の大きさを表している。 

⑥母親テレビ（TV99）のビデオ要請がリージョンⅢ以外からもあった。 

⑦母親劇場は、1999 年度から BHW 連合会主導へ移行し、自立発展へ。 

調査団等派遣 1997.09： 計画打合せ、1998.08： 巡回指導、1999.11： 運営指導  

他の経済・技術

協力との関係 

①フロントライン計画・人口家族計画特別機材供与  1997 年 5 月に山田シニア隊員が派遣され、定期的に

連携計画について協議、企画会議等実施。 

②無償資金協力（リージョンⅢにおける「地域保健所改修・機材整備計画」）1999 年度案件、2001 年 3 月完

工予定。 

③草の根無償資金協力（NGO や地方政府への支援） 

④開発福祉支援事業（NGO への支援） 

 1)地域保健強化事業（レジナ・カルメリ大学） 約 1663 万円（1999.01.05-2002.01.04） 

 2)地域保健強化事業（フィリピン小児病院） 約 1624 万円（1999.01.05-2002.01.04） 

 3) 包括的リプロダクティブ・ヘルス促進支援（PNGOC） 約 1249 万円（1999.02.09-1999.08.15） 

⑤現地国内研修「ジェンダーと開発（POPCOM が実施）」との連携。 

他機関との関係 ①UNFPA とのマルチバイ協力事業（人口家族計画特別機材供与）1996 年度から実施。2 年度目以降も UNFPA

からの要請により、マルチバイ供与に関する協議に対応（関連でタウィタウィ州視察）。 

②「母親テレビ」配布拡大に関する UNFPA と連携。本プロジェクトがビデオとパッケージを制作、UNFPA が

パンフレットを制作し、プロジェクトは保健局、主要保健所とリージョンⅢに配布、一方 UNFPA は北部地域

（CAR 地域）のプロジェクトエリアで配布。 

③REACH OUT よりヘルスワーカー用に「AIDS/STD」のパンフレットの供与を受ける。 

④NGO「SKGK（ガトゥブカ女性発展組織）」や PRRM と衛生トイレ製作活動で協力 

⑤第三者（ホーリー・エンジェル大学）によるターラック州村落協同薬局運営の評価を実施、報告書作成 

⑥UNFPA が実施している思春期保健活動プログラムを視察。 
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フェーズ Ⅰ マスタープラン 
上位目標 プロジェクト目標 成果 活動 

設定されていない パイロットエリアであるター

ラック州における家族計画及

び母子保健の向上。 

1. ターラック州における家

族計画・母子保健サービス提

供体制の改善 

1. 家族計画・母子保健サービ

スの推進と供給体制のレベル

アップを図る。 

  2. 住民参加の促進による地

域保健活動の活性化 

2. 住民参加の促進 

  3. 家族計画・母子保健に携わ

る人員の能力向上 

3. 研修活動 

  成果 1～3 4. モニタリング・評価 

   5. IEC 教材の開発・制作 

 
Phase Ⅱ PDM 

上位目標 プロジェクト目標 成果 活動 

1. プロジェクト運営と客観

的な評価能力が向上する。 

1. 研究・学術機関との協力に

よる調査、モニタリング及び

評価活動の実施 

2. フォーマル／インフォー

マル技術訓練、ヘルスワーカ

ー間の情報交換及び、当該分

野における専門家の技術移転

による人材開発が行われる。

2. ヘルスワーカー（助産婦、

看護婦、保健行政官）の訓練

と再訓練の実施 

3. 地方政府スタッフの保健

プログラムの運営能力が向上

する。 

3. 施設・医療資機材及び IEC

資機材の整備 

4. 対象地域の住民の保健活

動への積極的参加により住民

の健康状態が改善する。 

4. 保健関連の住民参加活動

の実施 

保健省のリプロダクティブ・

ヘルス戦略を通じて、リージ

ョンⅢにおける健康状態を改

善する。 

ターラック州家族計画・母子

保健プロジェクトの成果をリ

ージョンⅢの全州に普及させ

ることにより、リージョン全

体のリプロダクティブ・ヘル

スが向上する。 

5. プロジェクト地域で試験

的に実施した IEC 教材が円滑

に普及する。 

5. IEC 教材の開発、作成及び

普及 

 

フェーズⅡ パイロット地域 

Bataan 1) Orani RHU 

 2) Abcay RHU 

 

Zambales 1) Subic RHU 

 2) San Marcelino RHU  

 

Tarlac 1) Sta.Ignacia RHU 

 2) Capas RHU I 

 3) Capas RHU II 

 

Nueva Ecija 1) Zaragosa RHU II 

 2) Guinba RHU II 

Bulacan 1) Plaridel RHU I 

 2) Plaridel RHU II 

 3) Guiguinto RHU I 

 4) Guiguinto RHU II 

 5) San Ildefonso RHU I 

 6) San Ildefonso RHU II 

 7) San Ildefonso RHU III 

 

Pampanga 1) Guagua RHU II 

 2) Lubao RHU II 

 2) Lubao RHU III 

 

 

2. 青年海外協力隊 
プロジェクト名 青年海外協力隊（一般派遣） グループ派遣家族計画・母子保健フロントライン計画

協力期間 1994-1998 年度 1998.10.01-2002.09.30 

ミニッツ署名日 - 1998 年 9 月 9 日 

プロジェクトサ

イト 

ターラック州、ラグナ州、ベンゲット州、パンパン

ガ州、ザンバレス州、ヌエバエシハ州（ブラカン州

へ任地変更）、バタアン州、アンヘレス市（下線部は

リージョンⅢ） 

リージョンⅢ（パンパンガ州、ザンバレス州、バタア

ン州、ブラカン州） 

相手国実施機関 人口委員会 POPCOM 人口委員会 POPCOM 

要請背景 1994-1996 年度までは保健医療隊員の活動先に年

間約 1 千万円の機材供与を行っただけにとどまって

いたが、1997 年度のシニア隊員の派遣と、保健医療

調査団の来比を機に活発になり、右記グループ派遣

に発展することとなった。 

開発途上国における人口の爆発的増加に対処する

ために、家族計画・母子保健活動を推進することを目

的として、青年海外協力隊の派遣及び人口家族計画特

別機材の供与による「人口・家族保健フロントライン

計画」がフィリピン・ラオス・バングラデシュ・タン

ザニアの 4か国で開始された。 

目標 人口・家族計画及び母子保健サービスの向上を促進する。 

他の経済・技術

協力との関係 

家族計画・母子保健プロジェクトフェーズⅠ 家族計画・母子保健プロジェクトフェーズⅡ 
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活動 

隊員氏名 派遣期間 業種名 配属先名 活動内容 

河内 恵子 19950403 

19970402 

保健婦 ターラック州立

病院 

活動の中心となる村を設定・訪問し、村での状況に合わせた住民の

疾病予防健康増進のための IEC 教材の作成と説明、配布等を実施。

村山  純 19960711 

19980710 

保健婦 ピラ町保健所 村落開発普及隊員と連携し母子保健プログラムを保健所の医師、看

護婦、助産婦とともに進める。主に婦人を対象としているが、若い

カップル等にも教育プログラムを実施。 

山田 幸子 19960711 

19980710 

保健婦 バコン開発セン

ター診療所 

ヘルスワーカー教育、母親教室、小学児童教室、水道設備改善とト

イレ普及、トイレ普及プロジェクト、収入源対策プロジェクト等。

高村 聖子 19980410 

20001009 

栄養士 Nutirilinc

（NGO） 

食生活調査、食生活調査のパンフレット作成、食生活調査をもとに

有効な教材の作成、ニュートリソイ（フィーディング用スナック）

を使った新メニューの開発・料理本の作製、ニュートリソイを使っ

た製品の販売経路の開拓 

高島 恭子 19970711 

20000710 

看護婦 ザンバレス州人

口管理オフィス

Botika Binhi（共同薬局）の強化、低体重児給食プログラムの実施、

母親教室の開催、BHW の指導等 

井上 律子 19971212 

20000411 

看護婦 マザー・リタ・

バルセロ生計組

合(NGO) 

CVHW への基礎的知識と技術の指導、CVHM を中心としたボティカビン

ヒ（共同薬局）の設立、セミナーを通じて住民の健康意識の向上を

はかる。 

西村三由紀 19980410 

20000409 

看護婦 バターン州地域

保険事務所 

村の保健所での日常業務、自宅分娩補助、村の巡回、Botika Binhi
（共同薬局）の設立等。 

山田 智康 
(シニア隊員） 

19970523 

20000521 

村落開発

普及員 

リージョンⅢ人

口委員会 

特別機材供与の実施、フロントライン計画隊員のとりまとめ、人口

関連データベースの構築等。 

若槻 直美 19990713 

20010712 

保健婦 ピラ町保健所 結核対策事業に沿った患者の発見と管理、バランガイレベルでの助

産婦やヘルスワーカーによる健康教育の推進。 

稲垣佐知子 19991209 

20011208 

保健婦 カステリエホス

町保健所 

BHS の巡回、バランガイへルスワーカーの指導、健康教育などのセミ

ナーでの助言・指導等。 

竹内美穂子 20000406 

20020405 

看護婦 バタアン州アブ

カイ町保健所 

栄養改善プログラムの実施、母子保健と家族計画プログラムの実施

感染症対策プログラムの実施等。 

林 真砂美 20000406 

20020405 

看護婦 ザンバレス州ボ

トラン町第 2 地

域保険所 

RHU・Botika Binhi（共同薬局）の巡回を通して問題点を把握し具体

的な活動を計画する。 

宮岡由香里 20000717 

20020716 

看護婦 バタアン州バカ

ック町保健所 

母子保健計画の促進と改善、基本的保健サービスの供給。 

大塚 一美 20001204 

20021203 

看護婦 内務自治省ハゴ

ノイ町 

地域ベースでの母子保健、PHC の推進、Botika Binhi（共同薬局）プ

ロジェクトの推進、BHW を対象とした保健トレーニング 

鈴木 寛正 
(シニア隊員） 

20000512 

20020511 

プログラ

ムオフィ

サー 

リージョンⅢ人

口委員会 

フロントライン隊員のバックアップ、定期的及び不定期のミーティ

ング等の開催・参加、資材調達・配布関連業務、報告書類の作成・

提出。 

 
機材供与 

年度 1994,95 1996 1997 1998 1999 2000（予） 合計 

金額（千円） 20,003  9,201  10,169 10,826 10,753 5,229  10,095  76,276 

（Pesos） 5,121,000  2,230,460  2,709,381 2,984,466 3,497,863 2,003,869  4,396,705  22,943,744 

主要機材 基礎医療機

器、統計資

料作成用機

器、車両等 

基礎医療器

具、TBA 補

助機材、診

察台等 

視 聴 覚 機

材、栄養指

導用機材等

血圧計、基

礎医療機材

等 

基礎医療機

器、医薬品、

バイク等 

診察・治療

用器具、検

査薬等 

  

 

3. 現地国内研修「家庭福祉に関わる開発と女性（ジェンダーと開発）」 
 第 1 回 第 3 回 第 5 回 

開催期間 1995 年 1 月 29 日-2 月 18 日 1997 年 1 月 12 日-2 月 2日 1998 年 10 月 11 日-10 月 31 日 

開催場所 Tagaytay, Baguio Baguio Baguio 

主催 POPCOM POPCOM POPCOM 

参加者 男性 女性 合計 

9 名 29 名 38 名 

男性 女性 合計 

   37 名 

男性 女性 合計 

12 名 27 名 39 名 

研修プロ

グラム 

1) ジェンダーと開発（GAD）概論 

2) GAD 政策と事業 

3) ジェンダー：分析とプランニング

4) 女性の健康とリプロダクティブ

ライツ 

5) スタディーツアー 

6) アクションプランニング 

1) ジェンダーと開発（GAD）概論 

2) GAD 政策と事業 

3) 女性の健康とリプロダクティブ

ライツ 

4) ジェンダー：分析、プランニング、

モニタリング 

5) スタディーツアー 

6) 地方の立法への GAD 政策提言 

7) アクションプランニング 

1) ジェンダーと開発（GAD）概論 

2) GAD 政策と事業 

3) 女性の健康とリプロダクティブ

ヘルス 

4) 地方の立法への GAD 政策提言 

5) ジェンダー・プランニング（ジェ

ンダーに対処した開発計画） 

6) スタディーツアー 

7) アクションプランニング 

*第 2・4 回の詳細は不明 
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4. UNFPA とのマルチバイ協力 
プロジェクト名 人口・家族計画特別機材供与 

協力期間 1996-2000 年度 

プロジェクトサ

イト 

Ifugao, Kalinga, Apayao, Cagayan, Nueva Vizcaya, Quirino, Batanes, Aklan, Antique, Capiz, Palawan, 

Agusan Sur, Surigao Del Norte, Surigao Del Sur, Lanao Sur, Maguindanao, Sulu, Tawi-Tawi, Batangas, 

Lanao Norte, Cotabato Province, Cotabato City 

相手国実施機関 保健省 

要請背景 日本はリプロダクティブヘルス／ライツの配慮した家族計画の普及を図るとともに、人口増加の根本的原因

となっている高い乳幼児・妊産婦死亡率、劣悪な衛生環境、低い教育水準、低い女性の社会的地位などの問

題を解決するために協力を行っている。 

この協力の一環として高い家族計画実行率の定着、妊産婦・乳幼児の死亡率、・疾病率の低下を図り、人口増

加率抑制を進めるための自立の支援として人口・家族計画特別機材供与による UNFPA とのマルチバイ協力を

実施している。 

目標と期待され

る成果 

人口・家族計画及び母子保健サービスの向上を促進する 

協力の内容 1 か国 2000 万円／年を上限に、原則 4年間、下記の資材を供与 

1.避妊具・避妊薬 

コンドーム、子宮内避妊具（IUD）、ペッサリー、殺精子剤、発泡避妊剤など 

2.母子保健推進のための簡易医療機材・必須医薬品 

体重計、身長計、体温計、血圧計、自宅分娩キット、基礎的医薬品など 

3.教育・啓蒙活動に必要な機材 

視聴覚器材、教材など 

当該国の役割 ・資機材の供与を受けるために日本側や UNFPA の指導を得つつ、要請書を作成・提出する。 

・日本が供与する資機材を有効活用し、家族計画の啓蒙・普及、母子保健活動を推進する。 

UNFPA の役割 ・当該国に対し、家族計画の定着、妊産婦・乳幼児死亡率の低下、人口増加抑制のための助言や指導を行う。

・日本が供与した機材の引き取り、配布計画、維持管理にいたるまでの技術支援を行う。 

・報告書作成の支援。 

他機関との関係 UNFPA 

 
フィリピンにおける投入実績 

年度 1996 1997 1998 1999 2000（予定） 合計 

金額（千円） 22,526  13,179 18,099 25,344 24,797  103,945 

（Pesos） 5,187,880  3,640,540 5,887,464 9,712,384 10,800,028  35,228,296 

主要機材 血圧計 

助産婦キット等 

村落保健所用キット 
薬品キャビネット等 

診察台 
村落保健所用キット等

診察台 

マギーエプロン等 

診察台 

顕微鏡等 
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5. 開発福祉支援事業 
案件名 地域保健強化事業（フィリピン小児

病院） 

地域保健強化事業（Regina Carmeli

大学） 

包括的リプロダクティブ・ヘルス促

進支援事業 

実 施 団

体 

フィリピン小児病院 Regina Carmeli 大学 フィリピン人口・健康・福祉 NGO 協

議会(PNGOC) 

プ ロ ジ

ェ ク ト

サイト 

Bulacan 州 、St. Ildefonso 町、

Pinaod 地区、Pinaod 地域総合診療所 

Bulacan 州 Plaridel 町 

Plaridel 地域病院 

Manila 首都圏、Occidental Mindoro

州、Angeles 市、Bacolod 市、Cagayan 

de Oro 市 

期間 1999 年 1 月 5 日－2002 年 1 月 4日 1999 年 1 月 5 日－2002 年 1 月 4日 1999 年 2 月 9 日-1999 年 8 月 15 日 

上 位 目

標 

当該地域住民の健康改善により住民

の生活水準を向上させる。 

当該地域住民の健康改善により住民

の生活水準を向上させる。 

貧困層へのリプロダクティブヘルス

教育を行い貧困撲滅に寄与する。 

プ ロ ジ

ェ ク ト

目標 

当該地域における保健行政実施能力

の強化により住民の保健水準を向上

させる。 

当該地域において医療サービスの拡

充を行うことにより、地域住民、特

に児童・妊産婦の健康状態が改善さ

れる。 

リプロダクティブヘルス教育により

住民の健康状態が改善される。 

期 待 さ

れ る 成

果 

①地域住民への保健・医療サービス

の中核としての診療所の運営 

②成人・青少年・子供の健康改善の

ための人材育成 

③生活改善のための包括的保健実施

に必要なセクター間の連携の確立 

①当該地域における母子保健サービ

スの向上 

②地域住民参加による地域保健活動

の強化 

③母子保健サービスに係わる地域保

健従事者の能力向上 

④乳幼児の栄養・健康水準の改善 

⑤思春期青少年の責任ある性行動の

ための社会的自覚の形成 

①思春期リプロダクティブヘルス教

育の青少年リーダーの育成及び、

貧困層での本教育の効果の向上 

②社会的適応障害児の社会的心理療

法のよる社会復帰 

③地域社会での保健従事者によるリ

プロダクティブ・ヘルス・サービ

ス提供 

④地域政策担当者と地域住民が一体

となったリプロダクティブヘルス

の理解の深化 

活動 ①資機材（医療機材、医薬品）の整

備 

②施設改修（ラボラトリーの整備） 

③研修機材の整備 

④IEC 教材の制作 

⑤クリニックスタッフへの研修 

⑥地域保健従事者(BHW)への研修 

⑦BHW へのヘルスワーカーキットの

配布 

⑧児童・思春期青少年に対する教育

セミナーの開催 

①資機材（医療機材、医薬品）の整

備 

②施設建設（ブラリデル病手術室、

研修センター） 

③研修機材の整備 

④クリニックスタッフへの研修 

⑤地域保健従事者(BHW)への研修 

⑥IEC 教材の制作 

⑦母子保健キットの配布 

⑧児童・思春期青少年に対する教育

セミナーの開催 

①RH カウンセリングマニュアルの制

作 

②研修機材の整備 

③各種ＲＨ教育・啓蒙の研修会、ワ

ークショップ開催。（ＪＯＣＶと連

携） 

事 業 経

費 

1998 年度： 15,857 千円 

1999 年度：  9,752 千円 

2000 年度：  7,105 千円 

プロ技・無償資金協力（X 線撮影装

置購入案件）と連携。 

1998 年度： 16,238 千円 

1999 年度： 15,098 千円 

2000 年度：  5,296 千円 

プロ技・JOCV・草の根無償資金協

力（1997 年度 RH 診療所）と連携 

1998 年度： 12,326 千円(補正予算)

プロ技・JOCV・草の根無償資金協

力(1995 年度)と連携。 

UNFPA の NGO 支援事業と相互補完

的協力あり 

 

6. 無償資金協力 
プロジェクト名 地域保健施設改善・機材整備計画 

E/N 締結日 1999 年 8 月 11 日 

協力期間 1999 年度（2001 年 3 月完工予定） 

プロジェクトサイト 6 州（RegionⅢ）： Bataan, Bulacan, Nueva Ecika, Pampanga, Tarlac, Zambales 

相手国実施機関 保健省リージョンⅢ保健局 

要請背景 フィリピン政府は、1980 年代からプライマリー・ヘルスケアー(PHC)への取り組みを開始し、母子保

健分野についても、基礎的医療サービスの充実につとめてきている。また、1992 年の地方自治法施行に

伴い、保健医療システムは旧来の中央集権型から相互扶助と自助努力を核とした地域分権型への移行を

始め、これにより、地域保健医療サービスへのアクセス改善に取り組んできている。しかしながら、各

自治体では保健施設の老朽化、医療機材の不足等の問題を抱えており、十分なサービスが行われていな

い状況にある。 

これらを背景として、同国政府は、家族計画・母子保健の向上・促進を強化するため「家族計画母子

保健プロジェクトフェーズⅡ」を計画しその効果的な実施のために「地域保健施設改善・機材整備計画」

を策定し、計画実施にかかる、リージョンⅢ全体における母子保健センター、地域保健所、村落保健所

の整備に付、我が国に対し無償資金協力を要請してきた。 

内容 調査の結果、フェーズ Ⅰでタルラック州を対象地域として成果を得た活動内容をモデルとすることの

妥当性を確認した。即ち、各州病院に母子保健センター(MCHC)を設け、予防衛生、家族計画、母子保健、

栄養改善などの包括的な地域保健サービスを提供する州レベルの中核施設とする。同時に、研修室を設

けて州内の地域保健サービス分野に従事する人材の育成や地域住民を対象とした教育･啓蒙(IEC)活動の

拠点とする。特に、地域住民の健康管理に密着した助産婦(RHM)およびヘルス･ワーカー(BHW)の技術レベ

ルの向上が主眼となる。さらに、各州に 3 ヵ所の地域保健所(RHU)を改築し、これをモデル施設として市

町自治体レベル(Municipality)の地域保健サービスの質的向上を目指す。同様に、各州に 10 か所のバラ
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ンガイ保健所(BHS)を新設し、コミュニティ･レベルでの保健サービスのアクセス改善および面的な拡大

を図る。これら RHU/BHS の保健医療スタッフは、各州の MCHC で優先的に訓練される計画である。 

計画施設の構成・規

模 

① MCHC(5 か所) バターン 410 ㎡ ブラカン 405 ㎡ ヌエバエシハ 385 ㎡ 

 パンパンガ 420 ㎡ ザンバレス 400 ㎡ 

② RHU(18 か所) A 型 160 ㎡（4か所） B 型 130 ㎡（14 か所） 

③ BHS(60 か所) A 型 80 ㎡（5か所） B 型 60 ㎡（51 か所） C 型 35 ㎡（4か所） 

計画機材、機材点数 ① MCHC 用機材(5 か所、各 20 点) 

体重計、血圧計、聴診器、診察台、ヘモグロピン･メーター、ドップラー心拍検出器、心電計、ネブラ

イザー、酸素吸入セット、小手術用器具セット、超音波診断装置、タイプライター等。 

② RHU 用機材(18 か所、各 38 点) 

体重計,血圧計,聴診器,診察台,ヘモグロピン･メータードップラー、胎児心拍検出器,歯科用診察台、

ネプライザー、鉗子,酸素吸入セット、小手術用器具セット,顕微鏡、ビデオセット等。 

③ BHS 用機材(60 か所各 25 点) 

体重計、血圧計、聴診器、診察台、ヘモグロピン･メーター、鉗子、助産婦器具セット、タイプライタ

ー等。 

④ RHO 用機材：IEC 機材(3 セット) 

啓蒙活動(IEC)用車両、同視聴覚機材。 

事業費総額 13.26 億円 計画（日本側負担分 13.12 億円、フィリピン国側負担分 0.14 億円） 

 

7. 草の根無償資金協力 

年度 草の根無償実施団体 協力内容 金額 
(百万円) 

備考 

1995 女性健康管理財団 女性の健康のためのクリニック及びリーチ活動強化計画 3.0  

 フィリピン地方開発運動 地域に根ざしたリプロダクティブヘルス及び家族計画プ

ロジェクト 

3.0  

 フィリピン NGO 協会 IEC 及び医療機器の供与 3.0  

 バラヤン町（地方政府） 保健所改修、医療機器の供与 3.0  

 マルバール町（地方政府） 保健所改修、医療機器の供与 2.0  

 農村復興運動 リプロダクティブへルス活動強化 3.0  

 女性の健康 クリニックの強化、医療機器の供与 3.0  

1996 思春期発達財団 思春期の保健、性及び発達に関する学校巡回計画 0.6  

 AMEC-BCC 人口・保健・福祉計画 サービスデリバリー、トレーニング及び IEC コンポーネ

ントによる人口・保健・福祉計画 

3.0 USAID 連携

 フィリピン助産婦学校連盟 助産婦自習システム導入計画。CD-Rom 教材の配布。URC

助産婦学校、WesleyanU.看護学校との連携。 

1.8 USAID 連携

 西ネグロス調和発展連絡協議会 ネグロス統合家族計画トレーニング支援サービス強化計

画 

2.4 USAID 連携

 統合母子保健活動推進協会 FP/MCH における質の高いケアを通じての地域生活改善

計画 

2.9 USAID 連携

1997 コミュニティ健康増進協会 母子保健家族計画 IEC 活動強化 1.7  

 ダバオ・メディカル・スクール財団 保健情報システム改善 1.6  

 レジナ・カルメリ・カレッジ 母子保健診療出産所建設 2.6  

 ラグナ州ピラ町（地方政府） 農村保健サービス強化 2.1  

 フィリピン障害者社会復帰協会 義肢・装具に関する病院内訓練施設設立 1.7  

1998 ガトゥブカ女性発展組織（SKGK/ブラ

カン州カルンピット町） 

栄養改善と女性の強化開発計画 3.9  

 アエタ開発協会（ザンバレス州の

NGO） 

カナイナヤン・アエタ再定住地保健計画 3.7  

 バタネス州サブタン町（地方政府） 保健所建設計画 3.2  

1999 なし    

2000 イノセンシオ・マグトト記念財団（サ

ンフェルナンド） 

障害者リハビリテーションセンター建設、備品、セミナ

ー実施、LUZNNET 支援 

3.9  

 パンパンガ社会活動センター（サン

フェルナンド） 

低所得者向け診療所建築計画 3.1  

 パタンガス州（地方政府） リプロダクティブ・ヘルス・サービス拡大計画 4.4 

注： プロ技関連のみを列記した。 
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添付資料３ 
プログラム・アプローチ・ロジック・モデル 

（PLM1）（PLM2） 
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特
定
テ
ー
マ
評
価
（
フ
ィ
リ
ピ
ン
人
口
・
健
康
セ
ク
タ
ー
／
U
S
A
I
D
連
携
）
 
P
A
R
T
1
：
母
子
保
健
・
家
族
計
画
分
野
 

 

プ
ロ

グ
ラ
ム

ア
プ

ロ
ー

チ
 

ロ
ジ

ッ
ク

モ
デ

ル
 
(
P
L
M
 
1
)
 

 
N
a
m
e
 
o
f
 
P
r
o
j
e
c
t
 

O
v
e
r
a
l
l
 
G
o
a
l

P
r
o
g
r
a
m
 
P
u
r
p
o
s
e
 

O
u
t
p
u
t
s
 

S
c
h
e
m
e
 

A
c
t
i
v
i
t
i
e
s
 

I
n
p
u
t
s
投
入
 

 
 
案
件
名
 

上
位
目
標
 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
 

 
成
果
 

援
助
形
態
 

活
動
 

項
目
 

量
(
百
万
円
)
  

 

備
考
 

1
.
 
タ

ラ
ッ

ク
州

に
お

け
る

家
族

サ
ー

ビ
ス

・
母

子
保

健
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
改
善
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

1
.
 
家

族
計

画
・

母
子

保
健

サ
ー

ビ
ス

の
推

進
と

供
給

体
制
の
レ
ベ
ル
ア
ッ

プ
を
図
る
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
基
盤
整
備
費
 

1
5
.
4
  

 

2
.
 
住

民
参

加
の

促
進

に
よ

る
地

域
保

健
活

動
の

活
性

化
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

2
.
 
住
民
参
加
の
促
進

 
草
の
根
展
開
支
援
費
 

7
.
9
  

 

2
.
 
住

民
参

加
の

促
進

に
よ

る
地

域
保

健
活

動
の

活
性

化
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

2
.
 
住
民
参
加
の
促
進

 
啓
蒙
活
動
普
及
費
 

1
6
.
7
  

 

3
.
 
家

族
計

画
・

母
子

保
健

に
携

わ
る

人
員

の
能

力
向

上
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

3
.
 
研
修
活
動
 

現
地
セ
ミ
ナ
ー
費
 

3
.
7
  

 

3
.
 
家

族
計

画
・

母
子

保
健

に
携

わ
る

人
員

の
能

力
向

上
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

3
.
 
研
修
活
動
 

中
堅
技
術
者
養
成
対
策
費
 

1
7
.
3
  

 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

4
.
 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
 

現
地
研
究
費
 

7
.
3
  

 

1
.
 
タ

ラ
ッ

ク
州

に
お

け
る

家
族

サ
ー

ビ
ス

・
母

子
保

健
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
改
善
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

5
.
 
I
E
C
教
材
の
開
発

・
制
作
 

視
聴
覚
教
材
整
備
費
 

8
.
4
  

 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

全
般
 

一
般
現
地
業
務
費
 

4
0
.
8
  

 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

全
般
 

貧
困
対
策
費
 

3
.
7
  

 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

全
般
 

応
急
対
策
費
 

3
.
2
  

 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

全
般
 

技
術
普
及
広
報
費
 

1
.
7
  

 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

全
般
 

技
術
交
換
費
 

3
.
7
  

 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

全
般
 

現
業
費
臨
時
支
給
 

4
.
3
  

 

1
.
 
タ

ラ
ッ

ク
州

に
お

け
る

家
族

サ
ー

ビ
ス

・
母

子
保

健
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
改
善
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

1
.
 
家

族
計

画
・

母
子

保
健

サ
ー

ビ
ス

の
推

進
と

供
給

体
制
の
レ
ベ
ル
ア
ッ

プ
を
図
る
 

機
材
供
与
 

3
2
2
.
6
  

 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

全
般
 

長
期
専
門
家
（
1
9
.
4
年
）
*
 

3
8
8
.
0
 9
人
 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

全
般
 

短
期
専
門
家
 

2
1
人
 

 
 

A
 プ

ロ
技
「
家
族
計
画
・
母
子

保
健
フ
ェ
ー
ズ
Ⅰ
」
 

（
9
2
.
4
-
9
7
.
3
）
 

 
 

パ
イ

ロ
ッ

ト
エ

リ
ア

で
あ

る
タ

ラ
ッ

ク
州

に
お

け
る

家
族

計
画

及
び
母
子
保
健
の
向
上
。
 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

全
般
 

研
修
員
受
入
れ
 

1
8
人
 

 
 

1
.
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
運

営
と

客
観

的
な

評
価

能
力

が
向

上
す
る
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

1
.
 
研

究
・

学
術

機
関

と
の

協
力

に
よ

る
調

査
、

モ
ニ

タ
リ
ン
グ
及
び
評
価

活
動
の
実
施
。
 

 
 

 
 

 
 

2
.
 
フ

ォ
ー

マ
ル

／
イ

ン
フ

ォ
ー

マ
ル

技
術

訓
練

、
ヘ

ル
ス
ワ
ー
カ
ー
間
の
情
報
交
換
及
び
、
当
該
分
野
に
お

け
る

専
門

家
の

技
術

移
転

に
よ

る
人

材
開

発
が

行
わ

れ
る
。
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

2
.
 
ヘ

ル
ス

ワ
ー

カ
ー

（
助

産
婦

、
看

護
婦

、
保

健
行

政
官
）
の
訓
練
と
再
訓
練
の
実
施
 

中
堅
技
術
者
養
成
対
策
費
 

2
9
.
5
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

3
.
 
地

方
政

府
ス

タ
ッ

フ
の

保
健

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

運
営

能
力
が
向
上
す
る
。
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

3
.
 
施
設
・
医
療
資
機

材
及
び

I
E
C
資
機
材
の
整
備
。

機
材
供
与
 

1
4
4
.
2
 1
9
9
7
-
2
0
0
0
 

4
.
 
対

象
地

域
の

住
民

の
保

健
活

動
へ

の
積

極
的

参
加

に
よ
り
住
民
の
健
康
状
態
が
改
善
す
る
。
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

4
.
 
保
健
関
連
の
住
民

参
加
活
動
の
実
施
。
 

啓
蒙
活
動
普
及
費
 

1
6
.
8
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

4
.
 
対

象
地

域
の

住
民

の
保

健
活

動
へ

の
積

極
的

参
加

に
よ
り
住
民
の
健
康
状
態
が
改
善
す
る
。
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

4
.
 
保
健
関
連
の
住
民

参
加
活
動
の
実
施
。
 

住
民
活
動
基
盤
強
化
費
 

8
.
4
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

4
.
 
対

象
地

域
の

住
民

の
保

健
活

動
へ

の
積

極
的

参
加

に
よ
り
住
民
の
健
康
状
態
が
改
善
す
る
。
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

4
.
 
保
健
関
連
の
住
民

参
加
活
動
の
実
施
。
 

草
の
根
展
開
支
援
費
 

8
.
6
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

5
.
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
地

域
で

試
験

的
に

実
施

し
た

I
E
C

教
材
が
円
滑
に
普
及
す
る
。
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

5
.
 
I
E
C
教
材
の
開
発

、
作
成
及
び
普
及
。
 

視
聴
覚
教
材
整
備
費
 

1
5
.
2
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

 
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

全
般
 

一
般
現
地
業
務
費
 

4
1
.
5
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

 
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

全
般
 

技
術
交
換
費
 

1
.
0
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

 
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

全
般
 

長
期
専
門
家
（
2
8
.
6
年
）
*
 

5
7
2
.
0
 1
1
人
 

 
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

全
般
 

短
期
専
門
家
 

1
7
人
 

 
 

B
 プ

ロ
技
「
家
族
計
画
・
母
子

保
健
フ
ェ
ー
ズ
Ⅱ
」
 

（
9
7
.
4
-
0
2
.
3
）
 

保
健

省
の

リ
プ

ロ
ダ

ク
テ

ィ
ブ

・
ヘ

ル
ス

戦
略

を
通

じ
て

、
リ

ー
ジ

ョ
ン

Ⅲ
に

お
け

る
健

康
状

態
を

改
善

す
る
。
 

タ
ラ
ッ
ク
州
家
族
計
画
・
母
子
保

健
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

を
リ

ー
ジ

ョ
ン

Ⅲ
の

全
州

に
普

及
さ

せ
る
こ
と
に
よ
り
、
リ
ー
ジ
ョ
ン

全
体
の
リ
プ
ロ
ダ
ク
テ
ィ
ブ
・
ヘ

ル
ス
が
向
上
す
る
。
 

 
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

全
般
 

研
修
員
受
入
れ
 

1
8
人
 

 
 

C
 現

地
国

内
研

修

(
9
4
-
9
8
)
"
P
r
o
g
r
a
m
 

o
n
 

G
e
n
d
e
r
 a
n
d
 D
e
v
e
l
o
p
m
e
n
t
 

T
o
w
a
r
d
s
 

t
h
e
 

I
m
p
r
o
v
e
m
e
n
t
 o
f
 W
o
m
e
n
'
s
 

H
e
a
l
t
h
 

a
n
d
 

F
a
m
i
l
y
 

W
e
l
f
a
r
e
"
 

 
 

 
 

保
健

分
野

に
携

わ
る

職
員

の
保

健
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
管

理
能
力
が
向
上
す
る
。
 

3
.
現
地
国
内
研
修
 

5
か
年
に
わ
た
る
研
修
の
実
施
：
 

対
象
：
行
政
職
員
／
人
口
・
保
健
・
福
祉
関
係
職
員
／

N
G
O
技
術
指
導
員
 

第
1
回
(
9
5
)
:
3
8
名
、
 

第
3
回
(
9
7
)
:
3
7
名
、
 

第
5
回
(
9
8
)
:
3
9
名
 

期
間
：
3
週
間
 

内
容
：
基
礎
知
識
の
講
義
、
実
践
的
技
術
、
視
察
、
応

用
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N
a
m
e
 
o
f
 
P
r
o
j
e
c
t
 

O
v
e
r
a
l
l
 
G
o
a
l

P
r
o
g
r
a
m
 
P
u
r
p
o
s
e
 

O
u
t
p
u
t
s
 

S
c
h
e
m
e
 

A
c
t
i
v
i
t
i
e
s
 

I
n
p
u
t
s
投
入
 

 
 
案
件
名
 

上
位
目
標
 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
 

 
成
果
 

援
助
形
態
 

活
動
 

項
目
 

量
(
百
万
円
)
  

 

備
考
 

人
口
・
家
族
計
画
及
び
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を

促
進
す
る
。
 

4
.
J
O
C
V
 

母
子
保
健
活
動
、
家
族
計
画
に
関
す
る
啓
蒙
普
及
活
動

の
実
施
 

保
健
婦
（
士
）
（
1
0
.
0
年
）
*
 

4
1
.
5
 8
人
 

人
口
・
家
族
計
画
及
び
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を

促
進
す
る
。
 

4
.
J
O
C
V
 

母
子
保
健
活
動
、
家
族
計
画
に
関
す
る
啓
蒙
普
及
活
動

の
実
施
 

看
護
婦
（
1
5
.
3
年
）
*
 

6
3
.
5
 7
人
 

人
口
・
家
族
計
画
及
び
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を

促
進
す
る
。
 

4
.
J
O
C
V
 

N
G
O
で
幅
広
い
母
子

保
健
活
動
 

栄
養
士
（
2
.
5
年
）
*
 

1
0
.
4
 1
人
 

人
口
・
家
族
計
画
及
び
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を

促
進
す
る
。
 

4
.
J
O
C
V
 

F
L
I
計
画
統
括
 

村
落
開
発
（
3
.
0
年
）
*
 

1
2
.
5
 1
人
 

人
口
・
家
族
計
画
及
び
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を

促
進
す
る
。
 

4
.
J
O
C
V
 

F
L
I
計
画
統
括
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
オ
フ
ィ
サ
ー
（
2
.
0
年
）
*
 

8
.
3
 1
人
 

D
 J
O
C
V
 

（
9
4
-
0
2
|
9
8

よ
り

グ
ル

ー

プ
派
遣
「
人
口
家
族
保
健
フ

ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
計
画
」
正
式

ス
タ
ー
ト
）
 

 
 

 
 

人
口
・
家
族
計
画
及
び
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を

促
進
す
る
。
 

4
.
J
O
C
V
 

 
 

人
口
家
族
特
別
機
材
供
与
 

（
基
礎
医
療
機
器
、
統
計
資
料
作
成
用
機
器
、
車
両
、

T
B
A
補
助
機
材
、
血
圧
計
、
診
察
台
、
医
薬
品
、
バ
イ

ク
、
治
療
用
器
具
、
検
査
薬
）
 

7
6
.
3
 1
9
9
4
-
2
0
0
0
 

 

E
 人

口
家
族
計
画
特
別
機
材
 

(
9
6
-
0
0
)
 

 
 

 
 

人
口
・
家
族
計
画
及
び
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を

促
進
す
る
 

5
.
特
別
機
材
 

年
2
0
0
0
万
円
を
上
限
に
、
原
則

4
か
年
、
下
記
の
資

材
を
供
与
 

1
.
避
妊
具
・
避
妊
薬
 

 
コ
ン
ド
ー
ム
、
子
宮
内
避
妊
具
（
I
U
D
）
、
ペ
ッ
サ
リ

ー
、
殺
精
子
剤
、
発
泡
避
妊
剤
な
ど
 

2
.
母
子
保
健
推
進
の
た
め
の
簡
易
医
療
機
材
・
必
須
医

薬
品
 

 
体
重
計
、
身
長
計
、
体
温
計
、
血
圧
計
、
自
宅
分
娩

キ
ッ
ト
、
基
礎
的
医
薬
品
な
ど
 

3
.
教
育
・
啓
蒙
活
動
に
必
要
な
機
材
 

 
視
聴
覚
器
材
、
教
材
な
ど
 

年
度
 
金
額
（
千
円
）
 

1
9
9
6
 
 
 
2
2
5
2
6
 

1
9
9
7
 
 
 
1
3
1
7
9
 

1
9
9
8
 
 
 
1
8
0
9
9
 

1
9
9
9
 
 
 
2
5
3
4
4
 

2
0
0
0
 
 
 
2
4
7
9
7
 

 
合
計
 
1
0
3
9
4
5
 

1
0
3
.
9
 U
N
F
P
A

と
の

マ
ル

チ
バ

イ

協
力
（
リ
ー
ジ

ョ
ン
Ⅲ
以
外
）

・
思
春
期

R
H
教
育
の
青

年
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
及
び
貧

困
層
で
の
本
教
育
の
効
果
の
向
上
。
 

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

各
種

R
H
教
育
・
啓

蒙
の

研
修
会
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

開
催
（
J
O
C
V
と
連
携

）
 

 
 

 
 

 
 

・
思
春
期

R
H
教
育
の
青

年
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
及
び
貧

困
層
で
の
本
教
育
の
効
果
の
向
上
。
 

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

R
H
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
制
作
 

 
 

 
 

 
 

・
思
春
期

R
H
教
育
の
青

年
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
及
び
貧

困
層
で
の
本
教
育
の
効
果
の
向
上
。
 

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

研
修
機
材
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

・
社
会
的
適
応
障
害
児
の
社
会
心
理
療
法
に
よ
る
社
会

復
帰
。
 

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
地
域
社
会
で
の
保
健
従
事
者
に
よ
る

R
H
サ
ー
ビ

ス

提
供
。
 

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
地
域
政
策
担
当
者
と
地
域
住
民
が
一
体
と
な
っ
た
の

R
H
の
理
解
の
深
化
。
 

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

 
 

 
 

 
 

 
 

開
発
福
祉
支
援
 

"
C
o
m
p
r
e
h
e
n
s
i
v
e
 

R
e
p
r
o
d
u
c
t
i
v
e
 

H
e
a
l
t
h
 

P
r
o
m
o
t
i
o
n
 

P
a
c
k
a
g
e
 

P
r
o
g
r
a
m
"
 

(
9
9
.
2
-
9
9
.
8
)
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
フ

ィ
リ

ピ
ン

人
口
・
健
康
・
福
祉

N
G
O
協

議
会
(
P
N
G
O
C
)
 

貧
困

層
の

リ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ダ

テ
ィ

ブ
ヘ

ル
ス

教
育

を
行

い
貧

困
撲

滅
に

寄
与

す

る
。
 

リ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ダ

ク
テ

ィ
ブ

ヘ
ル

ス
教

育
に

よ
り

住
民

の
健

康
状
態
が
改
善
さ
れ
る
。
 

 
 

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

全
般
 

1
9
9
8
年
度
：
 
1
2
,
3
2
6
千
円
 

プ
ロ
技
、
J
O
C
V
、
草
の
根
無
償
(
9
5
年
）
と
連
携
 

U
N
F
P
A
の

N
G
O
支
援
事
業
と
相
互
補
完
的
協
力
あ
り

1
2
.
3
  

 

・
地
域
住
民
へ
の
保
健
・
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
中
核
と
し

て
の
診
療
所
の
運
営
。
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

資
機
材
（
医
療
機
材

、
医
薬
品
）
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

・
地
域
住
民
へ
の
保
健
・
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
中
核
と
し

て
の
診
療
所
の
運
営
。
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

施
設
改
修
（
ラ
ボ
ラ

ト
リ
ー
の
整
備
）
 

 
 

 
 

 
 

・
地
域
住
民
へ
の
保
健
・
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
中
核
と
し

て
の
診
療
所
の
運
営
。
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

B
H
W
へ
の
ヘ
ル
ス
ワ

ー
カ
ー
キ
ッ
ト
の
配
布
 

 
 

 
 

 
 

・
地
域
住
民
へ
の
保
健
・
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
中
核
と
し

て
の
診
療
所
の
運
営
。
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

児
童
・
思
春
期
青
少
年
に
対
す
る
教
育
セ
ミ
ナ
ー
の
開

催
 

 
 

 
 

 
 

・
地
域
住
民
へ
の
保
健
・
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
中
核
と
し

て
の
診
療
所
の
運
営
。
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

I
E
C
教
材
の
制
作
 

 
 

 
 

 
 

・
成
人
・
青
少
年
・
子
供

の
健
康
改
善
の
た
め
の
人
材

育
成
。
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

研
修
機
材
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

・
成
人
・
青
少
年
・
子
供

の
健
康
改
善
の
た
め
の
人
材

育
成
。
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

ク
リ
ニ
ッ
ク
ス
タ
ッ

フ
へ
の
研
修
 

 
 

 
 

 
 

・
成
人
・
青
少
年
・
子
供

の
健
康
改
善
の
た
め
の
人
材

育
成
。
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

地
域
保
健
従
事
者
へ

の
研
修
 

 
 

 
 

 
 

F
 開

発
福
祉
支
援
 

"
P
i
n
a
o
d
 

C
o
m
m
u
n
i
t
y
 

C
o
m
p
r
e
h
e
n
s
i
v
e
 

H
e
a
l
t
h
 

C
l
i
n
i
c
"
 

 
(
9
9
.
1
-
0
2
.
1
)
 

I
n
 

B
u
l
a
c
a
n
 

P
r
o
v
i
n
c
e
,
 

R
I
I
I
.
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
フ

ィ
リ

ピ
ン

小
児
病
院
 
(
C
M
C
P
)
 

当
該

地
域

住
民

の
健

康
改

善
に

よ
り

住
民

の
生
活
水
準
の
向
上

当
該

地
域

に
於

け
る

保
健

行
政

実
施

能
力

の
強

化
に

よ
る

住
民

の
保
健
水
準
の
向
上
 

・
生
活
改
善
の
た
め
の
包
括
的
保
健
実
施
に
必
要
な
セ

ク
タ
ー
間
の
連
携
の
確
立
。
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
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N
a
m
e
 
o
f
 
P
r
o
j
e
c
t
 

O
v
e
r
a
l
l
 
G
o
a
l

P
r
o
g
r
a
m
 
P
u
r
p
o
s
e
 

O
u
t
p
u
t
s
 

S
c
h
e
m
e
 

A
c
t
i
v
i
t
i
e
s
 

I
n
p
u
t
s
投
入
 

 
 
案
件
名
 

上
位
目
標
 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
 

 
成
果
 

援
助
形
態
 

活
動
 

項
目
 

量
(
百
万
円
)
  

 

備
考
 

 
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

全
般
 

1
9
9
8
年
度
：
 
1
5
,
8
5
7
千
円
 

1
9
9
9
年
度
：
 
 
9
,
7
5
2
千
円
 

プ
ロ
技
・
無
償
資
金
協
力
（
X
線
撮
影
装
置
購
入
案
件
）

と
連
携
 

2
5
.
6
  

 

・
当
該
地
域
に
お
け
る
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
。
6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ

リ
大

学
 

資
機
材
（
医
療
機
材

、
医
薬
品
）
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

・
当
該
地
域
に
お
け
る
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
。
6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ

リ
大

学
 

施
設
建
設
（
ブ
ラ
リ

デ
ル
病
院
手
術
室
）
 

 
 

 
 

 
 

・
当
該
地
域
に
お
け
る
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
。
6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ

リ
大

学
 

母
子
保
健
キ
ッ
ト
の

配
布
 

 
 

 
 

 
 

・
地
域
住
民
参
加
に
よ
る
地
域
保
健
活
動
の
強
化
。

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ

リ
大

学
 

 
 

 
 

 
 

 
 

・
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
に
係
わ
る
地
域
保
健
従
事
者
の

能
力
向
上
。
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ

リ
大

学
 

研
修
機
材
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

・
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
に
係
わ
る
地
域
保
健
従
事
者
の

能
力
向
上
。
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ

リ
大

学
 

ク
リ
ニ
ッ
ク
ス
タ
ッ

フ
へ
の
研
修
 

 
 

 
 

 
 

・
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
に
係
わ
る
地
域
保
健
従
事
者
の

能
力
向
上
。
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ

リ
大

学
 

地
域
保
健
従
事
者
へ

の
研
修
 

 
 

 
 

 
 

・
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
に
係
わ
る
地
域
保
健
従
事
者
の

能
力
向
上
。
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ

リ
大

学
 

施
設
建
設
（
研
修
セ

ン
タ
ー
）
 

 
 

 
 

 
 

・
乳
幼
児
の
栄
養
・
健
康
水
準
の
改
善
。
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ

リ
大

学
 

I
E
C
教
材
の
制
作
。

 
 
 

 
 

 
 

・
思
春
期
青
少
年
の
責
任
あ
る
性
行
動
の
た
め
の
社
会

的
自
覚
の
形
成
。
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ

リ
大

学
 

児
童
・
思
春
期
青
少
年
に
対
す
る
教
育
セ
ミ
ナ
ー
の
開

催
。
 

 
 

 
 

 
 

開
発
福
祉
支
援
 

"
S
t
r
e
n
g
t
h
e
n
i
n
g
 

M
a
t
e
r
n
a
l
 

a
n
d
 

C
h
i
l
d
 

H
e
a
l
t
h
 
P
r
o
g
r
a
m
 
i
n
 
t
h
e
 

M
u
n
i
c
i
p
a
l
i
t
y
 

o
f
 

P
l
a
r
i
d
e
l
,
 
B
u
l
a
c
a
n
"
 

(
9
9
.
1
-
0
2
.
1
)
 

A
t
 

P
l
a
r
i
d
e
l
 

C
o
m
m
u
n
i
t
y
 

H
o
s
p
i
t
a
l
 

i
n
 

B
u
l
a
c
a
n
 

P
r
o
v
i
n
c
e
,
 
R
I
I
I
.
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ
リ
大
学
 

当
該

地
域

住
民

の
健

康
改

善
に

よ
り

住
民

の
生
活
水
準
の
向
上

当
該

地
域

に
お

い
て

医
療

サ
ー

ビ
ス

の
拡

充
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、
地
域
住
民
、
特
に
児

童
・
妊

産
婦

の
健

康
状

態
が

改
善

さ
れ

る
。
 

 
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ
ナ

・
カ

ル
メ

リ
大

学
 

 
 

1
9
9
8
年
度
：
 
1
6
,
2
3
8
千
円
 

1
9
9
9
年
度
：
 
1
5
,
0
9
8
千
円
 

プ
ロ

技
・

J
O
C
V
・

草
の

根
無

償
資

金
協

力
（

1
9
9
7

年

R
H
診
療
所
）
と
連
携
 

3
1
.
3
  

 

G
 無

償
資
金
協
力
 

リ
ー

ジ
ョ

ン
Ⅲ

に
お

け
る

女
性

と
子

供
の

健
康

状
態

の
改

善
を

図
る
。
 

リ
ー

ジ
ョ

ン
Ⅲ

の
母

子
保

健
を

中
心
と
し
た
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
・
ヘ

ル
ス

・
サ

ー
ビ

ス
の

質
的

向
上

と
、
地
域
住
民
の
ア
ク
セ
ス
の
拡

大
 

・
M
C
H
セ
ン
タ
ー
の
新
設
と
機
材
の
整
備
 

・
R
H
U
/
B
H
S
の
施
設
の
改
修
と
機
材
の
整
備
 

7
.
無
償
資
金
協
力
 

施
設
建
設
 

母
子
保
健
セ
ン
タ
ー
：
 
5
か
所
 

地
域
保
健
所
：
 
1
8
か
所
 

バ
ラ
ン
ガ
イ
保
健
所
：
 
6
0
か
所
 

機
材
購
入
 

血
圧
計
 

診
察
台
 

出
産
用
具
セ
ッ
ト
等
の
基
礎
的
医
療
機
材
 

啓
蒙
活
動
用
機
材
及
び
車
両
（
3
台
）
 

日
本
側
 
 
 
：
 
1
3
.
1
2
億
円
 

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
：
 
4
2
0
万
ペ
ソ
（
約

1
4
0
0
万
円
）

1
3
1
2
.
0
  

 

草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

女
性

の
健

康
の

た
め

の
ク

リ
ニ

ッ
ク

及
び

ア
ウ

ト
リ

ー
チ
活
動
強
化
計
画

 

女
性
健
康
管
理
財
団
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

地
域

に
根

ざ
し

た
リ

プ
ロ

ダ
ク

テ
ィ

ブ
ヘ

ル
ス

及
び

家
族
計
画
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
 

フ
ィ
リ
ピ
ン
地
方
開
発
運
動
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

I
E
C
及
び
医
療
機
器
の
購
入
 

フ
ィ
リ
ピ
ン

N
G
O
協
会
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

保
健
所
改
修
、
医
療
機
器
の
購
入
 

バ
ラ
ヤ
ン
町
（
地
方
政
府
）
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

保
健
所
改
修
、
医
療
機
器
の
購
入
 

マ
ル
バ
ー
ル
町
（
地
方
政
府
）
 

2
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

リ
プ
ロ
ダ
ク
テ
ィ
ブ
へ
ル
ス
活
動
強
化
 

農
村
復
興
運
動
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

ク
リ
ニ
ッ
ク
の
強
化
、
医
療
機
器
の
購
入
 

女
性
の
健
康
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

思
春
期
の
保
健
、
性

及
び
発
達
に
関
す
る
学
校
巡
回
計

画
 

思
春
期
発
達
財
団
 

0
.
6
 1
9
9
6
 

H
  

 
 

 
 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

サ
ー
ビ
ス
デ
リ
バ
リ
ー
、
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
及
び

I
E
C
コ

ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
に
よ
る
人
口
・
保
健
・
福
祉
計
画
 

A
M
E
C
-
B
C
C
人
口
・
保
健
・
福
祉
計
画
 

3
.
0
 1
9
9
6
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N
a
m
e
 
o
f
 
P
r
o
j
e
c
t
 

O
v
e
r
a
l
l
 
G
o
a
l

P
r
o
g
r
a
m
 
P
u
r
p
o
s
e
 

O
u
t
p
u
t
s
 

S
c
h
e
m
e
 

A
c
t
i
v
i
t
i
e
s
 

I
n
p
u
t
s
投
入
 

 
 
案
件
名
 

上
位
目
標
 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
 

 
成
果
 

援
助
形
態
 

活
動
 

項
目
 

量
(
百
万
円
)
  

 

備
考
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

助
産
婦
自
習
シ
ス
テ
ム
導
入
計
画
、
C
D
-
R
o
m
教
材
の
配

布
、
U
R
C
助
産
婦
学
校
・
W
e
s
l
e
y
a
n
U
.
看
護
学
校
と
の

連
携
 

フ
ィ
リ
ピ
ン
助
産
婦
学
校
連
盟
 

1
.
8
 1
9
9
6
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

ネ
グ

ロ
ス

統
合

家
族

計
画

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

支
援

サ
ー

ビ
ス
強
化
計
画
 

西
ネ
グ
ロ
ス
調
和
発
展
連
絡
協
議
会
 

2
.
4
 1
9
9
6（

リ
ー
ジ

ョ
ン
Ⅲ
以
外
）

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

F
P
/
M
C
H

に
お

け
る

質
の

高
い

ケ
ア

を
通

じ
て

の
地

域

生
活
改
善
計
画
 

統
合
母
子
保
健
活
動
推
進
協
会
 

2
.
9
 1
9
9
6
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

母
子
保
健
家
族
計
画

I
E
C
活
動
強
化
 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
健
康
増
進
協
会
 

1
.
7
 1
9
9
7
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

保
健
情
報
シ
ス
テ
ム
改
善
 

ダ
バ
オ
・
メ
デ
ィ
カ
ル
・
ス
ク
ー
ル
財
団
 

1
.
6
 9
7（

リ
ー
ジ
ョ

ン
Ⅲ
以
外
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

母
子
保
健
診
療
出
産
所
建
設
 

レ
ジ
ナ
・
カ
ル
メ
リ
・
カ
レ
ッ
ジ
 

2
.
6
 9
7
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

農
村
保
健
サ
ー
ビ
ス
強
化
 

ラ
グ
ナ
州
ピ
ラ
町
（
地
方
政
府
）
 

2
.
1
 9
7（

リ
ー
ジ
ョ

ン
Ⅲ
以
外
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

義
肢
・
装
具
に
関
す
る
病
院
内
訓
練
施
設
設
立
 

フ
ィ
リ
ピ
ン
障
害
者
社
会
復
帰
協
会
 

1
.
7
 1
9
9
7
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

栄
養
改
善
と
女
性
の
強
化
開
発
計
画
 

ガ
ト

ゥ
ブ

カ
女

性
発

展
組

織
（

S
K
G
K
/
ブ

ラ
カ

ン
州

カ

ル
ン
ピ
ッ
ト
町
）
 

3
.
9
 1
9
9
8
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

カ
ナ
イ
ナ
ヤ
ン
・
ア
エ
タ
再
定
住
地
保
健
計
画
 

ア
エ
タ
開
発
協
会
（
ザ
ン
バ
レ
ス
州
の

N
G
O
）
 

3
.
7
 1
9
9
8
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

保
健
所
建
設
計
画
 

バ
タ
ネ
ス
州
サ
ブ
タ
ン
町
（
地
方
政
府
）
 

3
.
2
 1
9
9
8（

リ
ー
ジ

ョ
ン
Ⅲ
以
外
）

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

障
害

者
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

セ
ン

タ
ー

建
設

、
備

品
、
セ
ミ
ナ
ー
実
施

、
L
U
Z
N
N
E
T
オ
フ
ィ
ス
 

イ
ノ
セ
ン
シ
オ
・
マ
グ
ト
ト
記
念
財
団
（
サ
ン
フ
ェ
ル

ナ
ン
ド
）
 

3
.
9
 2
0
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

低
所
得
者
向
け
診
療
所
建
築
計
画
 

パ
ン
パ
ン
ガ
社
会
活
動
セ
ン
タ
ー
（
サ
ン
フ
ェ
ル
ナ
ン

ド
）
 

3
.
1
 2
0
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草
の
根
無
償
資
金
協
力
 

リ
プ
ロ
ダ
ク
テ
ィ
ブ
・
ヘ
ル
ス
・
サ
ー
ビ
ス
拡
大
計
画

パ
タ
ン
ガ
ス
州
（
地
方
公
共
団
体
）
 

4
.
4
 2
0
0
0
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プ
ロ

グ
ラ
ム

ア
プ

ロ
ー

チ
 

ロ
ジ

ッ
ク

モ
デ

ル
 
(
P
L
M
 
2
)
 

O
v
e
r
a
l
l
 
G
o
a
l
 

P
r
o
g
r
a
m
 
P
u
r
p
o
s
e
 

O
u
t
p
u
t
s
 

O
u
t
p
u
t
s
 

N
a
m
e
 
o
f
 
P
r
o
j
e
c
t
 

A
c
t
i
v
i
t
i
e
s
 

I
n
p
u
t
s
投
入
 

上
位
目
標
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
目
標
 

 
成
果
 

 
成
果
 

案
件
名
 

活
動
 

項
目
 

量
(
百
万
円
）
  

 

備
考
 

リ
ー
ジ
ョ
ン
Ⅲ
に
お
け
る

R
H
が
向
上
す
る
。
 
１
．
R
H
 
分
野
に
お
け
る
サ
ー
ビ
ス
デ
リ
バ
リ
ー

の
た
め
の
基
盤
が
整
備
さ
れ
る
。
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
基
盤
整
備
費
 

1
5
.
4
  

 

 
 

 
 

1
.
 
タ

ラ
ッ

ク
州

に
お

け
る

家
族

サ
ー

ビ

ス
・
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
改
善

1
.
プ
ロ
技

I
 

1
.
 
家
族
計
画
・
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
の
推
進
と
供
給
体
制

の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
を
図
る
 

機
材
供
与
 

3
2
2
.
6
  

 

3
.
 
地
方
政
府
ス

タ
ッ
フ

の
保
健
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
運
営
能
力
が
向
上
す
る
。
 

2
.
プ
ロ
技

I
I
 

3
.
 
施
設
・
医

療
資
機
材
及
び

I
E
C
資
機
材
の
整
備
。
 

機
材
供
与
 

1
4
4
.
2
 1
9
9
7
-
2
0
0
0
 

人
口
・
家
族
計
画
及
び
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス

の
向
上
を
促
進
す
る
。
 

4
.
J
O
C
V
 

 
 

人
口
家
族
特
別
機
材
供
与
 

（
基

礎
医

療
機

器
、

統
計

資
料

作
成

用

機
器

、
車

両
、

T
B
A

補
助

機
材

、
血

圧

計
、

診
察

台
、

医
薬

品
、

バ
イ

ク
、

治

療
用
器
具
、
検
査
薬
）
 

7
6
.
3
 1
9
9
4
-
2
0
0
0
 

資
機
材
（
医
療
機
材
、
医
薬
品
）
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

 

施
設
改
修
（
ラ
ボ
ラ
ト
リ
ー
の
整
備
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地
域
住
民
へ
の
保
健
・
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
中

核
と
し
て
の
診
療
所
の
運
営
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

B
H
W
へ
の
ヘ
ル
ス
ワ
ー
カ
ー
キ
ッ
ト
の
配
布
 

 
 

 
 

 
 

 
 

生
活

改
善

の
た

め
の

包
括

的
保

健
実

施
に

必
要
な
セ
ク
タ
ー
間
の
連
携
の
確
立
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

資
機
材
（
医
療
機
材
、
医
薬
品
）
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

 
 

施
設
建
設
（
ブ
ラ
リ
デ
ル
病
院
手
術
室
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

当
該

地
域

に
お

け
る

母
子

保
健

サ
ー

ビ
ス

の
向
上
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ

ナ
・
カ
ル
メ
リ
大
学
 母

子
保
健
キ
ッ
ト
の
配
布
 

 
 

 
 

 
 

 
 

M
C
H
セ
ン
タ
ー
の
新
設
と
機
材
の
整
備
 

R
H
U
/
B
H
S
の
施
設
の
改
修
と
機
材
の
整
備

7
.
無
償
資
金
協
力
 

施
設
建
設
 

母
子
保
健
セ
ン
タ
ー
：
 
5
か
所
 

地
域
保
健
所
：
 
1
8
か
所
 

バ
ラ
ン
ガ
イ
保
健
所
：
 
6
0
か
所
 

機
材
供
与
 

血
圧
計
 

診
察
台
 

出
産
用
具
セ
ッ
ト
等
の
基
礎
的
医
療
機
材
 

啓
蒙
活
動
用
機
材
及
び
車
両
（
3
台
）
 

日
本
側
 
 
 
：
1
3
.
1
2
億
円
 

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
：
4
2
0
万
ペ
ソ
（
約

1
4
0
0

万
円
）
 

1
3
1
2
.
0
  

 

 
 

 
 

I
E
C
及
び
医
療
機
器
の
供
与
 

フ
ィ
リ
ピ
ン

N
G
O
協
会
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

保
健
所
改
修
、
医
療
機
器
の
供
与
 

バ
ラ
ヤ
ン
町
（
地
方
政
府
）
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

保
健
所
改
修
、
医
療
機
器
の
供
与
 

マ
ル
バ
ー
ル
町
（
地
方
政
府
）
 

2
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

ク
リ
ニ
ッ
ク
の
強
化
、
医
療
機
器
の
供
与
 

女
性
の
健
康
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

母
子
保
健
診
療
出
産
所
建
設
 

レ
ジ
ナ
・
カ
ル
メ
リ
・
カ
レ
ッ
ジ
 

2
.
6
 1
9
9
7
 

 
 

 
 

義
肢
・
装
具
に
関
す
る
病
院
内
訓
練
施
設
設
立
 

フ
ィ
リ
ピ
ン
障
害
者
社
会
復
帰
協
会

1
.
7
 1
9
9
7
 

 
 

 
 

障
害
者
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
建
設
、
備
品
、

セ
ミ
ナ
ー
実
施
、
L
U
Z
N
N
E
T
オ
フ
ィ
ス
 

イ
ノ

セ
ン

シ
オ

・
マ

グ
ト

ト
記

念
財

団

（
サ
ン
フ
ェ
ル
ナ
ン
ド
）
 

3
.
9
 2
0
0
0
 

 
 

 
 

8
.
草

の
根

無
償

資
金

協
力
 

低
所
得
者
向
け
診
療
所
建
築
計
画
 

パ
ン

パ
ン

ガ
社

会
活

動
セ

ン
タ

ー
（

サ

ン
フ
ェ
ル
ナ
ン
ド
）
 

3
.
1
 2
0
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
計
 

1
8
9
2
.
8
  

 

 

２
．
R
H
 
分
野
に
お
け
る
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
の
質

が
向
上
す
る
。
 

現
地
セ
ミ
ナ
ー
費
 

3
.
7
  

 

 
 

 
 

3
.
 
家
族
計
画
・

母
子
保

健
に
携
わ
る
人
員

の
能
力
向
上
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

3
.
 
研
修
活
動

 

中
堅
技
術
者
養
成
対
策
費
 

1
7
.
3
  

 

 
 

 
2
.
 
フ
ォ
ー
マ
ル

／
イ
ン

フ
ォ
ー
マ
ル
技
術

訓
練
、
ヘ
ル
ス
ワ
ー
カ
ー
間
の
情
報
交
換
及

び
、
当
該
分
野
に
お
け
る
専
門
家
の
技
術
移

転
に
よ
る
人
材
開
発
が
行
わ
れ
る
。
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

2
.
 
ヘ
ル
ス
ワ

ー
カ
ー
（
助
産
婦
、
看
護
婦
、
保
健
行
政
官
）

の
訓
練
と
再
訓
練
の
実
施
 

中
堅
技
術
者
養
成
対
策
費
 

2
9
.
5
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

 
 

 
 

保
健

分
野

に
携

わ
る

職
員

の
保

健
プ

ロ
グ

ラ
ム
の
管
理
能
力
が
向
上
す
る
。
 

3
.
現
地
国
内
研
修
 

5
か
年
に
わ
た

る
研
修
の
実
施
：
 

対
象
：
行
政
職
員
、
人
口
・
保
健
・
福
祉
関
係
職
員
、

 
 
 
N
G
O
技
術
指
導
員
 

 
 
 
第

1
回
(
9
5
)
:
3
8
名
、
第

3
回
(
9
7
)
:
3
7
名
、
 

 
 
 
第

5
回
(
9
8
)
:
3
9
名
 

期
間
：
3
週
間
 

内
容
：
基
礎
知
識
の
講
義
、
実
践
的
技
術
、
視
察
、
応
用
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

各
種

R
H
教
育
・
啓
蒙
の
研
修
会
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
開
催

（
J
O
C
V
と
連
携
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

R
H
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
制
作
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

思
春
期

R
H
教
育
の
青
年
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

及
び
貧
困
層
で
の
本
教
育
の
効
果
の
向
上

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

研
修
機
材
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

研
修
機
材
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

リ
ー
ジ

ョ
ン
Ⅲ

に
お
け

る
、
基

礎
的
健

康
状
態

が
向
上
す
る
。
 

 
 

 
 

成
人
・
青
少
年
・
子
供
の
健
康
改
善
の
た
め

の
人
材
育
成
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 
ク
リ
ニ
ッ
ク
ス
タ
ッ
フ
へ
の
研
修
 

 
 

 
 

 
 

R
H
U
4
段
階
評
価
 

 
P
i
l
o
t
 
C
o
n
t
r
o
l
 

距
離
 

3
.
0
5
 

3
.
1
7
 

待
ち
時
間
 

3
.
0
6
 

3
.
0
3
 

設
備
 

3
.
0
7
 

2
.
5
0
 

職
員
数
 

3
.
0
1
 

2
.
9
0
 

投
薬
 

2
.
7
4
 

2
.
2
7
 

R
H
U
4
段
階
評
価
 

 
P
i
l
o
t
 
C
o
n
t
r
o
l
 

診
断
 

3
.
1
3
 

2
.
9
7
 

治
療
 

3
.
1
3
 

3
.
0
7
 

現
在
の
子
供
数
 

P
i
l
o
t
：
 

2
.
5
人
 

C
o
n
t
r
o
l
：
 

3
.
2
人
 

 望
む
子
供
の
数
 

P
i
l
o
t
：
 

3
.
4
人
 

C
o
n
t
r
o
l
：
 

3
.
7
人
 

 避
妊
実
行
率
 

P
i
l
o
t
：
 

6
9
.
8
%
 

C
o
n
t
r
o
l
：
 

6
6
.
7
%
 

*
非
妊
娠
中
の

1
3
9
人
(
P
i
l
o
t
)
、
 

 
2
7
人
(
C
o
n
t
r
o
l
)
 

 避
妊
方
法
 

P
i
l
o
t
：

多
岐

（
I
n
j
e
c
t
i
o
n
:
2
4
%
、

P
i
l
l
:
2
2
%
）
 

C
o
n
t
r
o
l
：
P
i
l
l
:
5
5
%
 

 避
妊
実
行
期
間
 

P
i
l
o
t
：
1
-
3
年
（
2
7
%
）
再
生
産
中
 
 
 
 

C
o
n
t
r
o
l
：
1
-
3
年
（
4
0
%
）
 

 子
供
の
数
の
決
定
権
 

 
P
i
l
o
t
 
C
o
n
t
r
o
l
 

夫
 

5
%
 

2
0
%
 

妻
 

1
0
%
 

7
%
 

両
方
 

8
5
%
 

6
7
%
 

 母
乳
で
育
て
た
割
合
 

P
i
l
o
t
：
 

9
3
%
 

C
o
n
t
r
o
l
：
 

7
9
%
 

 産
前
の
訪
問
回
数
 

 
P
i
l
o
t
 
C
o
n
t
r
o
l
 

5
回
以
上
 

7
3
%
 

5
5
%
 

4
回
以
下
 

1
4
%
 

4
5
%
 

無
回
答
 

1
4
%
 

0
%
 

 産
後
の
訪
問
回
数
 

 
P
i
l
o
t
 
C
o
n
t
r
o
l
 

1
回
以
上
 

5
6
%
 

4
1
%
 

0
回
 

2
8
%
 

5
5
%
 

無
回
答
 

1
7
%
 

3
%
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O
v
e
r
a
l
l
 
G
o
a
l
 

P
r
o
g
r
a
m
 
P
u
r
p
o
s
e
 

O
u
t
p
u
t
s
 

O
u
t
p
u
t
s
 

N
a
m
e
 
o
f
 
P
r
o
j
e
c
t
 

A
c
t
i
v
i
t
i
e
s
 

I
n
p
u
t
s
投
入
 

上
位
目
標
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
目
標
 

 
成
果
 

 
成
果
 

案
件
名
 

活
動
 

項
目
 

量
(
百
万
円
）
  

 

備
考
 

 
 

 
 

地
域
保
健
従
事
者
へ
の
研
修
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

研
修
機
材
の
整
備
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

ク
リ
ニ
ッ
ク
ス
タ
ッ
フ
へ
の
研
修
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地
域
保
健
従
事
者
へ
の
研
修
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

母
子

保
健

サ
ー

ビ
ス

に
係

わ
る

地
域

保
健

従
事
者
の
能
力
向
上
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ

ナ
・
カ
ル
メ
リ
大
学
 施

設
建
設
（
研
修
セ
ン
タ
ー
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8
.
草

の
根

無
償

資
金

協
力
 

助
産

婦
自

習
シ

ス
テ

ム
導

入
計

画
、

C
D
-
R
o
m

教
材

の
配

布
、
U
R
C
助
産
婦
学
校
・
W
e
s
l
e
y
a
n
U
.
看
護
学
校
と
の
連

携
 

フ
ィ
リ
ピ
ン
助
産
婦
学
校
連
盟
 

1
.
8
 9
6
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
計
 

5
2
.
3
  

 

 
 

３
．
R
H
 
分
野
に
お
け
る
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
さ
れ

る
。
 

草
の
根
展
開
支
援
費
 

7
.
9
  

 

 
 

  
 

 

2
.
 
住
民
参
加
の

促
進
に

よ
る
地
域
保
健
活

動
の
活
性
化
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

2
.
 
住
民
参
加

の
促
進
 

啓
蒙
活
動
普
及
費
 

1
6
.
7
  

 

 
 

 
 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

4
.
 
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
・
評
価
 

現
地
研
究
費
 

7
.
3
  

 

 
 

 
 

1
.
 
タ

ラ
ッ

ク
州

に
お

け
る

家
族

サ
ー

ビ

ス
・
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
改
善

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

5
.
 
I
E
C
教
材

の
開
発
・
制
作
 

視
聴
覚
教
材
整
備
費
 

8
.
4
  

 

 
 

 
 

1
.
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
運
営

と
客
観
的
な
評
価

能
力
が
向
上
す
る
。
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

1
.
 
研
究
・
学

術
機
関
と
の
協
力
に
よ
る
調
査
、
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
及
び
評
価
活
動
の
実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

啓
蒙
活
動
普
及
費
 

1
6
.
8
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

 
 

 
 

住
民
活
動
基
盤
強
化
費
 

8
.
4
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

 
 

 
 

4
.
 
対
象
地
域
の

住
民
の

保
健
活
動
へ
の
積

極
的

参
加

に
よ

り
住

民
の

健
康

状
態

が
改

善
す
る
。
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

4
.
 
保
健
関
連

の
住
民
参
加
活
動
の
実
施
 

草
の
根
展
開
支
援
費
 

8
.
6
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

 
 

 
 

5
.
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
地
域

で
試
験
的
に
実
施

し
た

I
E
C
教
材
が
円
滑
に
普
及
す
る
。
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

5
.
 
I
E
C
教
材

の
開
発
、
作
成
及
び
普
及
 

視
聴
覚
教
材
整
備
費
 

1
5
.
2
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

 
 

 
 

保
健
婦
（
士
）
（
1
0
.
0
年
）
*
 

4
1
.
5
 8
人
 

 
 

 
 

母
子
保
健
活
動
、
家
族
計
画
に
関
す
る
啓
蒙
普
及
活
動
の

実
施
 

看
護
婦
（
1
5
.
3
年
）
*
 

6
3
.
5
 7
人
 

 
 

 
 

N
G
O
で
幅
広
い
母
子
保
健
活
動
 

栄
養
士
（
2
.
5
年
）
*
 

1
0
.
4
 1
人
 

 
 

 
 

F
L
I
計
画
統
括
 

村
落
開
発
（
3
.
0
年
）
*
 

1
2
.
5
 1
人
 

 
 

 
 

人
口
・
家
族
計
画
及
び
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス

の
向
上
を
促
進
す
る
。
 

4
.
J
O
C
V
 

F
L
I
計
画
統
括
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
オ
フ
ィ
サ
ー
（
2
.
0
年
）
*

8
.
3
 1
人
 

 
 

 
 

社
会

的
適

応
障

害
児

の
社

会
心

理
療

法
に

よ
る
社
会
復
帰
 

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地
域
社
会
で
の
保
健
従
事
者
に
よ
る

R
H
サ

ー
ビ
ス
提
供
 

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地
域

政
策

担
当

者
と

地
域

住
民

が
一

体
と

な
っ
た
の

R
H
の
理
解
の
深
化
 

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

児
童
・
思
春
期
青
少
年
に
対
す
る
教
育
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地
域
住
民
へ
の
保
健
・
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
中

核
と
し
て
の
診
療
所
の
運
営
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 
I
E
C
教
材
の
制
作
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

地
域

住
民

参
加

に
よ

る
地

域
保

健
活

動
の

強
化
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ

ナ
・
カ
ル
メ
リ
大
学
  

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

乳
幼
児
の
栄
養
・
健
康
水
準
の
改
善
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ

ナ
・
カ
ル
メ
リ
大
学
 I
E
C
教
材
の
制
作
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

思
春

期
青

少
年

の
責

任
あ

る
性

行
動

の
た

め
の
社
会
的
自
覚
の
形
成
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ

ナ
・
カ
ル
メ
リ
大
学
 児

童
・
思
春
期
青
少
年
に
対
す
る
教
育
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

女
性
の
健
康
の
た
め
の
ク
リ
ニ
ッ
ク
及
び
ア
ウ
ト
リ
ー
チ

活
動
強
化
計
画
 

女
性
健
康
管
理
財
団
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

 
 

地
域
に
根
ざ
し
た
リ
プ
ロ
ダ
ク
テ
ィ
ブ
ヘ
ル
ス
及
び
家
族

計
画
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

フ
ィ
リ
ピ
ン
地
方
開
発
運
動
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

 
 

リ
プ
ロ
ダ
ク
テ
ィ
ブ
へ
ル
ス
活
動
強
化
 

農
村
復
興
運
動
 

3
.
0
 1
9
9
5
 

 
 

 
 

 
 

思
春
期
の
保
健
、
性
及
び
発
達
に
関
す
る
学
校
巡
回
計
画

思
春
期
発
達
財
団
 

0
.
6
 1
9
9
6
 

 
 

 
 

 
 

サ
ー
ビ
ス
デ
リ
バ
リ
ー
、
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
及
び

I
E
C
コ
ン

ポ
ー
ネ
ン
ト
に
よ
る
人
口
・
保
健
・
福
祉
計
画
 

A
M
E
C
-
B
C
C
人
口
・
保
健
・
福
祉
計
画

3
.
0
 1
9
9
6
 

 
 

 
 

 
 

F
P
/
M
C
H

に
お

け
る

質
の

高
い

ケ
ア

を
通

じ
て

の
地

域
生

活
改
善
計
画
 

統
合
母
子
保
健
活
動
推
進
協
会
 

2
.
9
 1
9
9
6
 

母
子
保
健
家
族
計
画

I
E
C
活
動
強
化
 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
健
康
増
進
協
会
 

1
.
7
 1
9
9
7
 

 
 

 
 

8
.
草

の
根

無
償

資
金

協
力
 

栄
養
改
善
と
女
性
の
強
化
開
発
計
画
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

R
H
U
4
段
階
評
価
 

 
P
i
l
o
t
 
C
o
n
t
r
o
l
 

情
報
 

3
.
0
8
 

3
.
0
0
 

 出
産
場
所
 

 
P
i
l
o
t
 
C
o
n
t
r
o
l
 

家
 

4
7
%
 

5
9
%
 

病
院
 

5
2
%
 

4
1
%
 

 出
産
立
会
人
 

 
P
i
l
o
t
 
C
o
n
t
r
o
l
 

R
H
M
 

5
6
%
 

5
9
%
 

M
D
 

3
6
%
 

4
1
%
 

P
H
N
 

1
%
 

0
%
 

H
i
l
l
o
t
 

7
%
 

0
%
 

 母
子
手
帳
使
用
率
 

P
i
l
o
t
：
 

6
9
%
 

C
o
n
t
r
o
l
：
 

3
8
%
 

 成
長
記
録
表
使
用
率
 

P
i
l
o
t
：
 

7
3
%
 

C
o
n
t
r
o
l
：
 

4
5
%
 

 I
E
C
へ
の
ア
ク
セ
ス
度
 

総
合
 

P
i
l
o
t
：
 

1
2
9
4
%
 

C
o
n
t
r
o
l
：
 

6
8
3
%
 

 

メ
デ
ィ
ア
 

P
i
l
o
t
：

ポ
ス

タ
ー

(
4
3
3%
)
、

面
談

(
2
6
1
%
)
、
セ
ミ
ナ
ー
(
2
0
3
%
)
 

C
o
n
t
r
o
l：

面
談
(
3
2
0
%
)
、
ポ
ス
タ
ー

(
1
4
3
%
)
 

 

実
施
機
関
 

P
i
l
o
t
：
R
H
U
(
7
3
9
%
)
、
B
H
S
(
3
8
2
%
)
、

学
校
(
1
5
2
%
)
 

C
o
n
t
r
o
l：

R
H
U
(
5
4
0
%
)
、
学
校
(
1
0
7
%
)

 

ト
ピ
ッ
ク
 

P
i
l
o
t：

F
P
(
1
6
6
%
)
、
栄
養
（
1
4
9
%
）
、

テ
ン
グ
熱
(
1
3
5
%
)
 

C
o
n
t
r
o
l
：
F
P
(
1
0
0
%
)
、
栄
養
(
7
7
%
)
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O
v
e
r
a
l
l
 
G
o
a
l
 

P
r
o
g
r
a
m
 
P
u
r
p
o
s
e
 

O
u
t
p
u
t
s
 

O
u
t
p
u
t
s
 

N
a
m
e
 
o
f
 
P
r
o
j
e
c
t
 

A
c
t
i
v
i
t
i
e
s
 

I
n
p
u
t
s
投
入
 

上
位
目
標
 

プ
ロ
グ
ラ
ム
目
標
 

 
成
果
 

 
成
果
 

案
件
名
 

活
動
 

項
目
 

量
(
百
万
円
）
  

 

備
考
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

ガ
ト

ゥ
ブ

カ
女

性
発

展
組

織
（

S
K
G
K
/

ブ
ラ
カ
ン
州
カ
ル
ン
ピ
ッ
ト
町
）
 

3
.
9
 1
9
9
8
 

 
 

 
 

 
 

カ
ナ
イ
ナ
ヤ
ン
・
ア
エ
タ
再
定
住
地
保
健
計
画
 

ア
エ

タ
開

発
協

会
（

ザ
ン

バ
レ

ス
州

の

N
G
O
）
 

3
.
7
 9
8
 

 
 

 
 

 
 

 

リ
プ
ロ
ダ
ク
テ
ィ
ブ
・
ヘ
ル
ス
・
サ
ー
ビ
ス
拡
大
計
画

パ
タ
ン
ガ
ス
州
（
地
方
公
共
団
体
）

4
.
4
 2
0
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
計
 

2
5
4
.
7
  

 

 
 

O
u
t
p
u
t
s
 
1
-
3
に
振
り
分
け
ら
れ
な
い
投
入
 

 
 

一
般
現
地
業
務
費
 

4
0
.
8
  

 

 
 

 
 

 
 

貧
困
対
策
費
 

3
.
7
  

 

 
 

 
 

 
 

応
急
対
策
費
 

3
.
2
  

 

 
 

 
 

 
 

技
術
普
及
広
報
費
 

1
.
7
  

 

 
 

 
 

 
 

技
術
交
換
費
 

3
.
7
  

 

 
 

 
 

 
 

現
業
費
臨
時
支
給
 

4
.
3
  

 

 
 

 
 

 
 

長
期
専
門
家
（
1
9
.
4
年
）
*
 

3
8
8
.
0
 9
人
 

 
 

 
 

 
 

短
期
専
門
家
 

2
1
人
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
.
プ
ロ
技
Ⅰ
 

全
般
 

研
修
員
受
入
れ
 

1
8
人
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一
般
現
地
業
務
費
 

4
1
.
5
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

 
 

 
 

 
 

技
術
交
換
費
 

1
.
0
 1
9
9
7
-
1
9
9
9
 

 
 

 
 

 
 

長
期
専
門
家
（
2
8
.
6
年
）
*
 

5
7
2
.
0
 1
1
人
 

 
 

 
 

 
 

短
期
専
門
家
 

1
7
人
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
.
プ
ロ
技
Ⅱ
 

全
般
 

研
修
員
受
入
れ
 

1
8
人
 

 
 

 
 

 
 

 
 

6
-
1
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
P
N
G
O
C
 

全
般
 

1
9
9
8
年
度
：
 
1
2
,
3
2
6
千
円
 

プ
ロ

技
・

J
O
C
V
・

草
の

根
無

償
資

金
協

力
(
1
9
9
5
年
）
と
連
携
 

U
N
F
P
A
の

N
G
O
支
援
事
業
と
相
互
補
完

的
協
力
あ
り
 

1
2
.
3
  

 

 
 

 
 

 
 

6
-
2
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
C
M
C
P
 

全
般
 

1
9
9
8
年
度
：
 
1
5
,
8
5
7
千
円
 

1
9
9
9
年
度
：
 
 
9
,
7
5
2
千
円
 

プ
ロ
技
・
無
償
資
金
協
力
（
X
線
撮
影

装
置
購
入
案
件
）
と
連
携
 

2
5
.
6
  

 

 
 

 
 

 
 

6
-
3
.
開
発
福
祉
支
援
 

I
m
p
.
 
O
r
g
.
:
 
レ

ジ

ナ
・
カ
ル
メ
リ
大
学
  

 
1
9
9
8
年
度
：
 
1
6
,
2
3
8
千
円
 

1
9
9
9
年
度
：
 
1
5
,
0
9
8
千
円
 

プ
ロ

技
・

J
O
C
V
・

草
の

根
無

償
資

金

協
力
（
9
7
年

R
H
診
療
所
）
と
連
携
 

3
1
.
3
  

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
計
 

1
1
2
9
.
1
  

 

 
 

 
 

（
リ
ー
ジ
ョ
ン
Ⅲ
以
外
）
 

人
口
・
家
族
計
画
及
び
母
子
保
健
サ
ー
ビ
ス

の
向
上
を
促
進
す
る
 

5
.
特
別
機
材
 

年
2
0
0
0
万
円

を
上
限
に
、
原
則

4
か
年
、
下
記
の

資
材
を

供
与
 

1
.
避
妊
具
・
避
妊
薬
 

 
コ
ン
ド
ー
ム
、
子
宮
内
避
妊
具
（
I
U
D
）
、
ペ
ッ
サ
リ
ー
、

殺
精
子
剤
、
発
泡
避
妊
剤
な
ど
 

2
.
母
子
保
健
推
進
の
た
め
の
簡
易
医
療
機
材
・
必
須
医
薬

品
 

 
体
重
計
、
身
長
計
、
体
温
計
、
血
圧
計
、
自
宅
分
娩
キ

ッ
ト
、
基
礎
的
医
薬
品
な
ど
 

3
.
教
育
・
啓
蒙
活
動
に
必
要
な
機
材
 

 
視
聴
覚
器
材
、
教
材
な
ど
 

年
度
 
金
額
（
千
円
）
 

1
9
9
6
 
 
 
2
2
5
2
6
 

1
9
9
7
 
 
 
1
3
1
7
9
 

1
9
9
8
 
 
 
1
8
0
9
9
 

1
9
9
9
 
 
 
2
5
3
4
4
 

2
0
0
0
 
 
 
2
4
7
9
7
 

 
合
計
 
1
0
3
9
4
5
 

1
0
3
.
9
 U
N
F
P
A

と
の

マ
ル

チ
バ
イ
協
力
（
リ
ー

ジ
ョ
ン

I
I
I
以
外
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

ネ
グ
ロ
ス
統
合
家
族
計
画
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
支
援
サ
ー
ビ
ス

強
化
計
画
 

西
ネ
グ
ロ
ス
調
和
発
展
連
絡
協
議
会

2
.
4
 1
9
9
6（

リ
ー
ジ
ョ
ン

Ⅲ
以
外
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

保
健
情
報
シ
ス
テ
ム
改
善
 

ダ
バ

オ
・

メ
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プログラムアプローチ・ロジック・モデル（PLM）作成マニュアル 

はじめに 

 現在 JICA は、各国ごとに開発の方向性と開発／援助重点分野等を定めた国別事業実施計

画を策定し、そこで設定された目標を達成するためにいくつかのスキームを組み合わせた

プログラム1を構築するという順序で、援助事業を実施する体制を整えつつあります。しか

し実施中の案件をかかえていることや、国別事業実施計画の策定の中核となる地域部が創

設されて間もないため、そのような体制へ完全に移行するにはまだ時間がかかると思われ

ます。プログラム実施体制へ移行する過渡期である現在有効なことは、現在実施中であり

かつ目的が同じ複数の案件群をプログラムととらえる2ことです。それら案件群の全体像を

把握し各案件の位置付けを行うことは、各案件間の連携の方法を探りプログラムとしてよ

り効率的活動を可能とする体制につながりますし、今後のプログラム構築3を行う際にも参

考になるでしょう。また、1案件をみていたときには気づかなかった側面が明らかになるよ

うなことがあれば、大変有意義なことです。それでは以下にその方法を解説します。 

 

Step1. 案件を並べる 

 まず、各案件別にプロジェクト要約（上位目標・プロジェクト目標・成果・活動・投入）

を横に並べ、「プログラムアプローチ・ロジック・モデル（PLM）」を表計算ソフトなどで作

製します。次に、それぞれのプロジェクト目標や成果のレベルを合わせます4。 

案件名 上位目標 プロジェクト目標 成果 活動 投入 

案件 A 上位目標 A プロジェクト目標 A 成果 A-1 

 

成果 A-2 

活動 A-1-1 

活動 A-1-2 

活動 A-2-1 

活動 A-2-2 

活動 A-2-3 

投入 A-ア 

投入 A-イ 

投入 A-ウ 

投入 A-エ 

投入 A-オ 

投入 A-カ 

案件 B 上位目標 B プロジェクト目標 B 成果 B-1 

 

活動 B-1-1 

活動 B-1-2 

活動 B-1-3 

投入 B-ア 

投入 B-イ 

投入 B-ウ 

投入 B-エ 

投入 B-オ 

案件 C 上位目標 C プロジェクト目標 C 成果 C-1 

 

 

成果 C-2 

活動 C-1-1 

活動 C-1-2 

活動 C-1-3 

活動 C-2-1 

投入 C-ア 

投入 C-イ 

投入 C-ウ 

投入 C-エ 

投入 C-オ 

 

                                                        
1 従来ほとんどの援助機関は、単独のプロジェクトを中心とする援助事業を実施してきました。しかし途

上国の抱える問題の多くは原因が複雑に絡み合っていて、単一のプロジェクトではインパクトを与えにく

いことから、プロジェクトを組み合わせた包括的なプログラム形式の協力体制へ移行するという潮流が、

多くの主要援助機関、国連機関でもみられます。 
2 セクターを越えたさらに包括的なプログラムを考えることもできます。その場合は、上位目標が同じで

プロジェクト目標が異なる案件群と考えられます。そこでまず、プロジェクト目標ごとに各案件を分類し

たうえで、今回解説する作業を行うことになります。 
3 最初からプログラムとして計画する場合は、今回の解説する行程とは順番が逆になります。まず、プロ

グラムの全体像を設定した後で、適切なスキームへ成果・活動等を割り振っていくからです。 
4 なかには、上位目標やプロジェクト目標が設定されていないものもありますし、Step3 で上位目標・プロ

グラム目標・成果は設定し直しますから、特に活動・投入に関して留意します。 
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Step 2. レコードの設定 

 各案件内において、案件名・成果・活動・投入をひとつのレコードとして考え整理しま

す。この行程により、全体をひとつのプログラムと想定した場合の最小単位（レコード）

が設定されます。Step4 で述べるように、このレコードを並べ替えて全体像5を把握するこ

とになります。なお、投入は可能な限り活動ごとに割り振る6ようにします。 

上位目標 プロジェクト目標 案件名 成果 活動 投入  

上位目標 A プロジェクト目標 A 案件 A 成果 A-1 活動 A-1-1 投入 A-ア  

  案件 A 成果 A-1 活動 A-1-1 投入 A-イ  

  案件 A 成果 A-1 活動 A-1-2 投入 A-ウ  

  案件 A 成果 A-2 活動 A-2-1 投入 A-エ  

  案件 A 成果 A-2 活動 A-2-2 投入 A-オ  

  案件 A 成果 A-2 活動 A-2-3 投入 A-カ  

上位目標 B プロジェクト目標 B 案件 B 成果 B-1 活動 B-1-1 投入 B-ア-1  

  案件 B 成果 B-1 活動 B-1-2 投入 B-ア-2  

  案件 B 成果 B-1 活動 B-1-2 投入 B-イ  

  案件 B 成果 B-1 活動 B-1-2 投入 B-ウ  

  案件 B 成果 B-1 活動 B-1-3 投入 B-エ  

  案件 B 成果 B-1 活動 B-1-3 投入 B-オ  

上位目標 C プロジェクト目標 C 案件 C 成果 C-1 活動 C-1-1 投入 C-ア  

  案件 C 成果 C-1 活動 C-1-1 投入 C-イ  

  案件 C 成果 C-1 活動 C-1-2 投入 C-ウ  

  案件 C 成果 C-1 活動 C-1-3 投入 C-エ  

  案件 C 成果 C-2 活動 C-2-1 投入 C-オ  

 

Step 3. プログラムとしての成果の設定 

 成果は案件ごとに考えられたものですから、複数の案件群をプログラムとして考える場

合はくくり方
．．．．

を変えたほうが適切な場合がほとんどですし、同じ内容の成果でも案件によ

っては異なった表現がなされている場合もあります。そこで、プログラム内の案件全体を

見渡して、プログラムとして適切と思われる成果を新たに設定します。同時に各案件の上

位目標・プログラム目標7もプログラムとして適切なものを設定します。 

                                                        
5 今回は成果で並べ替えを行いましたが、並べ替えの方法によってプログラムの様々な側面を把握するこ

とができます。たとえば、投入で並べ替えを行うと、人件費の割合などを算出することができます。 
6 たとえば事業費は活動ごとに明細を作る、専門家は日報等により各活動を行った時間を算出できるよう

にする等です。それでも割り振ることができない経費的なものとして残った投入は、プログラムの効率性

をみるときのひとつの目安となるでしょう。 
7 そもそも全体をプログラムとして考え得るのだから、各案件でプロジェクト目標はそれほど変わらない

はずです。 

投入を割り振った 

ひとつの活動に対し

て複数の投入がある

これを一つのレ

コードと考える

ひとつの活動に対し

て複数の投入がある

ひとつの活動に対し

て複数の投入がある

ひとつの活動に

対して複数の投



添付-35 

 

上位目標 プログラム目標 成果 案件名 成果 活動 投入 

上位目標 プログラム目標 成果Ⅰ 案件 A 成果 A-1 活動 A-1-1 投入 A-ア 

  成果Ⅰ 案件 A 成果 A-1 活動 A-1-1 投入 A-イ 

  成果Ⅰ 案件 A 成果 A-1 活動 A-1-2 投入 A-ウ 

  成果Ⅱ 案件 A 成果 A-2 活動 A-2-1 投入 A-エ 

  成果Ⅱ 案件 A 成果 A-2 活動 A-2-2 投入 A-オ 

  成果Ⅱ 案件 A 成果 A-2 活動 A-2-3 投入 A-カ 

  成果Ⅲ 案件 B 成果 B-1 活動 B-1-1 投入 B-ア-1 

  成果Ⅲ 案件 B 成果 B-1 活動 B-1-2 投入 B-ア-2 

  成果Ⅲ 案件 B 成果 B-1 活動 B-1-2 投入 B-イ 

  成果Ⅲ 案件 B 成果 B-1 活動 B-1-2 投入 B-ウ 

  成果Ⅲ 案件 B 成果 B-1 活動 B-1-3 投入 B-エ 

  成果Ⅲ 案件 B 成果 B-1 活動 B-1-3 投入 B-オ 

  成果Ⅱ 案件 C 成果 C-1 活動 C-1-1 投入 C-ア 

  成果Ⅱ 案件 C 成果 C-1 活動 C-1-1 投入 C-イ 

  成果Ⅱ 案件 C 成果 C-1 活動 C-1-2 投入 C-ウ 

  成果Ⅱ 案件 C 成果 C-1 活動 C-1-3 投入 C-エ 

  成果Ⅰ 案件 C 成果 C-2 活動 C-2-1 投入 C-オ 

 

Step 4. レコードの並べ替え 

 新しく設定した成果によってレコードを並べかえます8。案件ごとにまとめ、以前の成果

を非表示にするなどして表を整えます。成果ごとに投入の小計を算出、上位目標・プログ

ラム目標・成果の指標を加えて完成度を高めます。 

上位目標 プログラム目標 成果 案件名 活動 投入 

上位目標 プログラム目標 投入 A-ア 

  

活動 A-1-1 

 投入 A-イ 

  

案件 A 

活動 A-1-2 投入 A-ウ 

  案件 C 活動 C-2-1 投入 C-オ 

  

成果Ⅰ 

  成果Ⅰ投入小計

  活動 A-2-1 投入 A-エ 

  活動 A-2-2 投入 A-オ 

  

案件 A 

活動 A-2-3 投入 A-カ 

  投入 C-ア 

  

活動 C-1-1 

 投入 C-イ 

  活動 C-1-2 投入 C-ウ 

  

案件 C 

活動 C-1-3 投入 C-エ 

  

成果Ⅱ 

  成果Ⅱ投入小計

  活動 B-1-1 投入 B-ア-1 

  投入 B-ア-2 

  投入 B-イ 

  

活動 B-1-2 

 

投入 B-ウ 

  投入 B-エ 

  

案件 B 

活動 B-1-3 

 投入 B-オ 

  

成果Ⅲ 

  成果Ⅲ投入小計

     投入総計 

 

                                                        
8 並べ替えの優先順位は、成果・案件名・活動・成果です。 

新たに設定した成果

↓ 

上位目標の指標 成果Ⅰの指標

成果Ⅲの指標

成果Ⅱの指標

プログラム目標の指標 

セルの結合 
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Step5. プログラムとしての全体像の把握 

以上の作業から、ツリー状に全体が整理されることによってプログラムとしての全体像

が把握されます。たとえば今回の例では、「案件 A」と「案件 C」は同様の成果を達成する

ための活動を行っていますが、「案件 B」は別の角度からプログラムを支えていることがわ

かりますし、類似した活動を行っている「案件 A」と「案件 C」は活動するサイトが重なら

ないように連携する必要などの予想もできます。 

 ただし、ツリー状といっても、「案件 A」と「案件 C」は二つの成果で横断的に活動を行

っているため、全体としては複雑で有機的な構造をしています。このことは、プログラム

構築にあたっての一つのヒントになるかもしれません。プログラムの全体像を設定した後

で個々のスキームへ成果・活動等を割り振っていくという行程を踏むと、どうしても一つ

のスキームを一つの成果に限定する傾向が強いからです。一つのスキームを複数の成果の

達成のために有効的に設定することができれば、より有機的に各スキームが連携した相乗

効果のあるプログラムを構築できるでしょう。 

 プログラムに対する取り組みはまだ始まったばかりです。今回解説した方法も開発の途

上にあり、完成されたものではありません。今後多くの方々によって利用され、改良が加

えられていくことを期待します。 
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事後的な協力プログラム評価のためのアンケート調査票 

 

１．調査の概略 

１－１ 調査手法 

①15-49 歳の再生産年齢・既婚女性に対する質問票調査計 180 名＋対照標準グループ計 30 名 

②フォーカスグループインタビュー（FGI) 

15-49 歳の再生産年齢・既婚女性 6名/助産婦 6名/バランガイ保健ワーカー6名 

１－２ 実施時期: 2001 年 3 月 12 日-3 月 24 日 

１－３ 調査者: 現地コンサルタント Dr. Marilyn Gorra の監督の下、計 3名の現地調査員がリ

ージョンⅢにおいて聞き取りによる質問票調査及びフォーカスグループインタビューを実施した。 

 

２．調査の詳細 

２－１ Objectives 

The objective of the survey was to measure satisfaction in services which JICA’s projects have 

brought and how these services change women’s attitudes on reproductive health.  A combination of 

quantitative and qualitative data gathering methods were used: 1) individual interviews with structured 

questionnaire for married women of reproductive age (MWRA) in model sites of JICA’s projects and in a 

control area also in Central Luzon; 2) focus group interviews with married women of reproductive age, 

rural health midwives (RHM), and barangay health workers (BHW) in model sites of JICA’s projects. 

２－２ Structured Questionnaires 

Six (6) rural health units (RHU) in three (3) provinces in Central Luzon were selected as pilot model 

sites, and one (1) RHU in one of the pilot provinces was selected as control area.  For the individual 

interviews using structured questionnaire, a sample of 30 women visitors of each pilot and control RHU 

were interviewed, or a total of 210 married women of reproductive age.  In RHUs where there were not 

enough women visitors to be interviewed, a group of women clients who visited the RHU prior to the 

scheduled day of interview were asked to come to the RHU for the interview.  Thus some women 

interviewees visited the RHU for consultation or treatment purposes, while a few came to the RHU for the 

purpose of being interviewed only. 

２－３ Focus Group Interviews 

For the focus group interviews, a group of six (6) married women, and a group of six (6) rural health 

midwives, plus a group of six (6) barangay health workers were asked to participate in simultaneous group 

discussions at three (3) pilot RHUs on the designated dates of the survey. 

２－４ Sample of Survey 
Province Name of RHU Survey Activity Respondents 

Pilot: Tarlac Sta. Ignacia RHU Individual interviews 30 married women 
 Capas RHU I Individual interviews 

Focus group interviews 
30 married women 
6 MWRA, 6 RHM, 6 BHW  

Bataan Abucay RHU Individual interviews 
Focus group interviews 

30 married women 
6 MWRA, 6 RHM, 6 BHW  

 Orani RHU Individual interviews 30 married women 
Pampanga Lubao RHU II Individual interviews 

Focus group interviews 
30 married women 
6 MWRA, 6 RHM, 6 BHW  

 Lubao RHU III Individual interviews 30 married women 
Control: Pampanga Sto. Tomas RHU Individual interviews 30 married women 

Of the 180 married women interviewed in the pilot RHUs, two (2) were invalidated because while 

respondents were clients of the RHU at the time of the survey, they were also staff of the same RHU. 
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再生産年齢・既婚女性の質問票調査 主な結果 
Q 番号 質問 Pilot Area Control Area 

A. 基本属性     

1 生年月日（検証用） ― ― 

2 年齢 平均 29.4 歳 20-24 歳が最多層 平均34.1歳 40-44歳と25-29歳が最多

層 

3 初婚年齢 平均 20.9 歳 平均 20.6 歳 

4 仕事     

5 学歴 高い 低い 

6 病気の時に最初に行く医療機関 RHU75% RHU93% 

7 RHU に来る頻度 79% 80% 

8 RHU をどうして知ったか BHWorRHM: 47% BHW or RHM:40%, その他：40% 

9 サービスを受けに来た人 75% 50% 

B. MCH サービスの満足度     

10 目的 MCH:46%、病気:33% MCH:43%、病気:43% 

11 RHU4 段階評価 投薬がやや低い 投薬、設備が低い 

  １）距離 3.05 3.17 

  ２）待ち時間 3.06 3.03 

  ３）設備 3.07 2.50 

  ４）職員数 3.01 2.90 

  ５）診断 3.13 2.97 

  ６）治療 3.13 3.07 

  ７）投薬 2.74 2.27 

  ８）情報 3.08 3.00 

12 現在妊娠中 22%（39 人） 10%(3 人） 

12_2 最後の妊娠時期 95-99: 42%、2000+: 38% 95-99: 56% 

12_3 妊娠中 RHU に来たか 79% 85% 

13 過去に妊娠 93% 97% 

  過去に出産 92% 97% 

14_1 産前の訪問回数 5 回以上：74% 

4 回以下：14% 

5 回以上：55% 

4 回以下：45% 

14_2 産後の訪問回数 1 回以上：56% 

0 回  ：28% 

1 回以上：41% 

0 回  ：55% 

15_1 最後の出産日 2000 年以降：43% 95-99: 59% 

15_2 出産場所 家：47% 病院：52% 家：59% 病院：41% 

15_3 誰に RHM: 56%, Hillot: 6.7% RHM: 59% 

16_1 母子手帳使用率 69% 38% 

16_2 成長記録表使用率 73% 45% 

17_1 母乳（最近の子供） 93% 79% 

17_2 母乳（他の子供） 93% 79% 

C. IEC へのアクセス度（結果別紙）     

18 メディア ポスターが最も多い RHU スタッフとの個人的相談が最も多い

  トピック FP、栄養、デング熱の順 FP、栄養の順 

  実施機関 RHU、BHS、学校、の順 RHU、学校の順 

D. RH に対する意識、態度の変化     

19 現在の子供数 平均 2.5 人 平均 3.2 人 

20 妊娠回数 平均 2.9 回 平均 3.5 回 

21 望む子供の数 平均 3.4 人 平均 3.7 人 

  19 と 21 が違う人 64% 53% 

22 望む子供の数との不一致理由 経済的理由、計画的再生産中 経済的理由、大家族志向 

23_1 最初の子供を生んだ年齢 平均 21.9 歳 平均 21.7 歳 

23_2 最後の子供を生んだ年齢 平均 26.6 歳 平均 29.8 歳 

24 理想的出産間隔 3.3 年 3.6 年 

25 避妊実行率（非妊娠者） 70% 67% 

25_2 避妊方法（非妊娠者） 多岐（Pill: 23%, Injection: 26%） Pill: 50% 

25_3 誰から（非妊娠者） MD が最多 MD が最多 

25_4 期間（非妊娠者） 1-3 年: 27% 再生産中 1-3 年: 44% 

26 子供の数の決定権 夫：5% 妻：10% 両方：85% 夫：20% 妻：7% 両方：67% 

27 他に望む MCH/FP サービス有り 48% 53% 

  望む MCH/FP サービスの種類 女性への暴力、心理学的カウンセリン

グ、医療に関する法律サービス等 

女性への暴力、医療に関する法律サービ

ス、心理学的カウンセリング等 

28 日本の援助を知っているか 48% 50% 
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A. BACKGROUND INFORMATION 

1. Can you tell me when you were born? 

  1950-1959 1960-1969 1970-1979 1980-1989 Total

Pilot Area 15 56 95 12 178

  8.4% 31.5% 53.4% 6.7% 100.0%

Control Area 7 11 12 0 30

  23.3% 36.7% 40.0% 0.0% 100.0%

 

2. How old are you now? 

  15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 Total Average 

Pilot Area 7 47 42 45 16 16 5 178 29.4 

  3.9% 26.4% 23.6% 25.3% 9.0% 9.0% 2.8% 100.0%   

Control Area 0 3 7 6 5 7 2 30 34.1 

  0.0% 10.0% 23.3% 20.0% 16.7% 23.3% 6.7% 100.0%   

 

3. How old were you when you first got married? 

  Before 14 15-19 20-24 25-29 30-34 35+ Total Average 

Pilot Area 1 71 80 22 3 1 178 20.9 

  0.6% 39.9% 44.9% 12.4% 1.7% 0.6% 100.0%   

Control Area 1 11 13 3 2 0 30 20.6 

  3.3% 36.7% 43.3% 10.0% 6.7% 0.0% 100.0%   

 

4. What is your present occupation? 

  HW Housekee

per 

Farmer BHW Employee Self-emp

loyee 

Total 

Pilot Area 142 6 5 2 14 9 178

  79.8% 3.4% 2.8% 1.1% 7.9% 5.1% 100.0%

Control 

Area 

25 0 0 0 1 4 30

  83.3% 0.0% 0.0% 0.0% 3.3% 13.3% 100.0%

 

5. What is the highest level of your education? 

  Elem H.S. Coll Voc.Tech Total 

Pilot Area 48 78 39 13 178

  27.0% 43.8% 21.9% 7.3% 100.0%

Control Area 16 11 1 2 30

  53.3% 36.7% 3.3% 6.7% 100.0%

 

6. Where do you go first when you get sick? 

  drug 

store 

BHS RHU Hosp. Others No Answer Total 

Pilot Area 2 27 134 7 3 5 178

  1.1% 15.2% 75.3% 3.9% 1.7% 2.8% 100.0%

Control Area 1 0 28 0 0 1 30

  3.3% 0.0% 93.3% 0.0% 0.0% 3.3% 100.0%

 

Others, specify 

  mother Private Private 

MD 

Total 

Pilot Area 1 1 1 3

  33.3% 33.3% 33.3% 100.0%

 

7. Do you come to this RHU regularly? 

  Yes No Total 

Pilot Area 140 38 178 

  78.7% 21.3% 100.0% 

Control Area 24 6 30 

  80.0% 20.0% 100.0% 

 

7-2. If Y, how often? 

  6+/mo 1-5/mo 1/mo Several 

time/yr

Other No Answer Total 

Pilot Area 5 39 62 16 13 5 140

  3.6% 27.9% 44.3% 11.4% 9.3% 3.6% 100.0%

Control Area 1 10 10 1 2 0 24

  4.2% 41.7% 41.7% 4.2% 8.3% 0.0% 100.0%
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8. How did you know this RHU? 

  Recommen

ded by 

friends/

relative

s 

Visited 

by BHW or 

RHM 

Others No Answer Total 

Pilot Area 71 83 25 0 179

  39.9% 46.6% 14.0% 0.0% 100.6%

Control 

Area 

7 12 12 0 31

  23.3% 40.0% 40.0% 0.0% 103.3%

 

Others, specify 

  Self-ref

erred 

BHS MD/PHN Other No Answer Total 

Pilot Area 6 10 4 5 0 25

  24.0% 40.0% 16.0% 20.0% 0.0% 100.0%

Control 

Area 

10 0 1 0 1 12

  83.3% 0.0% 8.3% 0.0% 8.3% 100.0%

 

9. Did you come to seek any service in this RHU today? 

  Yes No Total 

Pilot Area 129 49 178 

  72.5% 27.5% 100.0% 

Control Area 14 16 30 

  46.7% 53.3% 100.0% 

 

9-2. If N, when was you last visit to this RHU for any service? 

  2001 2000 first 

visit 

No Answer Total 

Pilot Area 39 7 1 2 49

  79.6% 14.3% 2.0% 4.1% 100.0%

Control Area 11 4 0 1 16

  68.8% 25.0% 0.0% 6.3% 100.0%

 

9-3. for MCH service? 

  2001 2000 before 

1999 

No Answer Total 

Pilot Area 33 6 0 10 49

  67.3% 12.2% 0.0% 20.4% 100.0%

Control Area 6 1 3 6 16

  37.5% 6.3% 18.8% 37.5% 100.0%

 

B. SATISFACTION IN SERVICE 

10. What is the purpose of your last visit? 

  Sick Care Health 

info/cou

nseling 

MCH 

services 

Family 

Planning

Sex educ. Others No Answer Total 

Pilot Area 58 3 81 23 0 20 0 185 

  32.6% 1.7% 45.5% 12.9% 0.0% 11.2% 0.0% 103.9% 

Control 

Area 

13 0 13 4 0 0 0 30 

  43.3% 0.0% 43.3% 13.3% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
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11. How would you rate this RHU? 

Pilot Area 

  4-Excell

ent 

3-Satisf

actory 

2-Not 

applicab

le 

1-Not 

Satisfac

tory 

Total Average

23 148 0 7 178 3.05 1.Distance from the 

home 12.9% 83.1% 0.0% 3.9% 100.0%   

23 148 1 6 178 3.06 2.Waiting time before 

having consultation 12.9% 83.1% 0.6% 3.4% 100.0%   

20 154 1 3 178 3.07 3.Facility 

11.2% 86.5% 0.6% 1.7% 100.0%   

18 151 2 7 178 3.01 4.Number of staff 

10.1% 84.8% 1.1% 3.9% 100.0%   

32 141 2 3 178 3.13 5.Consultation 

18.0% 79.2% 1.1% 1.7% 100.0%   

31 141 5 1 178 3.13 6.Treatment 

17.4% 79.2% 2.8% 0.6% 100.0%   

12 132 10 24 178 2.74 7.Delivered drugs 

6.7% 74.2% 5.6% 13.5% 100.0%   

22 150 4 2 178 3.08 8.Information they 

give you 12.4% 84.3% 2.2% 1.1% 100.0%   

 

Control Area 

  4-Excell

ent 

3-Satisf

actory 

2-Not 

applicab

le 

1-Not 

Satisfac

tory 

Total Average

5 25 0 0 30 3.17 1.Distance from the 

home 16.7% 83.3% 0.0% 0.0% 100.0%   

3 26 0 1 30 3.03 2.Waiting time before 

having consultation 10.0% 86.7% 0.0% 3.3% 100.0%   

1 20 2 7 30 2.50 3.Facility 

3.3% 66.7% 6.7% 23.3% 100.0%   

3 24 0 3 30 2.90 4.Number of staff 

10.0% 80.0% 0.0% 10.0% 100.0%   

1 28 0 1 30 2.97 5.Consultation 

3.3% 93.3% 0.0% 3.3% 100.0%   

4 25 0 1 30 3.07 6.Treatment 

13.3% 83.3% 0.0% 3.3% 100.0%   

  19 0 11 30 2.27 7.Delivered drugs 

0.0% 63.3% 0.0% 36.7% 100.0%   

1 28 1 0 30 3.00 8.Information they 

give you 3.3% 93.3% 3.3% 0.0% 100.0%   

 

12. Are you pregnant now? 

  Yes No No 

Answer 

Total 

Pilot Area 39 138 1 178

  21.9% 77.5% 0.6% 100.0%

Control Area 3 27 0 30

  10.0% 90.0% 0.0% 100.0%

 

12-2. If N, when was the last time you were pregnant? Indicated year 

  1980-198

4 

1985-198

9 

1990-199

4 

1995-199

9 

2000+ No Answer Total 

Pilot Area 6 9 11 58 53 1 138

  4.3% 6.5% 8.0% 42.0% 38.4% 0.7% 100.0%

Control Area 1 0 5 15 4 2 27

  3.7% 0.0% 18.5% 55.6% 14.8% 7.4% 100.0%

 

12-3. Did you visit this RHU during you last pregnancy? 

  Yes No No 

Answer 

Total 

Pilot Area 109 28 1 138

  79.0% 20.3% 0.7% 100.0%

Control Area 23 3 1 27

  85.2% 11.1% 3.7% 100.0%
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13. Have you ever been pregnant before? 

  Yes No Total 

Pilot Area 166 12 178 

  93.3% 6.7% 100.0% 

Control Area 29 1 30 

  96.7% 3.3% 100.0% 

 

Have you ever give birth? 

  Yes No Total 

Pilot Area 163 15 178 

  91.6% 8.4% 100.0% 

Control Area 29 1 30 

  96.7% 3.3% 100.0% 

 

14. During your last pregnancy, how many times did you come to this RHU? 

14-1.Pre-natal 

  15+ 10-14 5-9 1-4 0 No Answer Total 

Pilot Area 4 26 89 20 2 22 163

  2.5% 16.0% 54.6% 12.3% 1.2% 13.5% 100.0%

Control Area 0 2 14 13 0 0 29

  0.0% 6.9% 48.3% 44.8% 0.0% 0.0% 100.0%

 

14-2. Post-natal 

  10+ 5-9 1-4 0 No Answer Total 

Pilot Area 1 4 86 45 27 163

  0.6% 2.5% 52.8% 27.6% 16.6% 100.0%

Control Area 0 0 12 16 1 29

  0.0% 0.0% 41.4% 55.2% 3.4% 100.0%

 

15. When did you deliver your youngest child? Where was he/she delivered? By whom? 

15-1. Date delivered 

  before 89 90-94 95-99 2000 2001 No Answer Total 

Pilot Area 13 14 65 58 12 1 163

  8.0% 8.6% 39.9% 35.6% 7.4% 0.6% 100.0%

Control Area 2 5 17 5 0 0 29

  6.9% 17.2% 58.6% 17.2% 0.0% 0.0% 100.0%

 

15-2. Where delivered 

  home RHU Hosp. No Answer Total 

Pilot Area 76 2 84 1 163

  46.6% 1.2% 51.5% 0.6% 100.0%

Control Area 17 0 12 0 29

  58.6% 0.0% 41.4% 0.0% 100.0%

 

15-3. Who delivered 

  RHM M.D. PHN Hilot Total 

Pilot Area 92 58 2 11 163

  56.4% 35.6% 1.2% 6.7% 100.0%

Control Area 17 12 0 0 29

  58.6% 41.4% 0.0% 0.0% 100.0%

 

16. Did you use the Mother book? Growth chart? For your most recently delivered child? 

16-1. Mother book 

  Yes No Total 

Pilot Area 112 51 163 

  68.7% 31.3% 100.0% 

Control Area 11 18 29 

  37.9% 62.1% 100.0% 

 

16-2. Growth chart 

  Yes No Total 

Pilot Area 119 44 163 

  73.0% 27.0% 100.0% 

Control Area 13 16 29 

  44.8% 55.2% 100.0% 

 

RHM: Rural Health Midwife 
M.D.: Medical Doctor 
PHN: Public Health Nurse 
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17. Did you breastfeed your last child? Other children?  

17-1. Last Child 

  Yes No Total 

Pilot Area 151 12 163 

  92.6% 7.4% 100.0% 

Control Area 23 6 29 

  79.3% 20.7% 100.0% 

 

17-2. Others 

  Yes No Total 

Pilot Area 114 8 122 

  93.4% 6.6% 100.0% 

Control Area 19 5 24 

  79.2% 20.8% 100.0% 

 

D. WOMEN'S ATTITUDES ON REORODUCTIVE HEALTH 

19. How many surviving children do you have now? 

  0 1 2 3 4 5 6+ Total Average 

Pilot Area 16 41 40 45 16 10 10 178 2.5 

  9.0% 23.0% 22.5% 25.3% 9.0% 5.6% 5.6% 100.0%   

Control Area 1 4 7 6 5 4 3 30 3.2 

  3.3% 13.3% 23.3% 20.0% 16.7% 13.3% 10.0% 100.0%   

 

20. How many time have you been pregnant? 

  0 1 2 3 4 5 6+ Total Average 

Pilot Area 1 38 44 41 23 21 10 178 2.9 

  0.6% 21.3% 24.7% 23.0% 12.9% 11.8% 5.6% 100.0%   

Control Area 1 4 5 6 7 2 5 30 3.5 

  3.3% 13.3% 16.7% 20.0% 23.3% 6.7% 16.7% 100.0%   

 

21. How many children did you want/desire? 

  1 2 3 4 5 6+ Other No Answer Total Average

Pilot Area 4 30 71 47 12 9 4 1 178 3.4 

  2.2% 16.9% 39.9% 26.4% 6.7% 5.1% 2.2% 0.6% 100.0%   

Control Area 1 3 9 10 4 3 0 0 30 3.7 

  3.3% 10.0% 30.0% 33.3% 13.3% 10.0% 0.0% 0.0% 100.0%   

 

19-21 

  -4 -3 -2 -1 1 2 3 Other Total 

Pilot Area 2 18 32 51 3 3 1 4 114 

  1.8% 15.8% 28.1% 44.7% 2.6% 2.6% 0.9% 3.5% 100.0% 

Control Area   2 4 7 1   1 1 16 

  0.0% 12.5% 25.0% 43.8% 6.3% 0.0% 6.3% 6.3% 100.0% 

 

22-b. Difference between response to Q19 and Q21? 

  Yes No Total 

Pilot Area 114 64 178 

  64.0% 36.0% 100.0% 

Control Area 16 14 30 

  53.3% 46.7% 100.0% 

 

22. Why you have more (or less) Children than you desired/wanted? 

  1. life 

is 

difficul

t - they 

can't 

provide 

for more 

children 

2. to be 

able to 

take care 

of/rear 

children 

properly 

3. wants 

big 

family - 

the more 

children

, the 

merrier 

4. so 

there 

will be 

someone 

to take 

care of 

them when 

they grow 

old 

5. wants 

a/anothe

r girl or 

a boy 

6. no FP -

husband 

is not 

around

7. no FP -

stopped 

using 

contrace

ptives/s

topped FP

8. no FP - 

afraid of 

side 

effects 

of 

contrace

ptives 

9. no FP - 

unplanne

d 

pregnanc

y  

10. in 

the 

process 

of 

completi

ng family

Pilot Area 37 10 9 2 9 3 2 1 4 29

  32.5% 8.8% 7.9% 1.8% 7.9% 2.6% 1.8% 0.9% 3.5% 25.4%

Control Area 7 2 3 0 2 0 0 0 2 0

  43.8% 12.5% 18.8% 0.0% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 12.5% 0.0%
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  11. 

husband 

deceased 

12. 

practices 

FP 

has TB No 

Answer

Total 

Pilot Area 0 14 0 2 122

  0.0% 12.3% 0.0% 1.8% 107.0%

Control Area 1 1 1 0 19

  6.3% 6.3% 6.3% 0.0% 118.8%

 

23-1. Age at First child 

  Under 19 20-24 25-29 30-34 35+ No Answer Total Average 

Pilot Area 48 81 26 5 1 17 178 21.9 

  27.0% 45.5% 14.6% 2.8% 0.6% 9.6% 100.0%   

Control Area 8 15 5 1 0 1 30 21.7 

  26.7% 50.0% 16.7% 3.3% 0.0% 3.3% 100.0%   

 

23-2. Age at Last child 

  Under 19 20-24 25-29 30-34 35-39 40+ No Answer Total Average 

Pilot Area 10 54 57 27 11 4 15 178 26.6 

  5.6% 30.3% 32.0% 15.2% 6.2% 2.2% 8.4% 100.0%   

Control Area 1 4 10 7 4 2 2 30 29.8 

  3.3% 13.3% 33.3% 23.3% 13.3% 6.7% 6.7% 100.0%   

 

24. What is the desired age interval between children? (Years) 

  0 1 2 3-4 5+ No Answer Total Average 

Pilot Area 7 6 37 78 41 9 178 3.3 

  3.9% 3.4% 20.8% 43.8% 23.0% 5.1% 100.0%   

Control Area 1 1 7 12 8 1 30 3.6 

  3.3% 3.3% 23.3% 40.0% 26.7% 3.3% 100.0%   

 

25. Are you practicing contraception? 

  Yes No Total 

Pilot Area 97 42 139 

  69.8% 30.2% 100.0% 

Control Area 18 9 27 

  66.7% 33.3% 100.0% 

 

At Present 

25-2. Method 

  Pills IUD Injecti

on 

NFP Condom Withdra

wal 

Calenda

r/Rhyth

m 

LAM BTL No 

Answer 

Total

Pilot Area 22 5 25 5 1 18 5 1 13 2 97

  22.7% 5.2% 25.8% 5.2% 1.0% 18.6% 5.2% 1.0% 13.4% 2.1% 100.0%

Control 

Area 

9     1   5 2   1   18

  50.0% 0.0% 0.0% 5.6% 0.0% 27.8% 11.1% 0.0% 5.6% 0.0% 100.0%

 

Total 

  Yes No 

  Pills IUD Injecti

on 

NFP Condom Withdra

wal 

Calenda

r/Rhyth

m 

LAM BTL No 

Answer 

  

Pilot Area 22 5 25 5 1 18 5 1 13 2 42

  15.8% 3.6% 18.0% 3.6% 0.7% 12.9% 3.6% 0.7% 9.4% 1.4% 30.2%

Control Area 9     1   5 2   1   9

  33.3% 0.0% 0.0% 3.7% 0.0% 18.5% 7.4% 0.0% 3.7% 0.0% 33.3%

 

25-3. Info source 

  MD Friends/

relative

s 

self Husband Other No Answer Total 

Pilot Area 68 12 7 1 5 4 97

  70.1% 12.4% 7.2% 1.0% 5.2% 4.1% 100.0%

Control 

Area 

10 2 1 4   1 18

  55.6% 11.1% 5.6% 22.2% 0.0% 5.6% 100.0%
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25-4. Duration 

  <=1 mo <1 yr 1-3 yr 4-6 yr 7+ yr No Answer Total 

Pilot Area 3 24 26 20 16 8 97

  3.1% 24.7% 26.8% 20.6% 16.5% 8.2% 100.0%

Control Area 1 2 8 2 4 1 18

  5.6% 11.1% 44.4% 11.1% 22.2% 5.6% 100.0%

 

Before 1 

25b1-2. Method 

  Pills IUD Injectio

n 

NFP Condom Withdraw

al 

Calendar

/rhythm

Total 

Pilot Area 20 2 9 1 2 7 1 42 

  47.6% 4.8% 21.4% 2.4% 4.8% 16.7% 2.4% 100.0% 

Control 

Area 

1 0 0 1 0 3 0 5 

  20.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 60.0% 0.0% 100.0% 

 

25b1-3. Info source 

  MD Friends/

relative

s 

self Other No Answer Total 

Pilot Area 34 5 1 1 1 42

  81.0% 11.9% 2.4% 2.4% 2.4% 100.0%

Control 

Area 

1 1 1 1 1 5

  20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 100.0%

 

25b1-4. Duration 

  <=1 mo <1 yr 1-3 yr 4-6 yr 7+ yr No Answer Total 

Pilot Area 1 11 22 3 4 1 42

  2.4% 26.2% 52.4% 7.1% 9.5% 2.4% 100.0%

Control Area 1 2 2 0 0 0 5

  20.0% 40.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

 

Before 2 

25b2-2. Method 

  Pills NFP Condom Withdraw

al 

Total 

Pilot Area 5 2 1 1 9

  55.6% 22.2% 11.1% 11.1% 100.0%

 

25b2-3. Info source 

  MD Friends/

relative

s 

Total 

Pilot Area 7 2 9 

  77.8% 22.2% 100.0% 

 

25b2-4. Duration 

  <=1 mo <1 yr 1-3 yr 4-6 yr 7+ yrs Total 

Pilot Area 1 1 5 1 1 9

  11.1% 11.1% 55.6% 11.1% 11.1% 100.0%

 

26. Who decided about the number of children you should have? 

  Husband Wife Both unplanned No 

Answer

Total 

Pilot Area 9 17 151 0 1 178

  5.1% 9.6% 84.8% 0.0% 0.6% 100.0%

Control Area 6 2 20 2 0 30

  20.0% 6.7% 66.7% 6.7% 0.0% 100.0%

 

27. Are they any more MCH/FP service that you desire? 

  Yes No Total 

Pilot Area 85 93 178 

  47.8% 52.2% 100.0% 

Control Area 16 14 30 

  53.3% 46.7% 100.0% 
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If Y, Please tell me what specific services you desire. 

  1.Advise 

on 

violence 

against 

women 

2.Medico

-legal 

services 

3.Psycho

-social 

counseli

ng 

4.Sex 

educatio

n 

5.Other 

FP 

methods

6.Others Total 

Pilot Area 62 53 60 38 4 9 226

  72.9% 62.4% 70.6% 44.7% 4.7% 10.6% 265.9%

Control 

Area 

15 14 14 7 0 0 50

  93.8% 87.5% 87.5% 43.8% 0.0% 0.0% 312.5%

 

Other FP method, specify 

  Ligation natural 

FP 

Total 

Pilot Area 3 1 4 

  75.0% 25.0% 100.0% 

 

27-6. Others 

  x-ray child 

nutritio

n; PTB 

child 

rearing  

daily 

presence 

of doc

improve 

child 

care/tre

atment

lying-in

; add'l 

MD 

more FP 

seminars

Total 

Pilot Area 3 1 1 1 1 1 1 9 

  33.3% 11.1% 11.1% 11.1% 11.1% 11.1% 11.1% 100.0% 

 

28. Do you know that Japanese government is supporting the delivery of MCH/FP service? 

  Yes No Total 

Pilot Area 86 92 178 

  48.3% 51.7% 100.0% 

Control Area 15 15 30 

  50.0% 50.0% 100.0% 
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C. ACCESS TO OPPORTUNITIES FOR REPRODUCTIVE HEALTH EDUCATION BY IMPLEMENTING AGENCIES 

Pilot Area 
Method Total

Agency Topics Semin
ar

Puppe
t

Video Cable
TV

Pamp
hlet

Poster Printed IEC

Naterials

Interperso

al

communica

tion with

RHU staff

during

consultatio

at health

center

Home and

community

visits,

missions,

mass

campaigns

Meetings,

assemblies,

community

gatherings

Public

announcem

ent and

broadcasts

Lectures

and

promotiona

messages

by persons

in authori

NGO

prpmpotion

al and

educationa

activitie

RHU Cholera 9 0 3 1 24 35 1 18 6 5 1 1 0 104 58.4%
Pneumonia 5 0 3 3 29 29 0 18 6 4 1 0 0 98 55.1%
Nutrition 22 0 0 0 29 43 1 43 5 4 1 0 0 148 83.1%
Basic Hygiene 8 0 0 1 19 27 0 31 4 3 2 1 0 96 53.9%
Safe Pregnancy 26 0 2 0 20 30 0 52 1 2 1 0 0 134 75.3%
Dengue 21 0 1 1 33 50 1 30 0 3 2 1 0 143 80.3%
Dental Health 7 0 1 0 9 55 1 26 1 2 2 1 0 105 59.0%
Rabies 15 0 1 1 23 39 0 23 2 2 2 1 0 109 61.2%
TB 15 0 0 1 21 48 0 24 1 4 1 0 0 115 64.6%
Family Planning 65 0 1 0 26 36 2 47 1 4 0 0 0 182 102.2%
Sex Education 33 0 0 2 11 8 0 26 0 2 0 0 0 82 46.1%

Total 226 0 12 10 244 400 6 338 27 35 13 5 0 1316 739.3%

127.0% 0.0% 6.7% 5.6% 137.1% 224.7% 3.4% 189.9% 15.2% 19.7% 7.3% 2.8% 0.0%

BHS Cholera 5 0 0 0 10 28 2 10 1 4 1 2 0 63 35.4%
Pneumonia 2 0 0 0 11 26 2 10 1 4 1 0 0 57 32.0%
Nutrition 13 0 0 0 13 26 0 16 2 4 1 0 0 75 42.1%
Basic Hygiene 5 0 0 0 9 24 2 12 0 3 1 0 0 56 31.5%
Safe Pregnancy 14 0 0 0 9 26 1 20 0 2 1 0 0 73 41.0%
Dengue 7 0 0 0 10 34 1 11 0 2 1 0 0 66 37.1%
Dental Health 4 0 0 0 3 27 1 6 0 4 1 0 0 46 25.8%
Rabies 8 0 0 0 7 26 1 10 0 2 1 2 0 57 32.0%
TB 12 0 0 1 4 33 0 5 0 4 1 1 0 61 34.3%
Family Planning 25 0 0 0 9 32 1 13 0 3 0 0 0 83 46.6%
Sex Education 14 0 1 0 3 12 0 11 0 2 0 0 0 43 24.2%

Total 109 0 1 1 88 294 11 124 4 34 9 5 0 680 382.0%

61.2% 0.0% 0.6% 0.6% 49.4% 165.2% 6.2% 69.7% 2.2% 19.1% 5.1% 2.8% 0.0%

NGO Cholera 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3 1.7%
Pneumonia 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 3 1.7%
Nutrition 2 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 1 6 3.4%
Basic Hygiene 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0.6%
Safe Pregnancy 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3 1.7%
Dengue 0 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 0 1 4 2.2%
Dental Health 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 1 3 1.7%
Rabies 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 1 3 1.7%
TB 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3 1.7%
Family Planning 1 0 0 1 1 0 0 0 1 0 1 0 1 6 3.4%
Sex Education 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1.1%

Total 6 0 0 2 11 4 0 0 2 0 1 0 11 37 20.8%

3.4% 0.0% 0.0% 1.1% 6.2% 2.2% 0.0% 0.0% 1.1% 0.0% 0.6% 0.0% 6.2%

School Cholera 1 0 0 0 2 4 0 0 1 0 0 4 0 12 6.7%
Pneumonia 1 0 0 0 2 4 0 0 1 0 0 4 0 12 6.7%
Nutrition 3 0 1 0 3 9 1 0 3 0 1 16 0 37 20.8%
Basic Hygiene 0 0 0 0 5 11 1 0 4 0 1 16 0 38 21.3%
Safe Pregnancy 0 0 0 0 2 1 1 0 1 0 0 6 0 11 6.2%
Dengue 3 0 0 0 2 10 0 0 4 0 1 8 0 28 15.7%
Dental Health 2 0 0 0 3 9 0 2 7 0 0 13 0 36 20.2%
Rabies 1 0 0 0 1 14 0 1 2 0 9 0 0 28 15.7%
TB 1 0 1 0 2 6 0 0 1 0 0 5 0 16 9.0%
Family Planning 2 0 3 0 2 4 1 0 1 0 0 12 0 25 14.0%
Sex Education 7 0 2 0 2 1 2 0 0 0 0 13 0 27 15.2%

Total 21 0 7 0 26 73 6 3 25 0 12 97 0 270 151.7%

11.8% 0.0% 3.9% 0.0% 14.6% 41.0% 3.4% 1.7% 14.0% 0.0% 6.7% 54.5% 0.0%

Total Cholera 16 0 3 1 37 67 3 28 8 9 2 7 1 182 102.2%
Pneumonia 8 0 3 3 43 60 2 28 8 8 2 4 1 170 95.5%
Nutrition 40 0 1 0 48 78 2 59 10 8 3 16 1 266 149.4%
Basic Hygiene 13 0 0 1 33 62 3 43 8 6 4 17 1 191 107.3%
Safe Pregnancy 41 0 2 0 32 57 2 72 2 4 2 6 1 221 124.2%
Dengue 31 0 1 1 46 95 2 41 5 5 4 9 1 241 135.4%
Dental Health 13 0 1 0 15 93 2 34 8 6 3 14 1 190 106.7%
Rabies 24 0 1 1 33 79 1 34 4 4 12 3 1 197 110.7%
TB 28 0 1 3 28 87 0 29 2 8 2 6 1 195 109.6%
Family Planning 93 0 4 1 38 72 4 60 3 7 1 12 1 296 166.3%
Sex Education 55 0 3 2 16 21 2 37 0 4 0 13 1 154 86.5%

Total 362 0 20 13 369 771 23 465 58 69 35 107 11 2303 1293.8%

203.4% 0.0% 11.2% 7.3% 207.3% 433.1% 12.9% 261.2% 32.6% 38.8% 19.7% 60.1% 6.2%  



添付-60 

Control Area 
Method Total

Agency Topics Semin
ar

Puppe
t

Video Cable
TV

Pamp
hlet

Poster Printed IEC

Naterials

Interperso

al

communica

tion with

RHU staff

during

consultatio

at health

center

Home and

community

visits,

missions,

mass

campaigns

Meetings,

assemblies,

community

gatherings

Public

announcem

ent and

broadcasts

Lectures

and

promotiona

messages

by persons

in authori

NGO

prpmpotion

al and

educationa

activitie

RHU Cholera 1 0 0 1 2 4 0 5 4 0 0 0 0 17 56.7%
Pneumonia 0 0 0 1 1 1 0 8 3 0 0 0 0 14 46.7%
Nutrition 0 0 0 0 1 4 0 10 1 0 0 0 0 16 53.3%
Basic Hygiene 1 0 0 0 0 1 0 10 1 0 0 0 0 13 43.3%
Safe Pregnancy 0 0 0 0 1 1 0 10 0 0 0 0 0 12 40.0%
Dengue 2 0 0 0 0 3 0 10 1 0 0 0 0 16 53.3%
Dental Health 0 0 0 0 0 4 0 6 0 0 0 0 0 10 33.3%
Rabies 0 0 0 0 1 3 0 9 3 0 0 0 0 16 53.3%
TB 0 0 0 0 1 5 0 8 3 0 0 0 0 17 56.7%
Family Planning 9 0 0 0 0 3 0 13 0 0 0 0 0 25 83.3%
Sex Education 1 0 0 0 1 1 0 3 0 0 0 0 0 6 20.0%

Total 14 0 0 2 8 30 0 92 16 0 0 0 0 162 540.0%

46.7% 0.0% 0.0% 6.7% 26.7% 100.0% 0.0% 306.7% 53.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

BHS Cholera 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 3.3%
Pneumonia 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
Nutrition 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3.3%
Basic Hygiene 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 3.3%
Safe Pregnancy 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3.3%
Dengue 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3.3%
Dental Health 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3.3%
Rabies 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3.3%
TB 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 3.3%
Family Planning 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 6.7%
Sex Education 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 3.3%

Total 1 0 0 0 0 6 0 4 0 0 0 0 0 11 36.7%

3.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 13.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

NGO Cholera 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
Pneumonia 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
Nutrition 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
Basic Hygiene 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
Safe Pregnancy 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
Dengue 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
Dental Health 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
Rabies 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
TB 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
Family Planning 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
Sex Education 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

Total 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

School Cholera 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%
Pneumonia 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 3.3%
Nutrition 1 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 3 0 6 20.0%
Basic Hygiene 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 0 6 20.0%
Safe Pregnancy 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 3.3%
Dengue 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 3 10.0%
Dental Health 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 3 0 5 16.7%
Rabies 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 3 10.0%
TB 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 6.7%
Family Planning 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 3 10.0%
Sex Education 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 6.7%

Total 1 0 0 0 0 7 0 0 0 0 0 24 0 32 106.7%

3.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 23.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 80.0% 0.0%

Total Cholera 1 0 0 1 2 4 0 6 4 0 0 0 0 18 60.0%
Pneumonia 0 0 0 1 1 1 0 8 3 0 0 1 0 15 50.0%
Nutrition 1 0 0 0 1 7 0 10 1 0 0 3 0 23 76.7%
Basic Hygiene 1 0 0 0 0 4 0 11 1 0 0 3 0 20 66.7%
Safe Pregnancy 0 0 0 0 1 2 0 10 0 0 0 1 0 14 46.7%
Dengue 2 0 0 0 0 4 0 10 1 0 0 3 0 20 66.7%
Dental Health 0 0 0 0 0 7 0 6 0 0 0 3 0 16 53.3%
Rabies 0 0 0 0 1 4 0 9 3 0 0 3 0 20 66.7%
TB 0 0 0 0 1 5 0 9 3 0 0 2 0 20 66.7%
Family Planning 10 0 0 0 0 4 0 13 0 0 0 3 0 30 100.0%
Sex Education 1 0 0 0 1 1 0 4 0 0 0 2 0 9 30.0%

Total 16 0 0 2 8 43 0 96 16 0 0 24 0 205 683.3%

53.3% 0.0% 0.0% 6.7% 26.7% 143.3% 0.0% 320.0% 53.3% 0.0% 0.0% 80.0% 0.0%  
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The Comparison by Province 

A. BACKGROUND INFORMATION 

2. How old are you now? 

    15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 Total 

  Bataan 5 16 9 17 6 5 2 60 

    8.3% 26.7% 15.0% 28.3% 10.0% 8.3% 3.3% 100.0% 

Pilot Area Pampanga 1 16 15 15 5 5 1 58 

    1.7% 27.6% 25.9% 25.9% 8.6% 8.6% 1.7% 100.0% 

  Tarlac  1 15 18 13 5 6 2 60 

    1.7% 25.0% 30.0% 21.7% 8.3% 10.0% 3.3% 100.0% 

Control Area Pampanga 0 3 7 6 5 7 2 30 

    0.0% 10.0% 23.3% 20.0% 16.7% 23.3% 6.7% 100.0% 

 

3. How old were you when you first got married? 

    before 

14 

15-19 20-24 25-29 30-34 35+ Total

  Bataan   27 21 11 1   60

    0.0% 45.0% 35.0% 18.3% 1.7% 0.0% 100.0%

Pilot Area Pampanga 1 17 32 6 2   58

    1.7% 29.3% 55.2% 10.3% 3.4% 0.0% 100.0%

  Tarlac    27 27 5   1 60

    0.0% 45.0% 45.0% 8.3% 0.0% 1.7% 100.0%

Control Area Pampanga 1 11 13 3 2 0 30

    3.3% 36.7% 43.3% 10.0% 6.7% 0.0% 100.0%

 

4. What is your present occupation? 

    HW Houseke

eper 

Farmer BHW Employe

e 

Self-em

ployee

Total

  Bataan 46       10 4 60

    76.7% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 6.7% 100.0%

Pilot Area Pampanga 50 1   1 3 3 58

    86.2% 1.7% 0.0% 1.7% 5.2% 5.2% 100.0%

  Tarlac  46 5 5 1 1 2 60

    76.7% 8.3% 8.3% 1.7% 1.7% 3.3% 100.0%

Control Area Pampanga 25 0 0 0 1 4 30

    83.3% 0.0% 0.0% 0.0% 3.3% 13.3% 100.0%

 

5. What is the highest level of your education? 

    Elem H.S. Coll Voc.Tech Total

  Bataan 15 23 17 5 60

    25.0% 38.3% 28.3% 8.3% 100.0%

Pilot Area Pampanga 11 28 14 5 58

    19.0% 48.3% 24.1% 8.6% 100.0%

  Tarlac  22 27 8 3 60

    36.7% 45.0% 13.3% 5.0% 100.0%

Control Area Pampanga 16 11 1 2 30

    53.3% 36.7% 3.3% 6.7% 100.0%

 

B. SATISFACTION IN SERVICE 

11. How would you rate this RHU? 

    1.Distanc

e from the 

home 

2.Waiting 

time 

before 

having 

consultat

ion 

3.Facilit

y 

4.Number 

of staff

5.Consult

ation 

6.Treatme

nt 

7.Deliver

ed drugs 

8.Informa

tion they 

give you

  Bataan 3.07 2.97 3.08 3.02 3.08 3.10 2.87 2.97 

Pilot Area Pampanga 3.03 3.19 3.10 3.10 3.22 3.26 2.86 3.16 

  Tarlac  3.05 3.02 3.03 2.92 3.10 3.05 2.50 3.12 

Control Area Pampanga 3.17 3.03 2.50 2.90 2.97 3.07 2.27 3.00 
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14. During your last pregnancy, how many times did you come to this RHU? 

14-1. Pre-natal 

    15+ 10-14 5-9 1-4 0 No 

Answer

Total

  Bataan 2 8 23 8 1 9 51

    3.9% 15.7% 45.1% 15.7% 2.0% 17.6% 100.0%

Pilot Area Pampanga   10 39 5   3 57

    0.0% 17.5% 68.4% 8.8% 0.0% 5.3% 100.0%

  Tarlac  2 8 27 7 1 10 55

    3.6% 14.5% 49.1% 12.7% 1.8% 18.2% 100.0%

Control Area Pampanga 0 2 14 13 0 0 29

    0.0% 6.9% 48.3% 44.8% 0.0% 0.0% 100.0%

 

14-2. Post-natal 

    10+ 5-9 1-4 0 No 

Answer

Total

  Bataan   2 26 12 11 51

    0.0% 3.9% 51.0% 23.5% 21.6% 100.0%

Pilot Area Pampanga   1 33 20 3 57

    0.0% 1.8% 57.9% 35.1% 5.3% 100.0%

  Tarlac  1 1 27 13 13 55

    1.8% 1.8% 49.1% 23.6% 23.6% 100.0%

Control Area Pampanga 0 0 12 16 1 29

    0.0% 0.0% 41.4% 55.2% 3.4% 100.0%

 

15. When did you deliver your youngest child? Where was he/she delivered? By whom? 

15-2. Where delivered 

    home RHU Hosp. No 

Answer

Total

  Bataan 20   30 1 51

    39.2% 0.0% 58.8% 2.0% 100.0%

Pilot Area Pampanga 21 1 35   57

    36.8% 1.8% 61.4% 0.0% 100.0%

  Tarlac  35 1 19   55

    63.6% 1.8% 34.5% 0.0% 100.0%

Control Area Pampanga 17 0 12 0 29

    58.6% 0.0% 41.4% 0.0% 100.0%

 

15-3. Who delivered 

    RHM M.D. PHN Hilot Total

  Bataan 24 25   2 51

    47.1% 49.0% 0.0% 3.9% 100.0%

Pilot Area Pampanga 39 17   1 57

    68.4% 29.8% 0.0% 1.8% 100.0%

  Tarlac  29 16 2 8 55

    52.7% 29.1% 3.6% 14.5% 100.0%

Control Area Pampanga 17 12 0 0 29

    58.6% 41.4% 0.0% 0.0% 100.0%

 

16. Did you use the Mother book? Growth chart? For your most recently delivered child? 

16-1. Mother book 

    Yes No Total

  Bataan 41 10 51

    80.4% 19.6% 100.0%

Pilot Area Pampanga 40 17 57

    70.2% 29.8% 100.0%

  Tarlac  31 24 55

    56.4% 43.6% 100.0%

Control Area Pampanga 11 18 29

    37.9% 62.1% 100.0%
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17. Did you breastfeed your last child? Other children?  

17-1. Last Child 

    Yes No Total

  Bataan 45 6 51

    88.2% 11.8% 100.0%

Pilot Area Pampanga 53 4 57

    93.0% 7.0% 100.0%

  Tarlac  53 2 55

    96.4% 3.6% 100.0%

Control Area Pampanga 23 6 29

    79.3% 20.7% 100.0%

 

D. WOMEN'S ATTITUDES ON REORODUCTIVE HEALTH 

19. How many surviving children do you have now? 

    0 1 2 3 4 5 6+ Total 

  Bataan 9 17 15 12 2 3 2 60 

    15.0% 28.3% 25.0% 20.0% 3.3% 5.0% 3.3% 100.0% 

Pilot Area Pampanga 1 15 12 15 9 3 3 58 

    1.7% 25.9% 20.7% 25.9% 15.5% 5.2% 5.2% 100.0% 

  Tarlac  6 9 13 18 5 4 5 60 

    10.0% 15.0% 21.7% 30.0% 8.3% 6.7% 8.3% 100.0% 

Control Area Pampanga 1 4 7 6 5 4 3 30 

    3.3% 13.3% 23.3% 20.0% 16.7% 13.3% 10.0% 100.0% 

 

21. How many children did you want/desire? 

    1 2 3 4 5 6+ Other No 

Answer 

Total 

  Bataan 3 13 27 11 3 1 1 1 60 

    5.0% 21.7% 45.0% 18.3% 5.0% 1.7% 1.7% 1.7% 100.0% 

Pilot Area Pampanga 1 6 18 21 5 5 2   58 

    1.7% 10.3% 31.0% 36.2% 8.6% 8.6% 3.4% 0.0% 100.0% 

  Tarlac    11 26 15 4 3 1   60 

    0.0% 18.3% 43.3% 25.0% 6.7% 5.0% 1.7% 0.0% 100.0% 

Control Area Pampanga 1 3 9 10 4 3 0 0 30 

    3.3% 10.0% 30.0% 33.3% 13.3% 10.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

 

25. Are you practicing contraception? 

    Yes No Total

  Bataan 26 13 39

    66.7% 33.3% 100.0%

Pilot Area Pampanga 42 14 56

    75.0% 25.0% 100.0%

  Tarlac  29 15 44

    65.9% 34.1% 100.0%

Control Area Pampanga 18 9 27

    66.7% 33.3% 100.0%

 

At Present 

25-2. Method 

    Pills IUD Injecti

on 

NFP Condom Withdra

wal 

Calenda

r/Rhyth

m 

LAM BTL No 

Answer

Total

  Bataan 8 4 6 1   2 1   4   26

    30.8% 15.4% 23.1% 3.8% 0.0% 7.7% 3.8% 0.0% 15.4% 0.0% 100.0%

Pilot Area Pampanga 8   12 3   10 3   4 2 42

    19.0% 0.0% 28.6% 7.1% 0.0% 23.8% 7.1% 0.0% 9.5% 4.8% 100.0%

  Tarlac  6 1 7 1 1 6 1 1 5   29

    20.7% 3.4% 24.1% 3.4% 3.4% 20.7% 3.4% 3.4% 17.2% 0.0% 100.0%

Control 

Area 

Pampanga 9     1   5 2   1   18

    50.0% 0.0% 0.0% 5.6% 0.0% 27.8% 11.1% 0.0% 5.6% 0.0% 100.0%
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Total 

    Yes No 

    Pills IUD Injecti

on 

NFP Condom Withdra

wal 

Calenda

r/Rhyth

m 

LAM BTL No 

Answer

  

  Bataan 8 4 6 1   2 1   4   13

    20.5% 10.3% 15.4% 2.6% 0.0% 5.1% 2.6% 0.0% 10.3% 0.0% 33.3%

Pilot Area Pampanga 8   12 3   10 3   4 2 14

    14.3% 0.0% 21.4% 5.4% 0.0% 17.9% 5.4% 0.0% 7.1% 3.6% 25.0%

  Tarlac  6 1 7 1 1 6 1 1 5   15

    13.6% 2.3% 15.9% 2.3% 2.3% 13.6% 2.3% 2.3% 11.4% 0.0% 34.1%

Control 

Area 

Pampanga 9     1   5 2   1   9

    33.3% 0.0% 0.0% 3.7% 0.0% 18.5% 7.4% 0.0% 3.7% 0.0% 33.3%

 

26. Who decided about the number of children you should have? 

    Husband Wife Both unplann

ed 

No 

Answer

Total

  Bataan 5 6 48   1 60

    8.3% 10.0% 80.0% 0.0% 1.7% 100.0%

Pilot Area Pampanga 3 2 53     58

    5.2% 3.4% 91.4% 0.0% 0.0% 100.0%

  Tarlac  1 9 50     60

    1.7% 15.0% 83.3% 0.0% 0.0% 100.0%

Control 

Area 

Pampanga 6 2 20 2 0 30

    20.0% 6.7% 66.7% 6.7% 0.0% 100.0%

 

28. Do you know that Japanese government is supporting the delivery of MCH/FP service? 

    Yes No Total

  Bataan 20 40 60

    33.3% 66.7% 100.0%

Pilot Area Pampanga 43 15 58

    74.1% 25.9% 100.0%

  Tarlac  23 37 60

    38.3% 61.7% 100.0%

Control Area Pampanga 15 15 30

    50.0% 50.0% 100.0%
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訪問した保健・医療施設の直接観察による評価の検証 

１．はじめに 

 本来はできる限り数値データを採取し客観的な指標により評価を行うべきところである

が、今回の各施設の訪問は非常に限られた時間であり、また各施設のモニタリングも不十

分であり、さらに調査の予算的制約のなかではそのようなデータ採取はできなかった。そ

のような状況下で、各施設を訪問したときの第一印象1によってその施設が成功しているか

どうか2が感じられ、その印象は評価調査団員と現地コンサルタントの間で一致することが

多かった。また、同一人物が数多くの施設を比較し相対的に評価することによって、一定

レベルの客観性が得られるとも考えられる。そこで、もっとも多くの施設を訪問したコン

サルタント団員の直接観察を数値化してみた。本質的には主観的であることは免れ得ない

が、さらに他のデータ（アンケート結果）と比較することで、その信憑性が確かめられれ

ば、評価の一情報源として活用できるものと考える。 

 

２．直接観察による 4段階評価結果 

 今回訪問した保健・医療施設を、Sentrong Sigla 審査基準の観点から 4 段階評価を行っ

た（本文の表 4-3 参照）。Sentrong Sigla を授賞している７か所のうち 4か所が 4点満点で

あり、また、San Jose DelMonte 以外は 3点以上の高得点となっており、本評価結果の妥当

性を示す一根拠と考えられる。 

 

３．アンケート結果との比較による検証 

 今回の評価調査では 7 か所の RHU において、再生産年齢・既婚女性に対するアンケート

調査を実施している（詳細は巻末資料 7を参照）。その質問項目には 4段階評価の項目と近

いもの（RHU の設備・サービスに対する満足度）があった。さらにコンサルタント団員はこ

れらのすべてのRHUを訪問していることから、4段階評価の結果とアンケート結果を比較し、

4段階評価の信憑性を検証することとした。まず 4段階評価の項目に近いものをアンケート

の項目から抜き出した結果が表 Aであり、該当する RHU の 4 段階評価結果が表 Bである。 

                                                 
1 機材の量・種類・活用状況、医薬品の量・種類・整理整頓の状況・出入りの状況、IEC 情報の量・バラエティー・分か

りやすくする工夫・更新状況などを観察することによって生じているものと考えられる。 
2 人気のある施設か、活気のある施設か、スタッフのモチベーションは高いか、経営状況は良好か、結果的に地域医療

に貢献しているかなど複合的なものである。 
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表 A アンケート結果 
 

 

施設名 

RHU の職員

数 

RHU の診察 RHU の治療 RHU の設備 RHU の投薬 RHU 職員に

よる情報

提供 

全体の 

平均 

順位 

Abucay RHU 3.13 3.17 3.17 3.13 2.93 3.00 3.09 3

Capas RHU Ⅰ 2.97 3.03 3.03 3.00 2.80 3.10 2.99 4

Lubao RHU Ⅱ 3.10 3.28 3.31 3.10 2.86 3.14 3.13 1

Lubao RHU Ⅲ 3.10 3.17 3.21 3.10 2.86 3.17 3.10 2

Orani RHU 2.90 3.00 3.03 3.03 2.80 2.93 2.95 5

Sta. Ignacia RHU 2.87 3.17 3.07 3.07 2.20 3.13 2.92 6

Sto. Tomas RHU 2.90 2.97 3.07 2.50 2.27 3.00 2.78 7

全体の平均 3.00 3.11 3.13 2.99 2.67 3.07 2.99   

 

表 B 観察による 4段階評価 
施設名 視 察 時 の

患者の数 

サ ー ビ ス

提 供 者 の

数 

サ ー ビ ス

提 供 者 の

態度 

機 材 の 整

備・活用状

況 

薬 品 の 活

用状況 

IEC 掲示板

の充実度 

平均 順位 

Abucay RHU 4 4 4 4 4 4 4.00 1

Capas RHU Ⅰ 1 3 ? 2 ? 2 2.00 7

Lubao RHU Ⅱ 4 4 4 4 4 4 4.00 1

Lubao RHU Ⅲ 3 4 4 3 ? 3 3.40 3

Orani RHU 3 3 4 3 ? 3 3.20 4

Sta. Ignacia RHU 3 4 4 2 ? 3 3.20 4

Sto. Tomas RHU 2 3 3 2 ? 2 2.40 6

平均 2.86 3.57 3.83 2.86 4.00 3.00 3.17   

 

 それぞれの総合的な評価として、アンケート結果からは「全体の平均」、観察による 4段

階評価からは「平均」をみると、その順位において Capas RHU Ⅰ が 4 位と 7 位で多少異

なってはいるものの、上位 3 位と下位 4 位が一致しているなど大枠で同様の傾向がみられ

る。これらをもって細かい統計的な分析をすることはできないが、時間的・予算的な制約

がある中で、大きな傾向をみるには有効な方法ではないかと考えられる。よって、今回評

価する一情報源として用いることとした。今後、より客観的な結果を得るために、事前に

観察項目表を作成し、複数の調査団員の観察による評価を実行することなどを検討課題と

したい。 


	表紙
	序文
	写真
	フィリピン行政区域図
	プログラム位置図
	用語・略語表
	JICA 関連用語表
	目次
	図表リスト
	第１章 評価の概要
	１－１ 評価の背景
	１－２ 評価の目的
	１－３ 評価の枠組み
	１－４ 評価の対象案件
	１－５ 評価調査団の構成
	１－６ 現地調査日程（2001 年2 月19 日から3 月20 日まで）

	第２章 フィリピン人口・健康セクターの概況
	２－１ 人口・保健医療指標にみる概況
	２－１－１ 人口・保健医療分野の現状全般
	２－１－２ 依然として高いレベルの人口増加率・出生率
	２－１－３ リプロダクティブ・ヘルス（RH: Reproductive Health）分野の現状
	２－１－４ 疾病構造や死因にみる現状
	２－１－５ リージョンⅢの概況

	２－２ 政治・経済・社会的背景
	２－２－１ 政治的背景
	２－２－２ 経済的背景
	２－２－３ 社会的･文化的背景
	２－２－４ 地方分権化と保健省の弱体化


	第３章 フィリピンの人口・健康セクターへの支援状況
	３－１ 保健医療サービス
	３－２ 保健セクター改革
	３－３ 米国国際開発庁（USAID）の協力実績
	３－４ その他のドナーによる協力実績

	第４章 日本の形態別協力実績と評価
	４－１ プロジェクト方式技術協力
	４－２ 青年海外協力隊（1998.10.1-2002.9.30 はフロントライン計画）
	４－３ 現地国内研修「家庭福祉に関わる開発と女性（ジェンダーと開発）」
	４－４ UNFPA とのマルチバイ協力
	４－５ 開発福祉支援事業
	４－６ その他

	第５章 事後的・試行的な「協力プログラム」評価
	５－１ 評価手法
	５－２ 主な指標と情報・データ収集方法
	５－３ 協力プログラムの計画達成度
	５－４ 協力プログラムの5 項目評価
	５－５ 総合評価
	５－６ 協力プログラム評価に関する課題

	第６章 今後のJICA の協力への提言・教訓
	６－１ フィリピンにおける母子保健・家族計画（RH）分野の協力方針への提言
	６－２ プログラム実施へ向けての提言・教訓
	６－３ 今後の日米連携、他ドナーとの連携に係わる提言

	添付資料集
	添付資料１ 主要面談者リスト
	添付資料２ 援助形態別実績
	添付資料３ プログラム・アプローチ・ロジック・モデル（PLM1）（PLM2）
	添付資料４ プログラム・アプローチ・ロジック・モデル（PLM）作成マニュアル
	添付資料５ 保健省第９次ODA 実施案件リスト
	添付資料６ 人口・健康分野USAID 案件の実施団体リスト
	添付資料７ 事後的なプログラム評価のためのアンケート調査票
	添付資料８ 訪問した保健・医療施設の直接観察による評価の検証




